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はじめに

「横浜市中期4か年計画 2010""2013Jについて、今後の
耳元組や計画最終年皮となる 25年皮予算に反映させるという観

点から、前半2か年分の耳元祖を振り返りました。

この 2年間、成果・課題の把握と、それに基づく次の施策展
開という、 rpDCAサイクル」をしっかりと回すことによる

着実な市政運営を心掛けてきました。計画についても、この視

点から、中間期での振り返りを行いました。

冊子には、「共感と信頼」の市政を基本に、市民・企業の皆

さまとともに「チーム横浜」として取り組んだ数多くの「成果J
が掲載されている一方で、目標どおりに進まなかった耳元組もあ

ります。しかし、大切なことは課題を十分に検証し、次に打つ

べき手を考え、目標の実現に向けて取り組んでい(ことです。

市民の皆さまをはじめ、多〈の皆さまにこの冊子を御覧いた

だき、次に向けてどうするべきか、御意見・アイデアをいただ

けると幸いです。このことが、「安心と活力あふれるまち・横 11 

浜j の実況にまた一歩近づ(ことになると確信しています。

今後とも、御支援・御協力をよろしくお願い中しよげます。

平成24年9月

根鴎帝義体 え手
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I中間振り返りについて
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政策在温める土台

行政選管・際政運営

中期4か年計画中間振り返りについて
中期4か年計画とは
中期4均年計画(以下「計画」という)は、概

ね2025年頃を展望した「横浜市基本構想J(長期

ピジョン)が掲げる目指すべき都市像「市民力と

創造力により新しい閉浜らしさ』を生み出す都

市」の実現に向けた政策や工程を具体化するため

の、 22年度を初年度とした、 25年度までの4均年

計画として、 22年12月に策定しました。

計画l士、基本君主念である、「未来図」と、未来
図を実現するための8つの「横浜版成長戦略」、 4

つの「基本政策J、「行財政運営」から構成されて

います。

1 

中間振り返りの進め方

計画に掲げた「横倒坂成長戦略Ji;基本政策Ji;行財政涯営Jについて、全庁横断的に議論しなが
ら進捗悶兄を振り返り、中間評価等を行いました。

「横浜版成長戦略Jについては、「成果」や「課題むを拒握し、中長期的な戦略の萩期段階におけ

る進捗闘兄を確認しました。

「基本政策」及び「行財放運営Jは、成果・課題の托渥に加えて、それぞれの目標達成に向けた状

況について、原則として、 iQ:達成指標の達成度」を中心に、「②主な事業の進捗状釦を踏まえて、

総合的な「③中間評価」を行いまし丸

2 

; 纏蹄標の蹴度 1-ξ前五一一---------
; 「明(仰に対する「聞の;拍明日抑制的の I ~ i 中期

l場合、田崎{中間期換算:11 
1i1む保則2カ年Jの漣捗率を、以下の表 11即刻にあたるr200件」を遠 Il!載さ

i札ていれば「概2目標どお:i i 
の騨に沿って、繍批判断しまし丸 :_~.;9J邸主主一一一li;と「

櫨櫨語圏三を基与
成居む

U'70必んL) I 日信託乞」二回つに B ω I i i、仏b 山
側-120%潟両) I概ね目標どおり :0|;iA四竹
樹高) I目標を下回った は|;;繭扇

1 i一日開き
なお、進捗率が計画期間の後半lこ一知こ伸びる指標(例:24年度方
らの菊槻事業の成期や、進捗語幹を制直化できな吋樹祭(伊U:-
I治などについては、個別に事情を考慮して達成度を判断しました。

. .儲酎国闇闇E町n
を大き〈上回つて進んだ

を上回

おり

おり進まなかった C 

※対象期間等
・原則として、 22年度及び23年度の2均年に取り組んだ結果に基づいて検証・評価しました。
なお、調査時甥ヰ集計作業などによって、 24年度に入ってから公表された結果が含まれている場合が
あります。また、「課題と今後の対応」欄等には、 24年度以降の内容も記載していまマ九

• 23年度の決算額については、宅成23年度一般会計決算(速報f齢に基づいています。



E中間振り返り総括

H 中間振り返り総括

1 中間振り返りの意義

計画は策定打もば、それで終わりというわけではありません。特に変化が激しい時代だからこそ、

計画を振り返り、成呆や課題を把握し、次に打つべき手を考えていく、 iPDCAサイク/レ」をしっ

かり回すことが重要です。

そこで、成果を確認するには短期間ではありますーが、 4か年の前半にあたる23年度までの取組を

中心に振り返り、その結果を計画後半の取組や最終年度となる25年度予算に反映させていくことと

しました。

これまでも予算・決算期に計画の個別施策・事業の樹T管理を行ってきましたが、今回のよ、うにf量
薗の中間期において全耐鐙断的に謹論し‘かっ施策全体の割面まで含めて握り返りを行うことlは

担金主企墨金となります。市民の皆さまに、計画ゆ途中怪過をお伝えし、街曜解や御意見等をいただ

き、今後の市政運営にいかしていきます。

2 中間振り返りの内容に関すること

(1)計画全体の進捗蝋兄

計画策定後、東日本大震災(以下『霊災!という〕

皇霊生により、経済活動の{邸送、原発事故に伴う様々

な課題など、本市を取り巻く制兄は大きく変わりま

した。その後も、欧州債務危機‘長引く円高など、

計画策定時には想定されなかった盛ιい状混カ鳴く

2企生となりました。
こうした中で、 8つの横浜版成長戦略を着実に進

めたほ由、基本政策・行財政運営に掲げた施策・取

組のうち約93%~ね/46) の『中間評価I がS" A_" 

E宣彊となり、中間期における目標を概ね達成でき

ました(図 1)。

〈図1:中間評価 (46の施策・取組)> 
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(2)横浜版成長戦略の状況

横浜版成長戦略I士、「経済の，明主化』と F人々の活力づくり』の主将置環により本市の成長を目指

すものです。 4カ年を超えた10年程度を見据えた中長期的な8つの戦略であり、今回はその主旦

E主主呈三盆隼でありますが、しっかりと振り返ることとしました。

「保前月神拠瞳部消Jなどに取り組んだよ iW未来のん材』子ども戦略Jをはじめ、「観jt.創

造都市戦略Jなど、厳しい申でも各戦略を着実に進めまし九

C概要は4~5頁、詳細は 17 頁以降に掲劇

2 



E中間振り返り総括

(3)基本政策 (33施策枝番を含めて35の崎和の状況

f達成指標の達成度」を中心に、「主な事業の進 〈図2:中間評価。5の施策)> 

捗胤兄Jを踏まえて行った、絵合的なよ虫盟副i!fil(予定とおり C，3， S，2， (予定を大きく

は、約91%にあたる32の艶i策がS'A"S評価と 進まなかった)8.6%_ __r-5.7%上回って進んだ)
なり、中間期における目標を概ね達成できました

(図2)。

C概要は6~7頁、詳細は 35 頁以降に掲掛

(4)行財放運営 (11の取組)の状況

『中間評価JIま、 11の取組すべてがB以上、

ほI去半数にあたる5つの取組がA詞面となり、虫

周期の目標を達成できました(図3)。

また、行政運営は、 7つの取組のうちA開面3

つ・ B評価4-::>，財敬遁営は、 A開国・ B評価と

もに2つずつとなりました。

概要は8~11 頁、詳細は 73 頁以降に掲制

(5) r達成指標』の課題

11， 
.4% 

〈図3:中間評価 (11の取組)>
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今回の計画では、「市民の皆さまに計画の成果を実感していただくJという観点から、施策や事

業の「量lよりも、施策や事業に取り札むだ結果生み出される「成果」を覇見して、「達劇笥寮」

を設定しました。

しかし、「達樹膿の中には、本市の耳湘以外の要因や祉会経済状況などが大きく影響するもの

もあり、本市の取組がどの程度成果に寄与したかがわかりづらい」など、「達成指標Jの設定に課

題がある施策もありました。

3 中間振り返りを踏まえた今後について

「横閥復成長戦略」、[基本政策J、「行財敬涯営Jのそれぞれに掲げられ虎目標を達除するための

「課題と今後の対応Jは， 17頁以降にできる限り具体的に盛り込んでいま吹己

また、今後の財政見通しについては将来人口推昔十を基に試算した結果入歳入・歳出ともに若干の

増減はあるものの、全体でほI香櫨ぽL、になることが貝込まれます。今後、 J人口急増期に整備してきた

施設の維持保全への対応の必罰金力宝生じるなど、さらに厳しい財故調兄が続くことが想定されますユ

このため、持続可能な財政運営に向け、「横浜仏鳴建築物マネジメント白書(仮制Jを策定し、

今後の公共建築物のあり方等を議論するとともに、不閣の行政改革を更に推進し、行政コストの

鐘遜fよどに取り組んでいきませro
また、将来的な人口跡少なども見据えながら、経済成長を促し、都市の成長力警高める未来への

霊室を.~う観献も、ハード・ソフト両面からの複合的なまちづくりを櫛せしていきます。

3 



E中間振り返り総活

4 横浜版成長戦略の概要(詳細は17頁以降)

【戦略1]環境最先端都市戦略 〈電気自動車と充電器〉

<>低炭素担会の実現と新たな需要創出による市内経済活性化に向け、1塞
庭用エネルギーマネジメントシステム (HEMS)Jを995件(目標1，000

件)導入(本市助成分628件のうち、市内金業昆宝件数約8寄Dするとと
もに、太陽光発電守電気自動車 (EV)の普及拡大を図りました。

<>今後も、 HEMS等の更なる普及拡大を図るとともに、環境問題だけでなく超高齢相会対応・経済活

性化などに関し、分野間・取組問の連携を促進する「環境未来都市推進プロジェクト(仮称:)Jを進め

ます。また、これらの聯且を通じて中小企業の参入艦大を進めていきます。
i__ー------ーーーー---ーーー---・E・--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-------ーーーー・・ーーーーー・ーーーー・ーー・ーーーー・ーーーーーーーーー『鳳」
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【戦略2]観光・創錨市戦略 <APEC横浜開催記念イベントヨ

<> MI CE拠点都市としての地位2潅立に向け、 r2010年日本APEC(アジア
太平洋経済協力)首脳会議I開催後も、国際会議開催や『第5回アフリカ開発

会重~監に成功しました。
また、震災直後、観沈客数は太幅に減少しましたが、『ヨコハマトリエンナ

ニV2011ょをはじめ、賑わいを創出するための様々な取組により、盟主重量生
や宿泊客数は、回復傾向が見られました。

く〉今後は、アジアの都市商競争に勝つため、中長期的なMICE載略の立案

やMICE機能拡充の際の事業手法の樺持行います。

また、民間事業者との連携による大型観発プロモーションの拡充、横浜芸術アクション事業の実抵

都心臨海部のアーテイスト等の集積を今後の産業握興やまちづくりにつなげていくなど、賑わいづくり

や経済の活性化に取り組んでいきます。
---ーーーーーーーーーーーーーー------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--------------ーーーーー-----ーーーーーー回ー・ーーーーーーーーーーーーーーー_J

【戦略3]r:未来の人材』子ども戦略

<> 閉会全体で子どもの成長と自立を支えるまちJの実現に向け、「保育
所待機児童相自」を進め、待機児童除却冨に減少(辺年4月比:88.5%

主位しました。

また、安心して産み育てられる体制整備のため、産科病床の設置促進、

『産科あんしん電話Iの開設や、教育環境の充実に向けた盤塁型企皇一

貫教育の推進‘児童支援専任鞍自の配置 (140校)などの成果をあげまし

た母

く〉今後も、 25年4月の保育所待槻厄劃輔の実現に向けた聯Eを進めるとともに、放課後に児音牛徒が

安心して過ごせる居場所づくりの充実などに取り組みまマ九

〈保育毘毘の活動〉

ーーーーーーーー同--四ー--四戸田開園開・四回目---・-回凶ーーー』ーーーー』ーーーーーーーーーーーーーーーーーー四四国・・ー-.，
[戦略4]1∞万人m健康づくり戦略

〈ウォーキングイベント〉
<>高齢者がいつまでもいきいきと活躍できる地域社会づくりに向け一一

て、「1∞万人の健康づくり戦略キックオフキャンペーン(12.4∞人

塞盟』や、『ウォーキング・体操教室・食育啓発活動(約 70万人参
担Ll、『よこはま健康応援団(126m舗登錯』を実施するなど、多く
の人や鴎自由主参加しました。

<>今後は、多くの市民の皆さまが健康づくりに参加したくなるような

倣 Eみの構築や、「健康寿命の延伸」に向けた事業展開を進めます。そのーっとして、健康づくりのそ

れぞれの醐をつなげるはこは輪開康ポイント1制駒導入や、区局健闘化や闇企業・地i
._-虫明団体位明きご里停と主坐謹1ib-c1t¥三坐盟主主主主ー 一一-j

4 





E中間振り返り総括

5 基本政策の概要(詳細は35頁以降)

生まれる前から乳幼児期の子育て家庭支援の充実

未来を担う子どもたちを育成するきめ細かな教育の推進

児童虐待・ DV被害の防止と松討靖議体制の充実

災害に強いまちづくり伯雄対応力の強イり

災害に強いまちづくり(地震対策)

安心して暮らせるまち A 

暮らしを支えるセ}フテイネットの確保

地域ケアを支える在宅サービス射}護施設の充実 A 

市 10:障害児・者福祉の充実
民

11:市民の健康づくり・健康危機管理機能の充実
基: 生

本 l
活 12:医療環境の充実
の

政; 安 13:スポーツや学びで育む豊かなくらし A 

策 l
IL' 

141多様な居住ニー苅こ対応した住まいづくり A 

2: 充 15:参加と協働による地域自治の支援 A 
実
(17施鍋 16:コンパクトで活力のある郊外部のまちづくり

市民に身近なきめ細かいあ韻幾能の充実

公共施設の保全と有淵百周

大学と連携した地樹主会づくり

国際交流・多文化共生の推進

男女共同参画担会の実現

市内中小4諜の活性化(技術・経営革新などイノベーション刷足進)

市内中小企業の活性化(基礎的支援と身近な地域づくり) A 
犠

23:国内外の企業誘致に向けた積醐持取組
基 浜

経
本 済

24:羽田空港国際化を契機とした観兆・MICEの推進

政 の 25: )l::俗野町による魅力・活力の創出

策
活

26:横浜の経済閉会化に向けた横浜港のハブポート化
性

3 イ臼
(9施節

ヨコハマの活力源となる都心部の構築

F苦むと「動の新たな展開による検兵農業の振興 A 

童話
30:地球温暖化対策僻髄 A 

基!

本! 31;豊かな生物多様性を実感できるライフスタイルの実現 A 
政 i
策 l

推の 32: 水とみどりにあふれる都市環境

6 



E中間振り返り総活

基本政策1では、 『未就浮揚の保育と教育の充実(強策2)lにおいて、保育所待世尼童数が対彊に減少す

るなど、大きな成果が上がり、笠置鍾となりました。また、教育施策等についてもB評価となり、虫盟塑笠E
霊査費担達盛できました。今後は、学齢期の留守家庭児童への対応や、一層の教育環境の充実を進めませ1-0

一方で、 「生まれる前から手幼況期の子育て家庭支援の充実倣謙1)Jは、実施場所の確保等の課題から、

『いつでも利用できる地域子育て支濯の場』が目標を下回ったことから、 C評価となりました。金釜堕J過
設カ頓り組みやすくなるような二珪， mL、手の育成等により、子育て支援の場の拡充を図りま七
基本政策2では、市民生活の安心・充実に向けた17施策すべてが

S-8評価となり‘中間期の目標を達成できました。

『暮らしを支えるセーフテイネットの確保(施策8)Jでは‘生活

保護受給者への就労支援において、大きな成果があがり、 S評価とな

りました(グラフ1参照)。また、 「地域汐アを支える在宅サービス

や介護施設の充実匂蹴9)Jや「スポーツや学びで育む豊かなくら

し倣諦13)Jなど、ヱ麗筆益企聾値となりました。

『災害に強いまちづ〈り(!I!!震対策) (施策6(2))j は、今回の

震災発生後、直ちに対策本部脊立ち上げて殴り組内だ『総合的な震災

対策』をはじめ、取組を強化しました。今後は、 『横浜市防災封画の

見直しl等を踏まえ‘袋害に強いまちづ〈りを推進していくとともに、

耐震診断・改修の申請が急増している木造住宅等の耐震化施策を着実

に進めていきます(グラフ2参照)。

施策6(2)のほか、 f障害児・者福祉の充実倣策10)Jや「市 110曲

民の健康づくり・健康危扱管理機能の充実倣謙 11)J、 「医療環|叩

境の充実倣探12)J、 「男女共同参画社会の実現倣蹴21)Jな

ど、 9施策がB評価となりました。

〈グラフ1・

0回

8凹

600 

資料:健康福祉局

〈グラフ2:木造住宅語纏
陪鏑J及び『改修」申請件数〉

「ー↑ー

醐

抑

棚

15田

。
HI9田O 阻1 出2

責料.建築局

基本政策3は、震災や円高などの影響を受けて達成指標の中には目標を下回ったものもあるなど、厳しい状

況となりましたが、 9施策のうち8施策がAまたはB評価となり、中間期の目標を概ね達成できました。

ー特に、 「国内外の企業誘致に向けた積樹持取組依鵡23)Jや「羽田空港国際化を契機とした働't.MI 

CEの推進白鴎24)J、 「横浜の経済活性化に向け7靖浜港のハブボート化伐鴎2氾)Jなどはよ重翠艶
影響を受けて厳しい状況カ噛きましたが、企業立地促進条例の改正、『第

5回アフリカ開発会議Iの誘致、南本牧，5閣の整備、トリプル指定。5
頁参照)など、更なる充実に向けて環境整備を着実に進めました。

また、 C鞘町となった「交通ネットワークの充実による都市基避の強

化倣鵡27)J比厳しい財攻状況等を背景に『都市計画道路1の完成

延長が2年間で約1.5kmに留まるなど、予定審下回りました(グラフ3
参照)。今後民渋滞改善や防災性向上などの整備効果が高い路線を中

企巨整盤を進めていくなど、より一層効果的な整備を推進していく必要

がありますt
資料.道路局

7 
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E中間鍍り返り総括

6 行財政運営の概要(詳細は73頁以降)

( 1 )行政運営の概要
窓口応対の向上等に取り組み、市民の皆さまから

高刊誌足をいただいたほか、不断の行政改革に取り

組み、外郭団体の役員数を削減するなど、共感と信

頼のある市政を推進したことにより、市政全体への

満足度について、策定時の値 (21年度)と比較して
「満足Jが増加、「不満」カ嚇少しました。

21年

22年

23年

24年

〈市政全体への満足度〉

。5

震器量車
資料:横浜市民意識調査

。様々拙孟;二忌斗一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一-l
公民連携により紅会的課題解決に取り組む「蛸リフロントJにおいて、民間企業等からの課聞紙に向l

けた提案を受け付け、実現につなげています。

また、出擬賎動軟に取り組む団体への支援として、市民活動支援センターでの相談や「よこはま夢フ

アンドJを活用した支援などに取り組みました。

，。共創フロントへの提案件数と実現件数

屋重量 136件(うち期州)[H20噌1]→画 114件(うち期斜件)脚~悶】
(25年度目標値:実現1∞件 目22-刊25】)

<>市民の皆さまとともに歩也、区役所

区役所の機能を強化以t肱結動の支援を行いました。

また~窓口応対の向上等に取り組んだことで、 9寄lを超える市

民の皆さまに F満足jrやや満足」という評価をいただきました。
r 。窓口サービス満足度

医画49.9%→圏鉱物 四年度目標値:85則

<>行政政草と適正な事務処理の推進

民営化・委託化の推進や、外部の意見を取り入れえ事業等の

見直し、適正な事務処還の確保など、行政改革の推進に向けて

積極的に取り組みました。

|。プール及調外甜蹴等の見直Uこ係る醐の雌 | 

<>満足度の高い情報化の推進

〈窓口サービス満足度(全体的な印象Jの推移〉

t弓也 臼満足回やや満足

100.0 91.1一一一94;4一一
90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

日0

21年度 22年度 23年度

資料:窓口サ}ピス満足度調査

「横浜市情報化の基本方針jの行動計画に基づき、電子申請・届出システムを県下自治体の共同システ

ムで運用開始するとともに利便性向上や手続の効率化を図り、利用率が改善されまし丸

(@電子手続利用率

匿菌処伽→圃ぉ.9% (目標値:前年蹴暗)

<>外郭団体改革の推進

外郭団体については I漣営改革に関する方針Jを決定し、 7団体

について統廃合や民間主体の経営への樹博、抜材告な見直しに取

り組んでいま吹己また、外郭団体の佼員数の削減や市退職者の再就

職について、在職期間キ年収限度額の適正化を進めました。

r。外郭団体の役員数

画壇 599名→画制名四年度目標値・制名)

8 

〈外郭団体役員数の推移〉
E年宜目樹直:4由人

{人) 599 
6田

500 

4田

300 

200 

100 

。
21，年度 22年度 目年度

資料:総務局



E中間振り返り総活

io公艶業の自胡な儲改革の雌
公営企業において}立、各事業の中期経営計画、中期経営プランに基づき、災害に強いライアラインの構i
築キ鋪毘サービスの向上、自立的経営の確立など、事業の特徴に合わせた経営改革に取り組んでいます。

10新たな中期臨調、中期観プランの策定と計鴎l謹づいT盤改善の雌 l 
o職員の濯欲と能力を高める新たな人材育成m取組
ノに材育成の基本的な方針である「横浜市人材育成ピジョ

ン」を全面的に改訂し、人事異動・人事考課・研修を連携

させたん材育成体系を構築しまし丸ビジョンに基づき職

員のキャリア形成を支援するための研修や、専門分野を担

うん材の計画的な育成などに取り組みました。

。人材育成に関する職員の満足度

649也 α5年度目標値:70%) 

〈人材育成ビジョンの取組〉

主重量監ニA重量量二量豊~.量

o職員が働きやすい職場環境と効果的な組織体制の整備
ワーク・ライフ・バランスの観長から全庁一斉定時退庁の強化に取り組むとともに、先住ポテンシャル

発揮プログラムに基づき、性別にカ3かわらず、全ての職員が能力を発揮できる聯Eを推進しています。

また、局再編成を含めた効率的・効果的が執行体制の構築に取り組みました。

。係長級以上の責任臓に占める女性の割合

歯菌 16.3%→圏 18.6% (25年度目標値:捌

'開閉F 田------戸田-------ーー戸ーーーーーー四国ーー同開園・岨--ーーーーーーーーーー回開・--田・圃ーーーーーーーーーーー戸ーーーーーーーーーーー・ーーーーーーーーー町四・ーーーー開閉・ーーJ

E極書量砲縮極圏
-新たな大都市制度を見据えながら、市民満足の向上を目指し、市民と接する第一線である区役所の地域

支援機能の強化等について検討を進めてし、きます。

.外郭団体改革については、市の関与のあり方や民間主体の運営への樹子に向けた検討を行うとともに、

各団体における財産運用の適正化に向けた支援を行っていきます。

・今後取り組むべき施策を着実に遂行するため、現場軍見の考え方のあと、必要な施策に経営資源を墨点

的に投入するとともに、職員の意欲・能力の向上に取り組むなど、施策の成果を高めるような改革針縫

します。また、厳しい財歌尉兄において市民の儲実にこたえるためにも、徹底した市役所内部経費の削減

や事業見直しなど、不断の行政改革を更に推進します。

【行政運営の中間開面一間

1i市民力発揮をささえる
:市役所
...--回--

A

一A
局直で確実な市政の推進 l

I (の 1:外郭団体改革の推進

(4) :公営企業の自立的な経営改革の推進(※)

3i職員の能力発揮による |(1):職員の意欲と勧を高める枇払楠成の醐
:市相民サ←一ピ以スの向枇上 |同川αω叫)l糊均柵嚇き付

※公営企業で1怯土事害楽量ごとに中期経営計画.プランを策定しい、取り組んでいるため、評価の対象外としています。

9 



E中間振り返り総括

(2)財政運営の概要
計画期間中の財故状況に関しては、市税収入前翫斤のピークである20年度と比較して200億円以

よ遁金するなど、非常に厳しい制兄にありましたが、市債の適正管理キ行政コストの欄裁など、盟盛

笠鍾金生白錐鐘と盤整基盤金塾生を図りつつ、持続可能な財政運営の推進と市民生活の安全・安心の
確保に取り組みました。

匪霞翠量
<>市全体の借入金の縮減

横浜方式のプライマリーバランスの黒字を維持してきた結果、一般会計の市債残高と市(一般会計)が

対応する糊q会計・企業会計、外郭団体借入金残高の合計額は着実に混少しています。債務渥行能力を示
vブルAマベ.，.，

主輩出土ではAAー (債務多居行する能刻胡捕に高い)と、市場からも高い割面を得ています。

圃本市全体の借入金残高

計

2，547億円 2，206億円

3 兆4∞o~意円

....341 flf'l I 以下

....787~憲円3兆5，540億円 I 3兆4，753億円

<>行政コストの縮減

徹底した事業の見直しキ効率的・効果的な事業手法の選択などにより、行政コストの前織に取り組み

ました。また、市民負扱ι)'l_記事性確保の観保から、使用料等の滴E化を進めています三
園事業見直し等の推移 計 (単位:億円)

<>未収債権の回収整廼の推進

未収債権の回収体制の強化、納付しやすい仕組みづくりによる滞納発生の未然防止、 E盟蔓塞賓室室
用Lt.=早期未納対策などにより、滞納額の一層の縮減と収納率の更なる向上を図りました。
く未収債権額(滞納鶴の推移(単位億円)>

市

帥

抑

制

抑

加

。

<>保有資患の戦略的繍効活用と処分

「横浜市資産活用基本方針'J(22年3月)に基づき、本市が保有する土地周建物の公共性・有国性等を

盆金盟主担遅した上で、最も効騨快活用手法を検討・実施するための取組を進めました。

圃大規模土地の売却実績位-23年度)

麟踏襲麟 7件轍麟繍 約3血盤機緩盤機 約60億円|

・土地開発公社の保書封也の縮減と公社解散に向けた検討

・公社保有土地の買取を計画的に推進 (14年度:3， 188億円→お年度:1，635億円。。

.25年度に 1，3∞億円程度の第三セクター等改革推進債@セク僚7を発行して公社の保有

10 
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-E持軍Z藷E司盟扇町司・

-借入金の着実な縮減

特別会計・企業会計‘外事国体の借入金のうち市税等で償還するものについて、宣璽幽1::鐘還を図っ

てきたことで盈直孟遜金していますが、これからも適切に対応しなければなりません。

また、 15年に公表した「中期財波ビジョン」等で、市税害事により負担することとした事業についても、

これまでの対応を踏まえながら、今後の課題を整理する必凄があります。

ロ社会経謝育勢の変化等により一般会計での負担が必要となった事業(※中期財政ビジョン等""('([;;謝

南本牧埋立事業

市街地再開発事業

・上大岡西口地区再開隣

.戸塚駅西口再開発

-新規廃棄物処分場整備に伴う負担〈護岸費相当額

13年度末約900億円)と収支不足(の対応 C事業終了

時まで約6ω億円)を決色

・厳しい財攻問兄から一般会計負担の平準化←般会計

財後負担期間:16~42年由。

-上大岡西口地区再開発事業の収支不足への対応領事長

清算終了時までで約4∞億円)について方針決怠

-戸塚駅西口

開路事業について、収支不足額応対し一般会計負担を

前提に推進を決怠

-埋立会計保宥土地の

計画的f訪問]の推進

.一般会計による計画

的な負担の期?

-戸塚駅西口再開発事

業の収支不足額の精

査

・一般会計による計画

-民間金融機関からの

(財)横浜市道路建設l・道路建設事業団の債務 (14年度末 1，410億円)の計i借入金の金利抑制
事業団 | 画的処理を決定(計画的処還期間:15~44年度) I・一般会計による計画

.公共施設の維持保全・整備への対応

口既存施設の維持保全等

的な負担の期子

人口急増期に整備してきた施設の老朽化カ世行しており、事業費の平準化冷コスト縮滅施設の長寿

命化等の視点を考慮しつつ、市民生活の安全・安心を確保するための施設の維持保全等に今まで以上に

優先的に取り組むなど、追加の財放需要に対応していく必凄があります。

口市民サ}ピス向上と犠浜経済の活性化に向けた都市基盤整備

都市の成長力を高めるため、新たな社会資本整備も進めていかなければ冶りません。費用対効県の明

確{的施策の優先度の見纏め、新たな事業手法等により市負担を抑制する仕組みの梅桃必要です。

.これからの財政の擬す

市全体の借入金の病臓をはじめとしたこれまでの財政運営の実績を踏まえながら、市内経済のさらな

る間性化ヰ樹的闘の充実k公共施設の維持保全・整備への剣応など、今後の政策課題に向き合ってい

くため、後述する長期的な財政見通しの更新・改訂や将来的な財政負担のあり方など、金釜金星整担隼

} 笠塗置に取り組むことが必要です。

行政コストの縮減とわかりやす川財陵情報の提供

未収債権の回収整理や使用料等の適四回こよる財源確保の取組

保有資産の戦略的な有努活用

11 
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E中間振り返り総括

o中長期的な財政の見通し
財政状況に関する認識を市民の皆さまと共有するため、中期4均年計画の振り返りという機を捉えて、 25

年度から27年度までの中瀬的な財政見通しを試算しました。さらに、将来的な人口役少や少子高齢化m進
展といった先行きが予想される中、横浜の活カと市民生活の安全・安心を今後どのようにして確保していく

泊、検討することも必要なことから、そのためのたたき台として、長期的な財政見通しを初めて試算しまし

た。いすすもの試算も、現行の自治制度宍場捌政制度を基に試算しています。

置中期的な財政見通し (25-27年度)

24年度予算をA戸スに、一定の銅牛の下で27年度までの財政見通しの誤算を1'1いました。

市税 24年度収入貝必額をもとに、過去の実績や今後の経済動向などを踏まえて試算。
地方交付税 普通交付税については、市税収入の動向に合わせて試算。

-一価怜市債:25年度発行額防踊百年度A部減とし、その後は同額て争増。
市債 -震災対策に必要な市債:震災対策に必要な事業費に充当すうるものとして試算。

-第三セクター等改革推進債:土地開発公社を風土するための必要領を追加して試算。

特定財源 生活保護費などの増加に連動した国費の楢などを反民

人件費 24年度予算をベースに、定年溜哉予定者数等を積み上げて試算。
公債費 過年度弼T期茸及ひ事場に用いた発行額に基づき、元金償還及明日払い額等を試算。
扶助費/義務的繰出金 原剥として新規事業等は見込まず、24年度予算をベースに過去の実績等を踏まえ試算。
施設等整備費 24年度の事業費に、 24年度予算で整理した震災対策に必要な事業費を追加して試算。
行政運営費/低軒端出金 24年度予算同額で試算。

(単位:憶用〉

項目 24年度予算 25与寝推計 26旬詣笛十 27耳事説富十 2frJ27 
年度累計

高 入 14，1∞ 15，.判。 14，330 14，380 44，150 
→甜源 fj，130 8，070 8，130 8，110 :104，310 
うち市税 6，960 7，030 ス100 Z，O_pQ 21，190 
市{責 !，3~0 2，620 1，390 1，400 !5，~10 
→姐掠市債 1，210 1，150 1，150 1，150 3，450 
麗紋慌に必要な市l責 120 170 240 250 660 
第三セクター等改革推進債 ※1，300 1，300 

11 
特定財源 4，640 4，750 4，810 4，870 14，430 
出 14，1∞ 15，770 14，6印 14，870 45，3∞ 
人件費 :1，090 2，090 2，080 乙110 6，280 
公債費 1，820 1，840 1，920 1.910 5，670 
槻忠費 3.830 4，010 4，100 4，190 12，300 
事務澗硝拙金 1，510 1，600 1，570 1，650 4，820 
施設等整備費 1.860 1，940 2，000 2，020 5，960 
!うち震録制策除く 1，720 1，720 1，720 1，720 5，160 
行政運蛍費・任意的tf.繰出金 2，990 2，990 2，990 2.990 8.970 
土地開発公社廃止に必要な経費 ※1，300 1，300 
差ヨ1:歳入歳出 A QJ 企330I ...330 I ...490 I企1，150

※土地開発公初発止に必要な経費は1，300億円台で検討中

12 



E申閤振り返り総括

置長期的な財放見通し[粗いE鵡司 (28-44年度)
中期的な財政見通しで試算した27年度の試算値を闘に、本市の将来人口糧十を適用して44年度ま

での長期的な財政見通しを試算しました。年齢3区分(年少人口・生産年齢人口・老年人口)の構成変

化に伴う個人市民税への影響や歳出の傾向などを中心に試算したもので、政策的な意図を加味しない骨

格的な財敢見通しです。

市税
24年度の課税実績を基に、将来人口推計を踏まえて、人口構成の変化に伴う

個人市民税への影響についてのみ試算

地方交付税 普通交付税については、市税収入の動向に合わせて試算。

その他一般財源 27年度までの中耕包な見通しを踏まえ、 27年度同額として試算L

市債 27年度までの中期的な見通しを踏まえ、幻年度同額として試算。

特定財源 歳出の増減に連動して試見

人件費 24年度予算をベースに、定年逝哉予定者数等を積み上げて試算。

過年度発行実績及時噂に用いた発行額に基づき、元金償還友明Ij払い額等

公債費 を試算。市債の場瀕発行に伴う利子分は金刑上昇。駒.1蹴/年と見込み、過

去20年間の平均金利に達した後口横置きで試算。

扶助費/義務的繰出金
27年度までの中期的な見通しを踏まえ、将来人口推計を踏まえて所要見込額

を春場事一

施設等整備費 27年度までの中期的な見通しを踏まえ、 27年度同額として誤算。

行政運営費/伍割搬出金 27年度までの中期的な見通しを踏まえ、 27年度同額として試算。

o将来人口推計(中位指わ 政策局政策課【基準人口=17年国勢調査結果】
17 (2005)年を基準時点とし、 42(2030)年までの各年の推計を行っています (43年以降は参考4曲。
本市の人口のピークは32(2020)年で、およそ374万7千人まで増加すると推計されていますが、既に

ピークを過ぎている生産年齢人口 (15~64歳)と年少人口 (0~14劇は今後も減り続ける一方、老年人

口 (65歳以上〉は対冨に増加し、高齢化率は人口ピーク時 (32年)で25.6%、67(2055)年(参考働

では、 39.7%以上にまで遣することが見込まれます。

く総人口と年齢構成別の推移〉

200 

150 

100 

。
H~ _ ~ _ H~ _ _ H~ ~6 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 

1 同年少人聞か14車) 掴生産年齢ム白(15-64揖} 田老年人ロ(65畠.>1
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E中間振り返り総活

く試算結果のポイント〉

-闘では、個人市蹴について、鵬、人口構枇のシェアが大きい30~40代が、繭得世代であ
る 40~50 代に移行していくことで増加するものの、将来的には定年年齢である ω 歳以上に移行す

ることにより、 36年度頃をピークに減少傾向となることから、全体でもほぼ横遣いになります。

-闘では、高欄数の増加により、介護・聞などに係る儲の増加が腿まれる一方、子どもの

数の減少に伴い、児童手当などカ鵠.11頓向となることが見込まれ、全体ではほ同横這いになりま七

今回の詐慎では、施設等整備費明子政渥営費は、基本的に同額としています。今後の歳出を押し

上げる要因と考えられる公共施設の書酔保全などは、現状キ課題の整理をさらに進め、財政見通し

への影響を検討していく必要があります。また、国の制度改正による影響については、国の議論が

進むなど、具体的内容が明らかになった段階で試算への反映方法を検討します。

-市税収入の試算(個人市民税のみ人口描十を基に開入その他の税目は27年度以降同額)

7，300 
億円
7，200 

... 4・‘ 」‘ .... 
4・h

7，100 』‘
' "T 

7，∞D 

6，900 

6，800 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 

-歳入歳出総額の見通し

15，0∞ 

~I 歳出 i億円

• • • • • • • 14，5∞ 
ー • • • E 副 E 聞置 • 
' ‘ ‘ ‘ ‘ ‘ • ' • ' ' ' ー"'Fiλi 
H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39. H40 H41 H42 H43 H44 

【参考】投資による税収効果
，-ーーー曲目ーーーーーーーーーーーーーーーーーー--ーー園田ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--・ーーー司、

本市では、これまで市内経済の活
、
1 

個々の投資による効果を市税収入全体の見通しに反映することは難しいですが、こうした投資による

税収効果を見届めつつ、今後の横浜の成長に向けたさらなる投資と財政規律とのバランスを意識して、

施策を展開していくことが求められます。

く千百信欄説寄嘆の執〉 事業完了後30年間における市税増収額の年平均を試算[都市整備局

-樹七ニュータウン (8、17年度完了) 年平均214億円(市負担額1，135億円)

-上大岡駅西口/駅前再開発 (8年度完了) 年平均5億円(市負担額203億円)

-戸塚駅西口再開発 (24年度完了予期 年平均2億円(市負担額164億円)

く金嘆謬撒の執1> 21年度末までに事業離合した認定企業倒的を対象に試算隆踏局〕

総支援額閑151億円J+年間平均制反額(※)闘21.5億円]=7.0年
※認定後10年間の租反実績と見込額を合計し、1/10を乗じた額

， 、
ーーーーーーーーーーーーーーーー・・・・帽圃・ーーーーーーーーーーーーー------骨晶画ーー---ーー骨量ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・田骨量-'

思
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川横浜版成長戦略の状況

<横浜版成長戦略一覧>

環境最先端都市戦略

2 観光 M 創造都市戦略

3 「未来の人材」子ども戦略 22 

4 100万人の健康づくり戦略 24 

5 女性による市民力アップ戦略 26 

6 海と空のハブ戦略 28 

7 中小企業の技術・経営革新戦略 30 

8 海外ビジネス展開戦略 32 

<各頁の見方>
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原則として 22-23年度の2か年の取組と成果を 1
1記載しています。(調査時期や集計作業などによ
aって、 24年度に入ってから公表された結果が含ま
れている場合があります。)

これまでの取組を踏まえた課題と、今後
lの対応 (24年度以降も含む)を記載して i

います。

置碕調理罵Jit~~抗

戦略に関連する事業のうち、主なものを記載してい
ます。

i ※「主な事業内容」の数値は、原則22-23年度の2
か年分の合計です。単年度分やこれまでの累積に
ついて記載する場合は、括弧書きにしています。
※「所管局」について、区が事実上事業を実施して
いるものは、【区Iと記載しています。
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E横浜版成長戦略の状況

-一一""I~_'" -くりに向け、社会全体が課題解決に動き出しており、
竪!本市Eτ宅福、 CO-D030を礎として、国が新たに掲げる「温室効果ガス排出量を 2020
史!年までに 25%、2050年までに 80%削減達成(1990年比)Jに向け取組を始めています。
Zi 本市には、製造業やサービス業、研究開発機関などが集積しており、この機会をとらえて、
T i経済活性化への貢献が期待されています。低炭素社会に向け、需要の創出を通じてビジネス
ぷ!チャンスを提供し、市内企業の技術革新(イノベ}ション)を促すことで、市内経済の活性

市民力による「都市のリノベーション』を実践する取組内容が評価され、
主i体の提案の中から国家戦略プロジェクトの一つである『環境未来都市』に指定 (23年12月)
な:0家庭用エネルギーマネジメントシステム (HEMS)の導入を図る助成制度を開始し、市
成i内企業の参画を促進(本市助成628件のうち市内企業受注件数は約
:0太陽光発電や電気
果:0市内中小企業の環境分野での研究開発に対して重点的に支援したところ、 22年度と比べて

-E・IF，~車両{IÞJl時沼田1iJ.司明・

環境分野等における家庭や企業の取組を推進する本市施策を踏まえ「誰もが暮らしたいまち1
『誰もが活力あるまちJ'c堅実現する『環境未来都市計画lを策定しました (24年5月)。

【家庭における低炭素社会に向けた取組を支援】。民間企業と連携して進める横浜スマートシティ
プロジェクト(ys c p)の取組により、スマートハ
ウス整備数の目標 1，000件に対して995件のHEM
笠重みを達成しました(うち本市助成によるHEM

<YSCPのイメージ〉

S導入件数は628件)。 明欄欄線開F 欄鵬糧援締

また、市内中小企業が参画する「横浜スマートコミュニテイ」が行うスマー
実証実験に向けた支援に着手しました。

く〉 再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、住宅用の太陽光発電システム・太陽熱利用シス
テムに対して‘設置費の補助を行いました(太陽光 5，339台、太陽熱99件)。

く> E Vやプラグインハイブリッド車 (pHV)の導入を促進するため、車両の購入費や充電設
備の設置費の補助を行いました。補助対象の要件を見直したことにより、導入数が大幅に増加
しました (EV等469台、充電スタンド等 102基)。

【企業の技術革新を推進】
く〉 研究開発に取り組む市内中小企業に対して、環境分野を重点枠とした有利な条件での助成を
実施し、 23年度の助成件数は前年度より大幅に増えました。

く〉 生産設備の省エネルギー化を推進するため、 c0，削減に資する設備投資にかかる経費に対
する助成率を上乗せするなど、環境分野の投資に対する支援策を充実し、 23年度の助成件数は
14件と前年度の2件から大幅に増えました。

く〉 脱温暖化モデル住宅推進事業について、市内設計事務所・施工業者等を構成員とするグルー
プから提案を募り、市有地を活用して、省エネ住宅11棟の整備に着手しました。

<> 横浜グリーンバレー (YGV)では、交通分野での混室効果ガス
削減と地域経済の活性化を目的としたEVシェアリング事業を実
施しました。市内中小企業が生産する急速充電器や日本初の免許

置による認証システムを導入しました。

く電気自動車と充電器〉

P41 
く> YGVの一環として市民・企業等が参加して実施したブルーカーボン実証実験(海域におけ
る温室効果ガスの吸収等を目指すもの)では、実験装置の一部である酸素供給装置などに宣自

」 中小企業の技術を導入しました。

18 



E横浜版成長戦略の状況

-E主銅~-'.:I誼河!J扇町温・

震災により、中期4か年計画策定時と比ベエネルギー環境を取り巻く状況が大きく変化して
いますが、この局面に柔軟に対応していきます。

また、環境問題だけに隈らず‘超高齢社会への対応、経済の活性化などを含む『環境未来都

市計画Iの取組を推進します。推進にあたっては、分野間・取組問の連携を促進する「環境未

来都市推進プロジェクト(仮称)Jを掲げ、未来に向けた技術やサーピス、まちづくりなどの

成功事例を生み出すことで、環境価値・社会的価値・経済的価値の創造を目指します。

このような全庁的な取組において市肉中小企業へ広〈ビジネスチャンスを提供し‘市内経済

宣重量生につなげていくことが必要です。

. 震災を契機に家庭における節電・省エネが急務となっており、 24年度から‘本市補助対象
地域を市内全域に拡大し、 HEMSの普及を図りますn

YSCPでは、 HEMSの普及拡大に加え、地域全体でエネルギーの効率的な利用を可能と

する地域エネルギーマネジメントシステム (CEMS)を早期に導入し、 25年度から市民の

皆さまのご協力を得ながら実証実験を本格的に開始します。
また、エネルギーの効率的な利用や再生可能エネルギーの普及を推進するため、 HEMSと
の連携も考慮して住宅用太陽光発電システムや家庭用燃料電池、蓄電機能の活用も期待される
電気自動車等の導入を促進します。

・環境・エネルギー分野における中小企業のイノベ}ションの取組を早期に促進するため、輩
技術・新製品開発に対する助成を引き続き行います。併せて、当分野へ参入する際に必要とな

る技術導入への助成の創設や f横浜環境ビジネスネットワーク」によるセミナー・研究会等を
通じw 中小企業の新規参入を促進します。
また、中小製造業が行う省エネや創エネ、節電対策といったエネルギ一利用の効率化に結び
っく工場への設備投資について、より多くの企業が取り組めるよう支援制度の一層の充実を進

めます。
YSCPやYGVなどの低炭素社会の実現を目指す取組では、中小企業の一層の参加促進が
図られるよう斤肉外の連接を強化します。 YSCPの一環として中小企業が実証実験を行う
『横浜スマートコミュニティIへの支援の充実を図ります。

EV補助等469台
119百万円|充電設備補助等102基 環境創造局

589百万円|太陽光設置補助 5，339件
太陽熱設置補助 99件

環境創造局

126百万円|研究開発・販路開拓支援件数(環境分野) 17件 経済局

25百万円 経営革新促進助成件数 16件 経済局

62百万円
モデル住宅の販売・建設着手11棟

建築局，芝~ 長-I-/~~戸ー_"'_，晶J..._ .. .kf，:~島 由~，、回目、
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E横浜版成長戦略の状況

臨. 社会の潮流等を受けて、観光・ MICE・創造都市を新たな成長分野として位置付け、本
一・面j市の強みをいかして重点的に取り組んでいきます。
の i 国際コンベンシヨンの開催実績をいかし、 MICEの拠点都市として国際的な地位を確立

ヤiするほか、経済成長が見込まれるアジアからの言秀容を促進し、経済活性化につなげます。
tiまた、都市としての魅力の向上を図り、アジアにおける文化芸術活動に関わる人、モノ、情
' 報の拠点都市を目指します。

:0震災直後、観光客数が大幅に減少しましたが、市内事業者等と連携した観光需要の喚起や、
主~ rヨコハマトリエンナーレ20111をはじめとした様々な取組を通じ、賑わいを創出。結果、

なi観光客数や宿泊客数Iま‘回復の傾向

成:0 r2010年日本APEC (アジア太平洋経済協力)首脳会議j 開催後も、『第5回アフリカ
果! 開発会議l誘致に成功。国際的に発信カの高いコンペンション等についても誘致・開催支

援を実施

-・・・~~遁l""')i開;r.:ilil珂明・
く〉 文化芸術・観光・ MICE分野を一体的に推進するため、 23年5月に文化観光局を新たに|

設置し、各分野の相乗効果の発揮に努めました。 ! 

o 震災直後の観光客数は激減しましたが、盈丘金
社によるツアー造成の支援等、民間事業者と連

重し、安全に安心して楽しめる横浜のブロモ一

之豆之に積極的に取り組み、旅行需要の喚起に努

めた結果、観光客数は回復傾向が見られ、観光消

費単価が高い宿泊客数は、 23年下半期以降、前

年並みに持ち直しました。

筑~.o凹

く23年宿泊客延数の推移〉

ー噌-H:::8

-・‘~!l

…[二二
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月

資料:文化観光局

く> r2010年日本APEC首脳会議」の開催後も、幹細胞研究関連の学会として世界最大でア

ジア初開催の「国際幹細胞学会 (ISSCR)第 10四年次大会」や、カメラと写真映像の情報発

信イベント rCp+Jなど、国際的に発信力の高いコンペンション等を誘致・開催すること
ができました。さらに、日本政府が国連、世界銀行等と共催する『第5固アフリ力開発会謹l

の誘致に成功するなど、 MICE拠点都市としての存在感を高めました。

o 現代アートの国際展『ヨコハマトリエンナーレ
2011Jが33万人の入場者を集めるなど、腿主位支

創出するとともに、文化芸術による横浜らしい街

づくりを園内外に発信しました。また、横浜芸術

アクション事業については、「ダンス」と「音楽」

のフェスティパルの開催を目指し、準備を進めま

した。

くヨコハマトリエンナーレ2011(横浜美術館)>

，--ーーーー圃・戸田ーーーーーーーーー--ーーー-----回目F 回開--聞ーーーーー-ー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー』ーー-----司問問ーーーー_.
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E横浜版成長戦略の状況

-E聖書揖電話n定9扇mt・
震災以降、海外からの来訪者数の回復は、まだ途上にあり、誘客の強化が必要となっています。

また、シンガポーノレ・韓国などでMICE施設の機能強化が進んでおり、 MICE分野の都市開

競争が激化しています。こうした状況下で、観光・ MICE分野での成長を促進するとともに、

横浜の強みをいかし、次世代につなげる幅の広い文化芸術・創造都市の展開と発信についての基

本的な考え方をまとめ、賑わいと活力の溢れる選ばれる都市の実現を進めます。

• MICEの拠点都市として国際的な地位の確立に向け、24年3月の外部有識者からの提言を
踏まえ、中長期的なMICE戦略の立案やMIC巨機能拡充の際の事業手法の検討を行うとと

もに、 MICE主催者への開催支慢を拡充するなど、アジアの都市間競争に勝つために、ソフ

ト面・ハ}ド面の一層の機能強化に取り組みます。

- 震災により落ち込んだ海外誘客数を当初の目標まで到達させるためには、より一層、 7:;7
地域への集中的なプロモーションが必要です。また、園内についても、映画『コクリコ坂から』

とのタイアップのような成果を踏まえ、民間事業者との連携による大型の観光プロモーション

事業のさらなる拡充や、『武家の古都・鎌倉!の世界遺産登録を見据えた横浜泊・鎌倉観光の

生二上重盛など、宿泊客の増加に向けたプロモーションを集中的に行います。

• 23年度の『ヨコハマトリヱンナーレ2011Jに続き、新たな横浜のシンボロック事業として、
横浜芸術アクション事業を実施していきます。横浜の資源をいかした文化・芸術害発信するこ

とで、人を呼び込み、にぎわいの創出・経済活性化につなげるとともに、子どもをはじめとし

た次世代育成や、市民の文化芸術活動の支援に取り組みます。

- 都市デザインや歴史的建造物の保全活用等、横浜ならではの魅力をいかしたまちづくりを進

めるとともに、都心臨海部のアーテイストやクリエータ一等の集積を、今後の産業銀輿やまち

づくりにつなげていきます。

- イベント情報の統一的なプロモーションやターゲットなど、事業効果を高めるための基礎的

情報のlJl[集・分析を踏まえ、観光・ MICE・文化芸術・創造都市の取組を総合的に発信する

シティプロモーションを戦略的・効果的に展開し、選ばれるまちとして、横浜ブランドの確立

につなげていきます。

MI CE誘致・開催支援 I197百万円

海外集客プロモーション I155百万円

まちにひろがるトリエン I n.n  ~~~ Iヨコハマトリエンナーレ2011の開催
I 340百万円|

魅力づくり推進事業

賑わいの創出による都心
部復権と郊外展開

l .. r;t"V r::J/.J1JI総入場者数:33万人

シティプロモーションに関する調査

タジオ等の活用、創造界隈拠点の運
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E横浜版成長戦略の状況

子どもは家族にとっても、社会にとっても希望であり、未来の力です。

戦' 横浜が将来にわたり発展し続けるためには、その発展を支える「子ども」が個として自立
略 iし、創造性をもった大人になり、意欲を持って働くことができる社会環境を整えることが大. 
の:切です。
..L-.: 子どもの成長段階や家庭環境等に応じた適切な支援策の充実や、大人が子どもの成長に積
てj極的にかかわる仕組みをつくり、子ども・若者が未来に夢をもち、積極的に社会に参加し、
口 ‘
しli社会を形作ることのできる環境を整えます。
そして、より多くの人が、「産み・育てJ、「学び・育ちJ、「働き ・暮らすJことを希望す
る都市・横浜となることを目指します。

0すべての家庭が安心して子育てできるよう、様々な支援を実施。特に保育所待機児童の解
消に力を入れ、 24年4月の待機児童は2年前より 88.5%減の 179人

主 iO産科病床設置促進(病床等設置の助成)、相談体制の充実 (r産科あんしん電話j の開設、
『小児救急電話相談J)の時間延長)など、安心して産み育てられる体制を整備

な:0横浜型小中一貫教育の推進など授業の質的な向上や、新たに配置した児童支援専任教諭に
成 i よるきめ細かな指導、地域の教育力をいかした学校運営などにより、教育環境が充実

果:0困難を抱える青少年のための寄り添い型支援事業等を開始し、学習・生活・進路等の支援
(1，452人/23年度)を行うなど、青少年の相談・自立支援を拡充
0横浜は「子どもや青少年の暮らしやすいまち1だと思う市民の割合は37.2見(22年度)か
ら44.8話(23年度)へと 7.6ポイント増加(横浜市民意識調査)

-匝I~竃置碩;団主aâ主賓置。横浜で「産み・育てi
入

安心して子育てと仕事を両立できるよう、様々な 45，000 

働き方に対応した多様な保育施設・保育サービスの 40，000 

拡充を図りました。保育所整備や一時保育の充実、 35，000 

保育コンシェルジュの全区配置など、ハードとソフ 30，000 

トの取組により、 24年4月の待機児童は2年前より 25，000 

88.5%減の 179人となりました。 20，000 

く待機児童数等の推移>

2，00合

1，500 

1，000 

500 

。
保育士確保に向け、私立保育園園長会、保育士養 1 1ニニ H2二21土乙旧3JM-|
成施設、ハローワ}ク等と連携し、保育士就労支援 I …一円 資料:こども靴咋局
講座や就職説明会等 (8回)を開催しました。
地域子育て支援拠点の全区展開、親と子のつどいの広場

の増設(8か所)など、身近な地域の居場所等を提供しました。

児童相談所・区役所・学校や医師会、地域の関係者のネットワ

ークを強化し、児童虐待の予防・早期発見・再発防止に取り組

みました。(研修会359目、農持防止ハンドブック配布23，000部、個別ケース検討440件)

く泉区地域子育て支媛拠点「すきっぷJ> 

産科病床の設置促進(病床等設置の助成)、「産科あんしん E 山;""...._，•• :~:~ 
電話(出産施設に関する情報提供)Jの開設、小児救急電話相談の時間延長のほか、産科拠

点病院の整備への準備、周産期救急病院の2人当直体制への助成等、出産や子どもの医療環 t

境を充実しました。

o 横浜で「学び・育ち」
横浜型小中一貫教育(小中一貫の英語教育を含む)の推進など、小中学校の学習・生活指

導の円滑な接続を図り、一人ひとりに応じたきめ細かな教育を行いました。

『児童支援専任教諭」を小学校 (140校)へ配置し、いじめや暴力行為などの問題行動の
防止・早期解決に取り組みました。

学校運営協議会の設置(80校)や、地域と学校をつなぐ学校・地域コーディネーターを配
置(107校)しました。また「青少年地域活動拠点」を運営 (8か所)し、地域の人々が子ど
もに関わる基盤づくりを進めました。
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E横浜版成長戦略の状況

特別支援学校では障害のある幼児児童生徒への指導・支援の充実に取り組むとともに、専

門性をいかしで、子どもや保護者に対する教育相談や小中学校への支援などを行いました。

横浜サイエンスフロンティア高校を中心とした理数教育の充実や、横浜商業高校等を中心

とした国際教育の推進など、世界で活躍する人材の育成に取り組んでいます。

困難を抱える青少年のための寄り添い型支援事業等を開始し、学習・生活・進路・就労・

メンタル面の支援(小中学校4区、高校2校、 1，452人123年度)を行うなど、青少年の相
談・自立支援を拡充しました。

<>横浜で「働き・暮らす」

小中学校を通じ、働く意義や尊さを理解し、人生を切り拓くカを育むキャリア教育を推進

しました。

困難を抱える若者への自立支援として、若者サポートステーション等における相談支援・
情報提供等を強化しました(延べ56，849人123年度、前年度比21.4%増)。

-E主持，~司ý:J:ìi 1言語・

7-EFEZHる属高詰1説議画面識正日モ77【二!-=c訪日五百両誌扇町
取り組みますa・25年4月以降も待機児童解消を継続する必要があります。保育所整備や一時預かり、地域に
おける子育て支援など、多様なニーズに合わせた総合的な子育て支援策を充実します。また、
保育サービスの量的拡大に伴い一層必要となる保育土確保・定着に取り組みます。

. 保育施策の充実に伴い、学齢期の留守家庭児童対策のニ}ズが高まることが予想されます。

放課後に児童生徒が安心して過ごせる居場所づくりの充実を図ります。・子育てに係る経済的な負担を軽減して子どもの健やかな育成を支援していくため、小児医療
費助成について通院費用の助成対象を小学1年生まで拡大します。

@ 家庭での教育に自信のない保護者が半数を超えています(23年度横浜市教育意識調査九プ
ロジェクトチームを立ち上げ、家庭における子育て・教育を支援するための検討を進めます。

@ 深刻な児童虐待事例が発生している現状を踏まえ、事例の検証を行い、今後の子育て支援の

取組に反映します。また、いじめや暴力行為などの諸課題に対応するため、児童支援専任教諭
の全小学校への配置 (26年度)等を進めます。
φ 市立初の中高一貫教育校の設置 (24年4月)や、スポーツマネジメントや音楽など豊田ヨ=
丞笠皇室量など、魅力ある高校づくりを推進します。
φ 困難を抱える子ども・若者が増えています。『横浜市子ども・若者支援協議会』からの意見
室塞(24年1月)を踏まえ、子ども・若者の実態調査を行い、大人とのかかわりあいの中で、課
題の早期発見や適切な支援につながる仕組みづくりなど、総合的な施策を検討します。

地域子育て支援拠点事業 1，462百万円 I3か所録計18古新、全区設置完了) |こども青少年局

I区I

保育所等の定員枠の拡充 18， 303百万円 49，892人 (24年4月定員)
こども青φ年局

青少年の活動拠点づくり 62百万円 活患拠点 1ìÌ~所設置 G綜十8桝田 とども青少年局

横浜型小中一貫教育などの
117百万円

小中合同授業研演塗
教育委員会事務局

推進 幻年度 134ブロックで実施

中・高校生世代を中心とし
68百万円

生活・学習・就労等の支援者数 ， 

た進路選択支援 2，290人(22年度/838人・23年度/1，452人) 1;:ども青少年局
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E横浜版成長戦略の状況

高齢者の豊かな人生経験や様々な社会貢献活動への積極的な関与は、地域社会の活力を生

み出す源です。 10年後には横浜市民の4人に 1人に当たる 96万人が 65歳以上の高齢者にな
酷:ると予測されています。

幅i 高齢者が毎日の生活の舞台である身近な地域において、障害や持病の有無にかかわらずい
の:きいきと暮らす姿、子どもたちゃ若い世代とも交流しながら活動的な生活を送る姿こそが、

ね!これからの地域社会の活力そのものです。

竺i市民一人ひとりが、壮年期から高齢期に至るまで楽しみながら健康を維持し、地域の高齢
~.者・障害者等を支える活動にも幅広く参加できる仕組みづくりを進めることが重要ですで。
高齢者の健康づくりに積極的に取り組み、誰もがいつまでもいきいきと活躍できる健康長

寿日本一の都市を目指します。

主 :0戦略の市民周知に向けた「1∞万人の健康づくり戦略キックオフキャンペーンJ (12.400 
ム丞量iや、ウォーキング B 体操教室(319.784人参加)、食育啓発活動(377，593人参加)、
rょこはま健康応援団J(126底舗登録)など、様々な健康づくり事業を実施。また、戦略
の各取組をつなげる『よこはま市民健康ポイント l制度の設計に着手

な

成

果 ]0政令市初0)閉優主主盈筆llID金:賓推進全国文会 (24年6月・約45.000人来場)を誘致

.Mi1ê司回yJj~~~:既ヨ厄鷹ヨE

100万人の健康づくり戦略を『環境未来都市1におけ
る超高齢化対応の主要計画に位置づけ、また、 flQO万人
の健康づくり戦略キックオフキャンベ}ン」を実施し、
12，400人が来場しました。さらに、「よこはま市民健康
ポイント制度Jの導入に向け、制度設計のための検討を
行い、関係区局連絡会議を設置しました。

<> r運動・スポーツJ戦略
定期的に運動している高齢者は53.1出(22年度)とほぼ横ばいでしたが、週1回以上のスポー
ツを習慣としている市民は54.日となり‘ 3年連続で国のスポーツ振興基本計画の目標5日目(戦
略策定当時)を達成しました。楽しみながら運動・スポーツを継続していくための仕組みづく
りとして、地域での自主的な連動グループのリ}ダー育成に力を入れ、さらに、健康づくりの
リーダーである保健活動推進員等が中心となりウォーキングイベントの開催や研修を実施し、
延べ参加者が 319，784人となりました。

<> rアクティブ・ライフ』戦略
普段の自の過ごし方として「趣味・娯楽」をあげる高齢者は45.1%(22年度)とほぼ横ばいで
したが、週3回以上外出する高齢者の割合は87.7%α2年度)となっています。健康づくりの啓
発として、区民まつり等での健康チェックの実施、さらに街中での『健康チェックステーショ

，0臼Z

<> r楽しく食事・栄養バランス』戦略
バランス良くきちんと食事を摂っている高齢者は52.6目(22年度)と改善しませんでしたが
(19年度 59.7国)、健康のために食事・栄華に気をつける市民の割合は81.4唱と増加しています
(20年度65.9同)。政令市では初の開催となる第7回食育推進全国大会を誘致し、また、健康
応援メニューの提供などを行う飲食J苫「よこはま健康応援団Jの登録は61苫舗(19年度)から
126 居舗に増加しました。さらに、食習慣の改善(朝食を食べる)を目的に、 24 年 2~3 月に豊
菜や弁当類の調理販売業者と連携し、市内 54庖舗で『朝限定おにぎりセット (2∞円)Jの提
盤などに取り組みました。

<> r社会貢献活動への参加支援』戦略
地域活動に参加する高齢者は44.8%α2年度)と増加しました(19年度41.2国)。サロン設置な
どの地域貢献活動を支援するセーフティネット推進モデル補助事業に23年度は17団体を選定
し、また、介護支援ボランティアポイント事業に 3，824人(累計5，964人)が登録しました。
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E横浜版成長戦略の状況

一人ひとりの女性は、自分らしい生き方を選択し、他の人たちの多様な価値観を受け入れ

路 iつつ、前向きに生活していくことを望んでいます。そして、少子高齢化が進展する社会・経
の i済の中では、あらゆる分野において更なる女性の活躍が不可欠です。
ね l 男女がともに家庭生活を大切にしながら、女性が持てる能力を発揮して仕事や地域活動を
ら!行う中で、新たなニーズ、すなわち新たなビ、ジネスチャンスが生まれます。

いi まさに、女性の持つ、多様で柔軟な視点が、これからの成長の鍵となります。

0本市の女性の労働力率が、子育て世代も含めて上昇、働く女性が増加。
・保育所待機児童対策により仕事と子育ての両立を支援(待機児童 2年前より 88.5覧減)

主 i ・起業を志す女性のためのシェアオフィス『F-SUSよこはま1開設
な:0 rよこはまグッドバランス賞1認定・表章華民より、事業所のヲーク・ライフ・バランスの
成: 取組を推進 (22~23 年度: 34事業所7
果 :0横浜市長自らが働〈女性のロールモデルとなり、 iAPEC横浜フォーラム」等国際会議
や経営者向け講演会等で、女性の社会進出の重要性を圏内外にPR
Oディーセントワークの実現に向け、若年無業者や母そ窒塵竺型車t蛍支援を実施

-副凶~i軍事~~~~:r.:n!輩3・

<>女性の社会進出による経済発展 〈保育所充足率と 25-44歳女性の就業率〉

横浜市の女性の労働力率は、 3.7ポイント上昇、子育 出ピ担問朝準司科一:一一r?-11-rfdtpm
て世代である 30 歳から崎でも労働力率は 5.1 ポイン EJI5411iI1I1ゴトtf.E~Jtt~i~~~~:~~~f'
上主星しました (22年国勢調査)0 _. n+~:n:n:p:1:~:~:~:~:p:n:~:J:惨事±ib

出産等を機に女性が仕事を辞めることなく、子育てと ，̂f...:.，.，.守口コ」Uケ，_r'山ぺJ45二;注目
両立できるよう、保育所待機児童対策に取り組み、 24年川:jJl: t :t:tj:亡プ:tj:1tt~jJ1tl
4月の待機児童は 179人 (2年前より 88.5%減)となり、 s十戸:世帯王第九Jムhhmt

卜
働く女性を支援しました。 li:::i:j:製紙期:j左足il--i:iIi:i:j:jii
. 横浜での起業を志す女性をサポートするシェアオフイ 田区11:jM誕生jffp
ス『F-SUSよこはまIを23年6月に開設、事業スペ 問哨静j:f1111125111:;j:j:!:;::L
}ス提供や相談支援を行い、会員の中で6件が新規創業に 55 "阪
つながりました。 45 田 65 75保育2間先立制〉

<>ワーク・ライフ・バランス実現による企業の成長
資料:(株)日:本政策投資銀行

女性の積極的な活用やワーク・ライフ・バランスを推進する市内事業所を認定・表彰する
『よこはまグッドバランス賞 l を実施し、 34事業所を認定 (22~23 年度)しました。
ワーク・ライフ・バランスを支援する制度の充実等を実施している事業所は35.9%にのぼりました。
(22年度横浜市「男女共同参画に関する事業E時周劃より参考個。

<>女性の登用についての啓発・ネットワークづくり
. 横浜市長自らが働く女性のローノレモデルとなり iAPEC
横浜フォーラムJiAPEC女性と経済サミットJ等で女性
の社会進出の重要性を国内外へ向けてPRしました。
・ 女a性のキャリア形成やネットワークづくりのために輩盆盟l
の取組を新たに実施しました。

02_j塾三室生向けに国際女性ビジネス会議を開催
②企業経営者を対象にした女性活躍推進セミナー

盛"$p;J企茎をメンバーとする異業種交流会の立ち上げ

<>ディ一セントワーク(人間らしい働きがいのある仕事)の実現による女性の潜在カの活用
女性の若年無業者に対する仕事準備講座等 (1，638人参加)の拡充や、母子家庭に対する

一一ー草堂茎重量義.153Z宝生竺]ム上主芸車と工盟主主v¥(7)J主歪生主l三2主主主主L主主一一

26 



E横浜版成長戦略の状況

-E帯主]lA;1髭却扇町司・。本市の女性の労働力率は上昇していますが、子育て世代である30-44歳で他世代より低くな
る傾向が続いており、子育て中の就労していない保護者の7割近くが就労を希望しています。
女性が子育て中も仕事を続ける選択ができるよう、 25年4月の保育所待機児童解消を実

現します。また、掌齢期の留守家庭児童の居場所づくりを進め、女性の活躍を支える子育

主墨皇室整孟ます。
男女共同参画センターでの女性の再就職・転職支援事業をより効果的に実施します。

同 〈年齢階級別女性の労働力率の推移〉 〈市内事業所管理職の職位別性別比〉

90.0 

80.0 

70.0 

60.。

lI. 

取締役勿Z

部長灼Z

課長勿ス

係長・主任勿ス

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 .. .、 、、除 、、~ ".J拠 r首 、、去最
、、，~":I .~". .~..， .'I:!r ~~肉色、、、歳
".j'，" 〆，，-j.  ，_". _r ，."〆 r "仰

0指 20% 40覧 60覧 80% 100覧

やtl，~ rtJ n.:，t! n.:，<-J f! -:? ~<S φro<s '0') 
園女性 図男性

資料 :22年国勢調査
資料 22年度横浜市男女共同参画に関する事業所調査

- 市内事業所(※)の女性管理職の割合は依然として低〈、意思決定過程の場への女性の参画が

進んでいるとは言えません。また、不況等の外的な要因もあり、規模の小さい事業所などでは、

女オ性のキャリア形成支援やワーク・ライフ・バランスへの取組は難しいという声があります。

女性の能力活用やワーク・ライフ・バランスの推進は、事業所の成長・発展の鍵となり、さらに

協社会・経済の発展につながるという理解を一層促進し、取組を促す必要があるため、重塞置会(J)

広報・普及啓発を強化します。

- 担会全体の取組として定着するよう、 25年度に横浜で開催する第5回アフリカ開発会議に

おいて、女性の社会進出について考える機会を設け、その重要性を、横浜から国肉外へ発

宣します。

・ 起業を目指す女性への支援だけでなく、起業後さらなる成長を目指す女性経営者に対す

る支援を拡充するため、『女性起業家メンタ一事業』など‘各発展ステージに応じた取組を

進めます。

・ 働く女性や企業経営者に加え、新たに女子学生を対象としたセミナーを行い、生涯を通し

」 てのキャリアデザインを支援します。
園田戸回目ーーーーーーーーーーーーー』ーー値目・・ーーーーー-ーーーーー同'嗣・・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーー回目開・・幽ーーーーーーーーーーーーーー戸田戸戸戸ーーーーーーーーー・--ー」
(探:企業規模30人以上の民間事業所)

市民局

市民局
~~吋-/~司:..~， uuv /、 白 o -ro己・.~， U.Jロノ、

企業向け普及・啓発の推進 3百万円 企業向け勉強会等の開催 13回 |こ出青少年局

ょこはまグyドバランス賞 6百万円
認定事業所数 34事業所

市民局，向-，守圃.~守 . .、~ ~~ t....・・"*"-~ 唱 、

母子家庭等就労支援事業 42百万円|就労者数 441人 こども青少年局
[区】

女性起業家支援事業
|女性起業家支援数 808件

10百万円 F-SUSよこ叫中虹担制世品晶 t:! /1ふ 経済局
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E 横浜版成長戦略の状況

開港以来、国際貿易港として日本の近代化に多大な貢献をしてきた横浜港は、本市が持つ

戦: r強みJであり、地域経済の活性化に大きく貢献してきでいます。また、 22年 10月には羽
唾i田空港が国際化され、これを契機に本市への外国人観光客の誘客、企業誘致などが期待され
ど:ているところです。横浜港のハブポード化、羽田空港の国際ハブ空港化は、横浜の国際競争

孟{カを強化じ、地域経済を更に活性化させる大きなチャンスです。海と空のハブを支える、港

いi湾施設や道路施設の整備、都心臨海部のまちづくり等を進め、横浜の経済発展を強烈にパッ
iクアップします。
:0横浜港のハブポート化に向けて、国際コンテナ戦略港湾の指定(全国で2港:22年8月)
O 国際競争力強化に向けた施策として、南本牧ふ頭の整備や本牧ふ頭D突渥の再整備、直杢
牧ふ頭連絡臨港道路の整備を推進、(財)横浜港埠頭公社の民営化や貨物集荷の補助制度

を実施

0観光 .MICEの振興、物流の活性化などを図るため、羽田空港・横浜港・東名高速道路
等を連絡する広滋的な高速道路ネットワークの整備を推進(北西線:事業化、北線・南線:

用地取得及び工事など)

0企業誘致の推進など、都心臨海部の国際競争力や地域カの向上に向け、 23年度に重量圭'*

盤車・国際戦略総合特区・特定都市再生緊急整備地域の圏内唯一のトリプル指定や企重立

地促進条例の改正を実現

0羽田空港の更なる国際化のため、本市がこれまで要望してきた、昼間時間帯にASEAN、
更には世界各地への就航につながる国際線旅客ターミナルの拡張について、国とターミナ

主

な

成

果

-田園~~ヨ匝姐ゆ~~~;r~聖書.

く〉 横浜港においては、大水深岸壁を有する南本牧MC-3コ

ンテナターミナルの 26年春供用に向けた整備のほか、杢盤

D突堤の再整備‘首都高速湾岸線に直結する南本牧ふ頭連絡

臨港道路の整備を進めました。

<> 改正港湾法を踏まえた効率的な港湾経営体制の構築のた
め、(財)横浜港埠頭公社を畏営化し、 24年4月に横浜港埠

頭株式会社として本格的に業務を開始しました。

く〉 横浜港へ利用転換する貨物を対象に補助制度を実施する

等、貨物集荷の促進に取り組むとともに、震災を踏まえた復

興支撞や‘放射線・電力不足対策等を実施しました。

<> 横浜環状北西線については、事業化され、北線・南線につ
いては、用地取得及び工事などを進めました。国道357号(本

牧~金沢)については、事業が進められました。

<> 22年5月に京急満田駅上り線が高架化され、盤選亙貫主ヨヨ
田空港を直通する「エアポート急行Iが新設されました。。“次世代の総合的な交通体系検討会"を立ち上げ (23年
12月)、鉄道やλスなど、次世代を見据えた総合的な交通体

系の検討を始めました。

く〉都心臨海部の国際競争力強化を図るため、「特定都市再生

緊急整備地域Jの指定を受け、 24年3月に横浜都心・臨海地

域都市再生緊急整備協議会を設立しました。
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E横浜版成長戦略の状況

-E帯主. .::11藷簡明扇町南.

- 横浜港を取り巻く状況は、産業構造の変化や東アジア諸港の躍進、震災等の影響もあり、大

変厳しくなっていますが、国際コンテナ戦略港湾の実現に向け、コンテナターミナルの管理運

営主体をす且う横浜港埠頭株式会社と連携して、先進的な港湾施設の整備を進めるとともに、コ

ンテナ貨物集荷策の展開や利用者サービスの向上策等、利用促進に向け取り組みます。・24年度から事業化した横浜環状北西線については、 33年度の完成に向けて、鋭意事業を進
めます。北線は、引き続き工事の進捗を図り、南線についてもこれまで以上に精力的に用地取

得及び工事を進めます。・横浜環状道路や国道 357号以外の都市計画道路は、完成延長が2か年で約1.5kmに留まって
おり、より一層効果的な整備を進める必要があるため、渋滞改善や防災性向上などの整備効果

が高い路線を中心に整備を進めます。

. 横浜駅周辺地区、みなとみらい21地区、関肉・関外地区などの横浜都心臨海部を一体化し、

地区の個性をいかした首都圏有数のエリアとするため、企業立地促進条例や特定都市再生緊急

整備地域の指定などを活用しながら、企業誘致や民間開発の誘導、基盤整備などを積極的に推

進します。

φ 羽田空港国際線について、一層の充実を図るよう国へ要望するとともに、更なる利便性向上

に向け、羽田空港と横浜市内のアクセス改善や誘客強化などにつなげる取組を進めます。 ー

南本牧ふ頭の整備
埋立て工事完了 (MC-3)

4，979百万円 岸壁整備一部完了 (MC-3) 港湾局

利用者エ}ズに即応し
横浜港埠頭株式会社設立 (23年7月)

291百万円 指定会社の申請等手続 (24年4月指定済み) 港湾局
た港湾経営の推進

コンテナ貨物集荷策の補助制度の実施

横浜環状道路の整備
事業化に向けた手続(北西線)

18， 700百万円|用地取得・工事を実施(北線・南線・関連街路) 道路局

都心臨海部のまちづく 計画を推進、検討するための組織を設置(エキ

り(エキサイトよこは サイトよこはま 22)

ま22、みなとみらい21
土地区画整理事業完了(23年3月)

936百万円 高島水際線公園整備完了(23年5月) |都市整備局
地区、関内・関外地区 (みなとみらい21地区)
活性化のまちづくりの 活性化推進計画アクションプランの策定等(関

推進) 内・関外地区活性化)

羽田空港へのアクセス
道路局

48百万円 京急靖国駅上り線高架化 政策局
強化
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E横浜版成長戦略の状況

市内中小企業が高い技術カなどの強みをいかし、時代の瀬流や環境変化に果敢に挑戦し、

戦:技術・経営草漸などの「イノベーション」を次々と生み出していくことが、横浜経済の持続

暗i的発展のための源泉となります。
ζ: そこで、社会課題を背景に今後市場拡大が見込まれる「環境Jr健康J等の成長分野を中
らi心に、中小企業の「イノベ}ション」を多様な視点から促進します。
い: また、企業が積極的にイノベーションに取り組むうえで、その土台となる経営基盤強化な

ど「基礎的支援Jの充実を図ります。

0震災や円高等の影響で、厳しい経営環境にある中小企業を支援するため、 23年4月に「震
主 i災対策特別資金(5年型)J、6月に「同資金 (10年型)J、9月には「円高対策資金」等を創設。
な 1 23年4月には、情報提供や経営相談等社総合的に行うワンストップサービスの地域拠点と

して、地域相談窓口を設置するなど、経営基盤の強化に向けた基礎的支援を充実
成!
果;0研究開発への助成に意欲的に取り組み、成長分野である『環境分野Iと『健康分野Iに関する
市肉企業の取組を重点的に支援。また、コーディネーターによる企業間連携も強化

(新規研究開発件数(環境・健康分野): 3件(22年度)→14件(23年度))

-闘圃Ei聖書鍾ゆ'J~開:r..耳目躍ヨ・

震災や円高等の影響で厳しい経営環境にある中小企業に対して、横浜市中小企業援興基本条例

(22年4月1日鑑行)の趣旨を踏まえながら、まず、中小企業の実態把握に努め、その実情に応

じた中小企業の基礎的支援を強化するとともに経営の革新を実現するための取組を実施しまし

た。

【基礎的支援の強化】

く〉 震災後の厳しい状況や円高に対じて、いち早く『霊災対策特別資金I、『円高対策資金1を創

量しました。加えて経営相談のための地域相談窓口を設置するなど、市内中小企業の経営基盤

を支えました。

o 23年度は、商庖街において、消費者に親しまれている“コロッケ"
を題材にした販売促進キャンペーン『ガチコロ!jの開催を支援し、来

街者増につなげました。また、自らの課題を解決し、活性化に取り組む

商府街に対し、プランの策定から事業実施まで一貫して支援しました。

【経営革新の促進】

く〉 新技術・新製品開発に取り組む市内中小企業に対して、研究開発段階から販路開拓までのー

貫した支援を行い、地球温暖化や震災による電力不足などにより重要性が高まる「環境・エネ

ルギ-j.及び高齢化により需要が高まる『健康・医療Iの成長分野における取組を重点的に

主量しました。中小企業の関心が高まっていることを背景に、成長分野に関する助成件数は‘

22年度の3件と比べて23年度は14件と、大幅に伸びました。

く〉 中小企業と大手企業、大学等との技術連携や技術移転等を促進するため、大手企業OB等の

コーディネーターを中小企業に派遣しました。この結果、 23年度に連携等を開始した企業数

は目標値である30社を大き〈上回り、 48社となりました。

o 市内中小企業が参画する『横浜スマートコミュニティJ(横浜スマ}トシティプロジェクト
の一環)が行うスマートグリッド等の実証実験に向けた支援、医工連携プロジェクト推進に

向けたセミナー、研究会の開催など、成長分野で市内中小企業が技術開発など蓋左主主芝杢

スチャンスを得るための取紐を進めてきました。
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E横浜版成長戦略の状況

-辰吉主JI.:E髭制扇町四国

- 電力不足や高齢化などの社会課題が深刻化する中、環境・エネルギ}分野や健康・医療分野

における中小企業のイノベーションの取組を、早期に促進することが重要となっています。

新技術・新製品開発に対する助成を引き続き行うとともに、当分野へ参入する際に必要とな

る技術導入への支援を新たに行うなど、成長が見込まれる分野への新規参入を促進します。

・技術系のコーディネーターの増員に加え、商社系OBなど
も新たにコーディネーターに採用し、市場を意識した売れる

製品づくりに向け、製造から販路開拓につながるよう中小企

業のコーディネート機能を強化します。

@ 国際戦略総合特区では、規制緩和や財政支慢などのメリットを最大限活用し、市内中小企業

が参画する手術シミュレータや超音波画像装置の開発など、医工連携における市内中小企業

の新技術・新製品開発を支援します。また、がんや生活習慣病の新たな診断技術の確立・普及、

iPS細胞を活用した再生医療など、医薬品・医療機器の開発や健康関連産業の活性化を図りま

す。

・長引く円高等により、中小企業を取り巻く環境は先行きが依然として不透明になっていま
す。そこで、金融支援や経営相談など、基礎的支援に引き続きしっかりと取り組みます。・商底街の活性化に向け、自ら課題解決に取り組む商庖街に対し、引き続き支援を行うととも
に、 24年度は「あまいもの1を題材にも商j苫街での販売促進キャンペーンを行います。

また、少子・高齢化社会が進展する中で、日常生活を支える身近な商庖街の機能や役割など、

商業振興のあり方全般について検討していきます。

@ 横浜経済の更なる発展を見据え、新たなサービス産業などの分野においても、イノベ}ショ

ンの担い手となる中小企業の成長支援に向けた取組の検討にも着手します。

中小企業研究開発の促|
進

303百万円|研究開発・販路開拓支援件数 47件 経済局

ものづくり支援のコー|
ディネート

51百万円|コーディネーター派遣件数邸5件 経済局

横浜スマートシティプ
ロジェクト等への市内| 1百万円|市内中小企業参画プロジェクト立ち上げ 経済局
中小企業の参加促進

中小企業への資金調達
157，028百万円 制度融資実績:8，610件(22年度) 経済局

支援
8，276件(23年度)

商底街課題解決プラン
11百万円

課題解決プランの選定件数:3件
経済局

の支援 課題角鞍プランの実施支援:3件
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E横浜版成長戦略の状況

齢! 国際的な成長市場はアジアを中心とした新興国にシフトする傾向です。本市の強みは、市

幅j内企業の技術力、市が持つ都市インフラに関するノウハウ、海外ネットワーク、国際貢献や
の :環境都市としての実績などであり、これらをいかした海外展開の可能性が期待できます。

ね! そのため、市内企業の海外ビジネス展開の支援、都市インフラ技術の海外展開やグローパ

?iノレ企業の誘致などにより、国際都市としての本市の優位性を高めるとともに、市内経済の活
』・ 1性化につなげていきます。

0国際都市としての横浜の地位向上等に向けて、 J1 CA  ((独)国際協力機構)などの国際
的な機関や市内企業と包括連携協定を締結 (22年度 :2件→23年度 :2件)し、準盆盤

市インフラ事業の推進を支嬢(22年度:2件→ 23年度:8件)

主 :0フィリピン共和国セブ市との間で、両市と双方の企業がインフラ開発に計画段階から協力
な j する枠組の構築を実現し、市内企業の参画機会の拡大を図るため、岡市と『持続可能な都

民i市の発展に向けた技術協力に関する覚書1を締結 (24年3月)
:0活力あるアジア企業を横浜経済に取り込むため、アジア企業の誘致活動を積極的に展開
果 j し、 11件の誘致に成功 (22'"'-'23年度)

0環境対策や都市づくりのノウハウが国際的に高く評価され、世界銀行の『Eco2Ci t i es (環
境に配慮しつつ持続的経済成長をする都市)Jに日本で唯一選定。海外から視察団が来浜

し、積極的に受入れ (22年度 :3件→ 23年度 :17件)

-~iIê玉置盈間=，.:tâ牽週・

【Y-PORT事業(横浜の資源・技術を活用した公民連携による国際技術協力)の展開】

く〉 日揮附及び]FEエンジニアリング側とそれぞれ包括連 <JICAとの包括連携協定締結〉

携協定を締結するとともに、「デリー・ムンパイ産業大動脈 吋叩一一一一}ーと竺〉t笠十?鵬3ti号

・EJ雨量園・・
・・・・・・・・・・・・・・.4""!'"r f'~ I ~可E包... 画‘・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

構想』の事業化に向けた調査など、海外都市インフラ事業の

盤進玄室 (8件)を行いました。

く) J ICAとの包括連携協定締結 (23年 10月)など、国際

的な機関と連携し、途上国への共同調査団派遣、]ICA主

催セミナー参加などを通じて、 Y-PORT事業を推進しま

した。

。フィリピン共和国セブ市と『持続可能な都市の発展に向け
た技術協力に関する覚書1を締結 (24年3月)し、現地へ職

員を派遣するなどセブ市側との協議を重ね、課題抽出 ・ニー

ズ把握を進めています。

くセブ市との覚書締結〉

。市内企業の「上下水道に関する技術Jや本市の「運営ノウハウJを海外における水ビジネス
にいかすため、『横浜水ビジネス協議会j を設立し、活動を開始しました (23年 11月)。

一一，l~横浜一一伽時 ( 
海外水ビジネスを業務の柱のーっとして、メトロセブ水道区(フィリピン)における水道 i

i 事業運営・管理の技術支援をはじめとしたコンサルティング (11件)や海外研修員の受入れ i
i (6件)などを民間企業等と連携しながら積極的に展開しています。(会社設立 22年7月)i'

【市内企業のビジネスチャンス拡大・活力あるアジア企業の横浜経済への取り込み】。アジアなどの海外販路開拓を支援するため、市内中小企業 (10社)への輸出アドバイス、
海外展示会出展の支援などを行いました。

く〉 中国・韓国での市長トップセールスやインド等での企業誘致セミナーの開催など、 Z三Z企
業の誘致活動を積極的に展開し、 2か年で計11件の誘致に成功しました

ーーーーーーーーーーー-0 ーーーー-ー-ーーーーーーーーーーーー国』
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E緩浜版成長戦略の状況

-t.ìi:4叢r~従ゆ画E言語・

- アジアの成長を取り込んで市内経済を活性化していくためには、セブ市などの協力関係にあ

る都市に対して企業との合同ミッション等を積極的に展開するとともに、市内企業の海外展開

が期待される都市との新たな協力関係の構築・拡大が重要です。また、都市づくりのノウハウ

等容積極的に海外の都市にPRするためには、 rSmartCity.WeekJ (23年度から横浜で開催)

などの大規模な国際的イベント・会議を横浜に根付かせる必要があります。

今後、都市間協力の拡大や積極的なシティプロモーションを通じて「世界の知が集まる交流

拠点都市」に成長していくため、市肉企業や国際的な機関と連携し、本市が宥する様々なノウ

ハウをいかした国際的な技術協力を進め、国際都市としての本市の優位性警高めるとともに、

市内経済の活性化につなげていきます。

@ 横浜水ビジネス協議会においては、会員企業が具体的な海外水ビジネスの案件を受注できる

ょう支援していく必要があります。また、世界の水ビジネス市場でニーズの高い上下水道が一

体となった案件への対応が求められています。

そこで、国やJICA等の国際機関と連携を図り、海外への現地調査や本市への視察団に対

するプレゼンテーション等を通じて、海外都市の水インフラについて計画段階から支撞するな

ど、上下水道が一体となった取組を進めていきます。

φ 市内中小企業の海外販路開拓にあたっては、海外ビジネスのノウハウ・人材の不足が課題と

なっています。

そこで、各企業の海外販路開拓の取組状況やニーズに応じたアドバイスを行い、併せて担血

財産権の保護や取引リスク回避に関する情報提供を行います。

. グローパル企業等の誘致については、長引く円高、東京のオフィス床の大量供給など、懸念

される要因もありますが、羽田空港とのアクセスの良さや人材確保のしやすさ、外国人学校を

有する強みなど、横浜の総合力をいかして誘致活動を行っていく必要があります。

そこで、グローバル企業特例を新設した企業立地促進条例や国際戦略総合特区等のトリプル

i 指定による優遇策を活用し、グローパル企業の本社や研究開発拠点等の誘致活動を進めます。 I

海外都市インフラの推進支援 B件
公民連携による

海外要人視察受入れ 20件
政策局国際技術協力の推進 27百万円

民間企業・国際機関との連携協定締結 4件
(Y-PORTl 

海外都市との覚書締結 1件

国際貢献の推進と 横浜水ビジネス協議会設立 環境創造眉
19百万円

海外研修員の受入等 水道局海外水ビジネスの展開

企業誘致働きかけ 483件
経済局戦略的企業誘致の推進 84百万円

海外企業向けシティセールス 487件

アジア企業への重点
51百万円 アジア企業向けセミナー参加 176社 経済局

プロモ}ションの推進

中小企業の海外販路
4百万円|輸出アドバイスや展示会出展の支援等 10社 経済局

開拓の支援
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IV基本政策の状涜

1 生まれる前から乳幼児期の子育て家庭支援の充実

2 未就学期の保育と教育の充実

3 学齢期から青年期の子ども・青少年育成田 目-

4 未来を担う子どもたちを育成するきめ細かな教育の推進 139 I雲
5 児童虐待・DY被害の防止と社会的養護酬の充実 !ω|襲

3 災害に強いまちづくり (1)(2) 

7 安心して暮らせるまち

8 暮らしを支えるセーフテイネットの確保

9 一男男空T秀男昇秀秀男方ごë^~1t葬野秀男秀男一ーJ~
10 障害児掴者福祉の充実

11 市民の健康づくり・健康危機管理機能の充実

12 医療環境の充実

13 スポーツや学びで育む豊かなくらし

14 多様な居住ニーズに対応した住まいづくり

15 受担主撮轡j主主を担容良一一一一一一 f
16 コ、

6 

基
本
政
策
2

計画冊子に掲載されている「目標」を転記しています。

<各夏の見方〉
W径簿."耐震淑混

中間評価 (SABC)の理由を記載しています。，

原則として 23年度末時点の最新の値を記載しています。(調
査時期や集計作業などによって、 24年度に入ってから公表さ
れた値が含まれている場合があります。)

i 原則として 22~23 年度の 2 か年の取組と成果を記載してい!
ます。(調査時期や集計作業などによって、 24年度に入って
から公表された結果が含まれている場合があります。)園
これまでの取組を踏まえた課題と、今後の対応 (24年度以降
も含む)を記載しています。
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N基本政策1の状況

②いつでも利用できる地域子
育て支援の湯

ー闘圃~~司凶ゆ~:fljj~~:r.:tÐ誠ヨ・

96か所
(21年度)

137か所

<> 妊婦健康診査 (373.725件}や乳幼児健康診査 (91.881件)の受診勧奨の推進、こんにちは!
赤ちゃん訪問 (22.159件)による情報提供や相談、産前産後の育児や家事の負担軽減など、 i 
妊娠から産後までの途切れのない支援を行いました。 i 
(括弧内は、すべて 23年度の実績) <戸塚区地域子育て支援拠点『とつとの芽」〉i
く〉 地域子育て支援の核となる施設として各区に1か所の整

備を進めてきた『地域子育て支援拠点1の全区設置を完了す

るとともに、『親と子のつどいの広場lを拡充(計36か所)

しました。また、地域の資源を活用した「保育所子育てひろ

ば」、「幼稚園はまっ子広場」において、施設の地域開放や育

児相談・講座を実施するなど、就学前の親子が、身近な地域

で、居場所の提供や子育て相談等を受けられる機会を設けま

L主L
<> 地域子育て支援の揚の利用者から「子育ての相談ができて子育てが楽になった。解決できたl
「子育て害していて磁独や彊立感が減った!といった声をいただくなど、効果が出ています

(23年度地域子育て支援拠点利用者の声より)。また、『子どもが暮らしやすいまちIだと思う

L 子育て家庭の割合は4.6%改善しました (22年度33.7覧→23年度38.3%)(横浜市民意識調査)。

-E言語走r.:r:寧~扇町ヨ・

- 地域子育て支援拠点を中心に、様々な子育て支援の場や機会が広がってきていますが、保育

所や幼稚園等の地域資源の活用については実施場所の確保等の課題があります。今後は、各施

設が取り組みやすくなるように検討するとともに、担い手の育成やネットワークの充実によ

り、子育て支援の湯の拡充を図ります。

φ 妊婦健康診査やこんにちは赤ちゃん訪問を受けずに孤立してしまう親子がいなくなるよう、
未受診者への受診勧奨を強化し、訪問事業の周知と理解促進を図っていきます。

36 



N 基本政策1の状況

10待機児童が解消されているとともに、希望する人が必要なときに保育サービスを利用で
きています。

:0短時間勤務やリフレッシュを理向とした利用など、すべての子育て家庭が必要に応じて

目 l 一時保育を利用できています。

標 :0多様なニーズへの対応や質の向上により保育サーピスが充実し、子育て家庭が各々の事
情にあわせて保育サービスを選択することができています。

0保育所や幼稚園と小学校の連携により、子どもたちが小学校教育へ円滑に移行できてい

ます。

1，552人
①保育所待機児童数

(22年4月1日)

②子育て生活に満足感を感じ
ている保護者の割合

-圃圃f: i軍事鍾ゆ~æ母;開，P.:IÐ.摩ヨ・

77.7% 
(20年度)

解消

83% 

-------ー一一一一一一一一回目四回目一回目ー一一一一一一一一一ーーーーーーー一一一一一一一一一一一一一一一一一一
。認可保郁件横浜保育室の整備、既存施設の増改築、家庭的保育事業などにより、保育所等の定員枠

が順調に拡大しました(丘397人の増)。また、幼稚園での預かり保育の拡充 (112菌認出や、保育コ
ンンェルジュを全区に配置し、保育に関する情報提供桝目談をきめ細かく行うなど、様々f綱策を進め

た結果、 Z4年4月の待機児童数は179人種捗率:88.5附となりました。
く〉短時間勤務やリフレッシュなどの多様な保育ニーズに対応するた

め、保育所における一時保育 α61か所)、認可外保育館設での型幼I

一時預かり事業。。か所)や視と子のつどいの広場における一時預か

旦(17企匿Lなど、サービスの充実を進めました。
o 幼児教育の充実芥幼児・児童の僚やか必成長を図るため、盆盤益重
携推島由区事業 α1地区)をはじめ、全国に先駆けた接続期カリキュ

豆会金園量、幼保j、合同研修会などを実施しました。また、豊宣重lJj

のネットワーク化により、盤宣笠宣の向上に取り組みましむ

〈保育所の様子〉

1____-ーーーーーーーーーーーーーーーーーー---ーーー』ーーーーーーー------ーーーーーーーーーー田町田自問自ーーーーーーーーーーーー戸田開閉『自由ーーーーーーーーーーー四ーーーーーー四国ー_i

-E害額:;"f.:IE童抱ゆ友~ildl
ーー----ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー---ーーーーーーーーーーー----目---ーーーーーーーーーー--ー四幅値ーーーーーーーーーー----間四回ーーーーー開国ーー-，

. 保育所等の定員枠拡大等により、待機児童対策は順調に進んでいます。更に、地域ごとの保

育ニーズの分析を進め、保育施設・サ}ビスの必要な地域への拡大を図るとともに、保護者に

寄り添った丁寧な対応に努め、 23年4月の保育所待機児童解消を実現します。・25年4月以降も、引き続き待機児童解消を継続しながら、一時預かりや地域における子育て
支援など多様なニーズにあわせた子育て支援策を充実させていきます。
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70%以上

に「よく分かるJ
※2 横浜市学力・学習状況調査の基本問題(正答率70%を想定している問題).

※3 r新体力テストjのうち昭和田年と比較できる種目を国の基準に基づき点数化したもの.

-R耐震司困ゆI::ti曜醐:r.:llii唯ヨ・

N基本政策1の状況

<) 横浜型小中一貫教育(全小中学校での小中一貫カリキュラムの実施や、小中一貫教育推進ブ

ロックにおける合同授業研究会の実施 (134ブロッ夕、 94%)など)を推進し、一人ひとりに

応じたきめ細かな教育を行いました。

<) 横浜市学力・学習状況調査のデータ等を分析し、全小中学校及び特別支援学校でよ主主血主

アクションプランIを策定し、子どもの学習意欲の向上のための取組を進めました。

<) 小学校におけるいじめや暴力行為などの諸課題に対応するため、児童支援専任教諭を配置

.J.1笠盆Lし、小中一貫した児童生徒指導体制の強化を図りました。
<) r体力向上1校1実践運動jの全小中学校での実施 (24年度)に向け、各校で体育・健康に
関する全体計画を策定しました。また、体力向上推進後 (56校)の先進的な取組成果を全小中

学校で共有するなど、子どもの健やかな体の育成に向けた取組を推進しました。

<) 保護者への家庭教育の意義や役割を学習する機会の提供や、学校と地域のパイプ役を担う皇

校"地域コーディネーターの配置(107校)により、学校・家庭・地域の連携が深まりました。

<) 25年度までに全市立学校の普通教室等に空調設備を設置するため、 58校に設置するなど、よ

り良い教育環境の整備を進めました。 (24年度:240校、 25年度:197校)

<) 次世代を担う子どもたちの表現力やコミュニケーションカ等を育成するため、アーテイスト

による芸術文化の体験ができる「芸術文化教育プログラムJを22年度に 79校、 23年度に 77

校で行いました。

-E講壇~主ゆ扇町商.

. 基本問題の正答率・新体力テストの測定結果は十分とはいえません。今後も小中一貫教育や

「体力向上1校1実霞運動し放課後等を利用した子どもの体力向上事業、教員が子どもと向

き合う時閣を確保するための取組などを推進していきます。

φ 様々な要因から家庭の教育カの低下が指摘されています。家庭における子育て・教育を支援
するために、学校・地域・児童相談所・区役所などの関係機関の連携を一層強化します。

Ljk-51主主雪:i!乙国主主t{-'i;主主立壬1:'主主主jFJET-3F術に蝕失る機会を提供与主どJき主主2・一一ー一一i
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N基本政策Tの状況

10児童虐待の予防・早期発見・再発防止の取組が進むとともに、児童養護施設や里親・フ
ァミリーホームなどが撃い、一人ひとりに適した養育環境が提供できています。

目 iO子育てを地域全体で支える社会的養護の理解が進み、身近な地域で子育て支援が受けら
標 j れるなど、環境が整っています。
ODV(※1)被害を受けた母子等が、心身のケアや住まい、就業などの課題が解決され、地

域で安心して生活できる環境が整っています。

童の解消(※2)

②母子生活支援施設退所後に

支援を受けて生活している
64世帯

(20年度)

60人

120世帯

※2一時保護所の入所期聞が長期(1か月以上)にわたる児童と、施設入所を視野に入れて対応したケースのうち、施設の定員不足

により入所できなかった児童の合計数

-聞圃F.~量鍾ゆÞJ:量得j防局;P.aij司Eヨ・。児童相談所・区役所・学校や医療機関‘地場の関係者のネヅトワークを強化し、児童虐待の 1
予防・早期発見・再発防止に取り組みました。〔研修会:359回、虐待防止ハンドブック配布:

23，000部、個別ケース検討:440件〕。横浜型児童家庭支撞センターの設置 (3か所)や、児童養護施設の新設 (1か所)、里親や
ファミリーホーム事業の拡充等により、それぞれの家庭が抱える課題に適した養育環境を提供

しています。

く〉 乳幼児健康診査やこんにちは赤ちゃん訪問を通じ、身近な地域の子育て相談や支援の場につ

いて、必要な家庭にきめ細かく情報提供されています。

く〉横浜市DV相談支援センター設置や、シェルタ一等での支援の充実 (2か所)により、相談・

安全確保、住まいや就労等の自立支援が強化されています。また母子生活支援施設退所者を対

象に、相談や支援者の発掘などのフォローを実施しています (134世帯)。 a 

-F銅~.，.:;藷因。扇町咽圃

• 23年度に児童虐待死亡事例が2件発生しました。児童虐待やDVの根絶は中長期的に取り組

主霊童であり、虐待による死亡事例等をなくすためには、引き続き、児童相談所、区役所、学

校、保育所、地域などの関係機関相互の連携強化、専門職員の人材育成、さらに養護施設入所

枠の確保など‘ I体制や環境警強化し取組を進めていきます。また、墓飽笠益基を行い、その結

果を今後の虐待防止施策にいかしていきます。
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①消防隊の出場指令から
現場到着までの平均時間

②50皿 A 降雨における浸水
対策の整備率

-・・li司祖師也雌ヨ~~羽，P..:IÐ.'"ヨ・

5.9分以内

河川:86.3% 
下水:64.9% 

N基本政策2の状況

く〉 あらゆる災害等に対する即応体制の強化を図るた

め、消防・救急各部門における部隊訓練等の実施や、

消防通信指令システムの充実・強化に向けた基本設計

を行うとともに、狭あい道路の拡幅に対する協議や助

盛を行うなど、安全で良好な市街地の形成、住環境の

整備を進めました。

〈狭あい道路の鉱幅整備済の路線〉

。ゲリラ豪雨などによる浸水被害を軽減し、災害に強
く安全・安心な都市環境を形成するため、週盟盈筆笠

下水道の整備などによる総合的な浸水対策、急傾斜地

』車聖護に取り組みま“した。

-lll1J歪P.:iE諸問瑚扇町謂.

- 震災を踏まえ、消防力の更なる充実・強化を図る必要があります。・市民ニーズとしては狭あい道路の解消を望む声が多く、市民の日常生活や救急・消防活動の
阻害要因を解消するためにも、狭あいな道路の拡幅整備を更に強化する必要があります。・近年の想定を超える局地的集中豪雨の影響で、急激な河川の増水による溢水などの浸水被害
の危険性が高まっているため、引き続き、河川改修や雨水幹線等の整備を進めるとともに、浸

水区域を想定し、避難場所などの情報と合わせた「内水ハザードマップJを市民に公表するこ

1 とにより、防災意識の向上を促し浸水被害の最小化を図ります。
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N基本政策2の状況

開理軍彊

【達成指標の状況】
・ 内サム

二お4策語定査時持の期値j 
- 会cz目E標年値度~)\ Iし {事講査近時頃期醸3 ;現達状成、度倒i一

凶"

i塞威指穣: 所管漬
目司 ; ~ " 

①横浜市耐震改修促進計画の
】-.- ~-;-7可t. ~ - .~ヒ". ~ .~ 

37.8% 46，8'恥
住宅の耐震化目標に対する

(21年度)
80覧 (23.年度1

。k 建築局
進ちよく率 1 、 - .;，.' " ~-・ "~. ，‘ 

②家具類の転倒・落下防止対 53.5% 
70免

5事。郵 A 消防局
策実施率 (20年度) <2:4:年度1 誠一，

，~Efl.qゆ!'jJ~fí~:r"'m

』く〉 住宅の耐震化支援事業で、耐震診断が、杢造 く木造住宅耐震「診断」及び「改修J申請件数推移〉

住宅3.477戸、マンション(本診断)10件 (19 診断件数

棟、 1.033戸)、耐震改修が戸建て334戸、マン

ション1件(1棟、 27戸)で行われ、耐震化が

進みました。また、震災後は、木造住宅の耐震

診断・改修の申請件数が急増しました。

く〉 いえ・みちまち改善事業では防災上課題のあ

る密集市街地において広場整備や狭あい道路

拡幅整備を実施したほか、防災まちづくり計画

改修件数

も1地区で策定されました。 資料:建築局。中学生を対象とした救命講習や、小学校へのお出かけ防災教室等を積極的に実施し、将来の
防災の担い手を育成しました。

o 液状化の恐れのある地域防災拠点への仮設トイレ用排水設備を 21か所設置しました。

E害軍事Z豪雪爾I胃・
. 震災を受け、市民の皆さまの防災に対する意識が高まる中、「横浜市防災計画Jの見置しを

踏まえ、災害に強いまちづくりをこれまで以上に推進します。・耐震診断・改修の申請が急増している木造住宅など、建築物の耐震化施策を着実に進めると
ともに、家具類転倒・落下防止対策の啓発、いえ・みちまち改善事業による防災まちづくり

などの取組も積極的に進める必要があります。・地域防災の担い手の育成を行うほか、防災ライセンス取得者のネットワーク化を充実するた
め、その前提として取得者を増やす取組などを進めるとともに、消防・防災無線などの情報基

盤を引き続き整備する必要があります。・震災を踏まえ、仮設トイレ用排水設備の計画期間中の設置か所数を当初の41か所から 51か
所に増やし、液状化の恐れのある全ての地域防災拠点への設置を本計画中に完了させます。

'ーーーーーー---ーーーーーーー『ーーーーーーーーーーー曲目ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-----ーーーーーーーーーーーーーーーー
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I} 
23年3月に発生した東日本大震災は、建物・道路の損壊や液状化、

観光客の減をはじめとした経済活動の僅迷、原発事故による市民生活

の不安など、本市においても様々な影響を及ぼレました。

震災の発生後、帰宅困難者対応や道路の修繕など被害への迅速な対

応を行いながら、「防災対策強化」、「横浜経済の安定」、「市民生活の

安山確保」の視点から、「総合的な震災対策の考え方J(23年5月〉

をまとめ、一丸となり取組を進めてきました。

。震災対策の主な取組

被災者・被災地

支援対策

鮪災対策

放射線対策

経渚対策

市民生活対策

.今後の対応

-帰宅困難者対策(一時滞在施設の指定、備蓄物資の拡充、帰宅支
援ステーションの拡充〉

・民間建築物の耐震化補助率の引き上げや、耐震対策が必要な区庁
舎や市立学校・橋りようなどの公共施設の耐震化の実施
・津波への対応 (r津波からの避難に関するガイドライン」の策定、
津波警報伝達システムの整備、携帯電話等を活用した緊急速報メ
ールの導入〉

・災害対策用備蓄呂・防災機器等の充実

・健康・食品相談電話窓口の開設やシンポジウムの開催等普及啓発
.保育所・小中学校・公園などの空間放射線量測定
・食肉市場に入荷する牛の全頭検査、市内産農畜水産物・流通食品・
市立小学校の給食食材の放射性物質検査
・「マイクロスポット」対策や放射線量測定機器の無料貸出
• 
• r緊急特別相談窓口」や「震災対策特別資金」の創設などによる中
小企業への融資・相談簿の支援

・企業誘致や観光・ MICEの誘客に向け、海外でのトップセールス
やメディアを活用した「横浜の安全と元気Jのアピール

・節電・省エネへの対応(横浜市節電・省エネ対策基本方針の策定、
熱中症対策等〉

・児童生徒の山のケア、防災意識の向上
・自力避難が困難な方に刻する支援の強化

これまでの取組を踏まえ、「減災」に向けて、横浜市防災計画を今年度中に見直

していくととちに、区庁舎や市立学校などの耐震化の推進などを進めていきます。

また、放射線対策については、子どもの安全を最優先に、引き続き「マイクロスポ

ット」対策や食昂の新基準に対応した放射性物質検査を実施するなど、今後も区局

横断的に一丸となって対応レ、市民の皆さまの不安解消に努めます。今後の課題と

しては、下水汚泥焼却灰等の問題を解決していく必要があります。

経済対策としては、中小製造業が省エネ・節電に対応するための設備投資への朗成や、海外から

の誘客に向けた積極的なPRなど、継続的な対応を行っていくとともに、欧州債務危機や円高等な

ど新たな課題も踏まえながら、厳しい経営環境にある市内中小企業の資金繰りなどの支援も行って

いきます。
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N 基本政策2の状況

EZ 安心して暮らせるまち 中間 ，.. 

評価 ;一

0地域で住民が互いに協力し合って、防犯活動や交通安全などに取り組んでおり、安心し
目 ! て暮らすことができています。

標 :0事故や消費者問題など、生命・生活にかかわる不安要因を予防し、安全な生活環境を実

【達成指標の状況】

策定時の値 目標値 直近の値 現技の
達成指標

(調査時期) (25年度) 〈謂査時期) 達成度
所管局

①犯罪や防犯について「心配J 11. 4% 
10%以下

8.0覧
@ -湖坊局

と考える市民の割合 (21年度) (2'4年度)

②刑法犯認知件数
37，490件/年 対前年より I 32.，51.1件J年 。?師万局
(21年) 減少 I (23年)J

-冨標電電窟習室開:四探3・
!<> 防犯キャンベーンや犯罪が多く発生している地域 ' i 

i を中心に、広域的なパトロールなどの防犯活動支援 く横浜市の刑法犯認知件数の推移>

! を実施しました。 件
80.000 

件
3.000.000 

!。刑法犯認知件数は、 16年をピークに減少しており、 I70，0∞ 
i 23年は、ピーク時と比べて半分以下の件数となりま |:::::

2，500.000 

2.000.000 

した。

く〉 市民の犯罪被害のリスクを減らし、市民生活の安心

感を高め、本市のまちの魅力を増進するため、17年

に策定した『よこはま安全・安心プラン1を 24年 2

旦1三豊宣し、地域におけるコミュニティの重要性を
再認識した新しい行動計画を策定しました。

40，000 

30，000 

20.000 

10.000 。
16年17年 18年 19年20年21年22年 23年

1.500.000 

1，000，000 

500.000 

。

資料:消防局

く〉 横浜市消費生活総合センターでのあっせん解決件数は、22年度 1，747件、 23年度 1，913件

と、問題解決に取り組みました。

-辰野~，~賓碩6n調・
『

4・ひったくりや振り込め詐欺などの身近な犯罪が依然として発生しており、その被害を防ぐ萱
発活動及びパトロール等を引き続き実施する必要があります。・家庭内や公園など、 身近な場所における子どもの事故予防について、保護者や利用者への啓
発を行っていきます。・消費生活相談において、消費者と事業者の様々なトラブルに対し、引き続き円滑な問題解決
を図っていきます。
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N基本政策2の状況

:0生活困窮に陥り、周囲から孤立する人々が、福祉・雇用などの複合的支援や地域住民の
目! サポートなどにより、安定した生活を送ることができるようになっています。

標:0 i社会の宝」である子ども一人ひとりが、家庭の経済的な状況にかかわらず、将来の自
立に向けて、い

①就労支援専門員の協力によ
る就労者数

②地域でのきめ細かな進路選
択支援を受ける青少年の数

-E圃両軍司匝鍾ゆ亙童四l~~:r.:llii.司Eヨ・

1，600入/年

650人/年

<) 生活保護受給者への就労支援については、就労支援を専門

こども青少年局

に行う「就労支援専門員』を各区に毘置し、履歴書の書き方 〈就労支援専門員による就労者(人)>

や採用面接の支援、ハローワークへの同行などの就労支援を

これまで以上にきめ細かに行いました。この結果、盤盟主主主

が増加し、その効果は 23年度決算ペースで保護費 8.5億円

金金盤還となるなど、高い成果が生まれました。。困難を抱える若者の自立支援施策の充実として、不登校、
ひきこもり、経済的困窮や障害など、困難を抱える若者延べ

H21 H22 H23 

56，849人(23年度)に対し、青少年相談センター等において 資料健康福祉局

きめ細かく切れ目ない相談支援・情報提供等を行いました。 ! 
<) 子どもや若者の目線に立って、これまでの施策や事業を見直すとともに、包括的な支援の仕i
組みづくりを進めるため、 r横浜市子ども・若者支援協議会Iを設置し、協議を重ねました。 i 

-E帯主1'.:E髭.~ゆ扇町週・

- 生活保護受給者の中には、長期間就労から離れている方もいるため、就労支援体制の充実に

加え、就業前訓練や職業体験などの就労意欲を喚起する取組や、技術習得など雇用につながる

聖鎧などを実施、拡充していきます。また、貧困の連鎖を断ち切るため、 NPO法人や市内大学

と連携した生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援事業の実施区拡大など、高校卒業後の

安定した自立の実現に向けて取り組みます。

• i横浜市子ども・若者支援協議会」がまとめた「子ども・若者支援の新たな取持且」の意見提

案を受け、本市の思春期健全育成や若者の自立支援に向けた総合的な対策客検討します。 j

45 



N 基本政策2の状況

0高齢者がいきいきとした生活を続けるため、社会活動への参加や介護予防への取組が活
目! 発になっています。

l 

標 ~O必要なサービスや支援を受けることにより、住み慣れた地域で暮らし続けることができ

ています。
， ，...，チ'-~-7"S.....，...件記』掛ハ、→ヲ叫 何~~、出柏に応

②在宅サービスの利用満足度 7日目

③特別養護老人ホーム平均待 I 14月
ち月数 I (21年度) 12月

-圃圃I:~抱値幅事時間:'.:IIli筆書.

o 体力向上プログラム、脳カ向上プログラム、はつらつシニアプログラムなどを行い、高齢者
が介護予防に取り組む機会の充実を図りました。

く〉 介護支援ボランテイアポイント事業に 3.824人(累計
5.964人)が登録し、受入施設は277施設となりました。

o 小規模多機能型居宅介護事業所を39か所整備するなど、
在宅サービスの充実を図りました。

く〉 特別養護老人ホームを 12か所整備 (1，390床の増加)し、 E

| 21年度 22年度 23年度
入所待ち月数が減少しました。

資料:健康福祉局

-E帯主P.:iIi藷E租扇町週圃

- 高齢者が地域で自立した生活を送れるよう、以下の事業などに取り組みます。 i・介護予防については、地域の人材や特性をいかした高齢者が主体的に継続して行う介護予防
のグループ活動「元気づくりステーションJなど、高齢者の日常生活圏域で介護予防活動が充

実するよう地域づくり型介護予防事業を広めていきます。・可能な限り地域でその人らしく生活することができるよう、小規模多様能型居宅介護事業所
等を計画的に整備していきます。・医療依存度が高い要介護者へのケアにあたっては、医療と福祉の連携は欠かせない状況とな
っています。そのため、 24時間対応の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業を全区で展開
し、単身・重度の要介護者等にも対応できる体制を整備します。・単身世帯の増加に伴い、ひとり暮らし高齢者「地竣で見守り l推進事業の全区展開などを遇

」 じた孤立予防対策や、生活支援サービスを充実します。
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「横浜市障害者プランJ(第2期)を着実に推進し、特に「将来にわたるあんしん施策Jに

自 l 取り組むことにより、
l 

標 jO親なき後も安心して地域で生活できる仕組みの構築が進んでいます。
0障害者の高齢化・重度化への対応が進んでいます。
抽暗唱止拝+:t:.ための"'"仏畑品、九叫r.-'"き士申

70% 

50目

③障害児の放課後等の居場所 I38，680人/年
の年間延べ利用人数 I (21年度) 59，000人/年

-田町i1eヨ匝幅削主要淘j聞 ;r.:ili¥薫ヨ・
<> 後見的支援制度を開始し‘利用登録者が206人、地域で利用登録者を支えるあんしんキーパ
ーの登録者が247人となりました。<桂見的支撞制度畳録者と支撞計画がある人由割合〉
<> 障害児・者の移動に関する情報を収集して相談や調整 1250人 1田%

を行う移動情報センターを 3 区で設置しました。 1200人~=翠21まある人司品斗 8脱。訪問看護サーピスやショートステイなどを一体的に 1150人i -盤幽!叫

提供する多機能型拠点の整備に2か所で着手するなど、 1∞人! ι ，そ翌」ニ
障害児・者の地域生活支援の充実を進めました。 I日人1-_"""'" .・-，-j2蹴
く〉 障害児の居場所づくりについては、より身近な地域で I0人i - _，j 偶
の利用を可能とするため、新規に8か所の整備を行い、 | 22年度末 23年度宋

実施数が17区20か所となりました。 資料:健康福祉局

-E帯電. .:IE藷E割TJ:iii.dl

φ 支援体制の構築は進んでいますが、制度が十分に認知されていないことから、宣l産金庫盟主
着実な展開に取り組みます。「障害者の地域における孤立イじ」の予防効果も期待できます。・身体・知的・精神の3障害に加えて、発達障害児・者等に対する就労や生活に関する支援ニ
ーズの増加等が大きな課題となっていることから、地域における相談技術の向上等を目的とし

たサポートコーチ事業の成果を踏まえた支援体制の強化を進めます。・24年度から、国事業の放課後等デイサービス事業が始まります。同事業への転換により、利
用者の負担軽減や運営の安定化を図り、学齢期の障害児の居場所の拡充を行います。

. 老朽化が進んでいる障害児入所施設「横浜市なしの木学園」について、より望ましい生活環

境を確保するため再整備を行います。また、併せて民営化を行います。
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0一人ひとりが、自分にあった方法で、健康づくりに取り組むことができています。

目 jO感染症や食中毒など、身近に潜む健康危機に対して、予防策や拡大防止策が構築されて
標 います。

:0一人ひとりが健康で安心して生活でき、困難を抱えても自殺に至らないように相談体制

の整備や啓発などが進んでいます。

-E圃IF，~壷鍾lJ~護団i開:r.:IIÐ骨~'"・

<> 第1期健康横浜21計画に基づき、生活習慣病予防の推進を取組テ くウォーキングイベン卜〉
ーマとした教室・講座、イベント等を関係団体と連携して実施し、

ウォーキングや体操教室に319，784人、食育啓発活動に377，593人

益金担しました。

<> 23年度の肉の生食による集団食中毒事件では、市内の食肉取級い
全施設(約 4，000)への一斉点検実施や、幼児・児童の全保護者等へ
の重点的啓発に取り組みました。

く〉 衛生研究所の再整備・機能強化については、 26年度開設に向けて基本設計・実施設計を行う

など順調に事業を進めました。

く〉 こころの相談センターと区が連撲して啓発を進め、ゲートキーパー数を増やしました(自殺

対策研修:22年度6回、 23年度37回、合計43回)。

<> 震災の発生後、区局横断的な対策を推し進め、 23岸度は放射線対策として、電話相談受付{約
旦2盟企L、小中学校などの空間線量測定(約 4，300施設)、牛の全頭検査(約 9，000頭)、宣園
産農畜水産物・流通食品・小学校給食食材の放射性物質検査(約1.8.∞件)、「マイクロスポッ

;---=弘星室生唾釘塑量測~唾曹の無料貸出生~:~~主主ど主」EL---一一一ー一一一ー一一ーー
置重量書置誼盗盟醤~ (放射線対策については、 43頁のコラムに記載)

. 超高齢社会を見据え、「健康寿命の延伸1 を基本目標とした第 2期健康横浜 21 計画 (25~34
年度)を策定します。食事や運動による生活習慣の改善と生活習慣病の重症化予防に向け、ラ
イフステージごとの取組や『よこはま市民健康ポイント制度lの活用などによるきっかけづく

り・継続支援を、各区の取組状況や課題も反映してきめ細かに展開していきます。・食品衛生法に基づき提供禁止となった生食用牛レバーなどについて、事業者や消費者を対象
にした十分な啓発や監視指導を行い、食の安全強化を推進します。・自殺対策について市民の関心をより高めていくため、市の殴組などの広報方法を工夫し、普
丞萱皇室を進めていきます。また、ゲートキーパーのさらなる増加に向け、区との連携を拡充す
るなど、効果的な啓発を行います。
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5.3分以内

園田耐震書留届藷縄問:. ..:罰法彊・

o 医療機関の情報提供や小児救急電話相談などをひとつの電話番号で案内する『救急医療情
報・相談ダイヤル(非7499)Jを設置するとともに、小児救急電話相談の時間延長やオペレータ

の増員により、相談体制の充実を図りました。また、出産施設を探している市民の方の不安を

解消するための『摩科あんしん電話j を開設しました。

o 新規に出産の取扱いを開始する医療機関に対する助成等、出産受入体制を強化するととも
に、産科拠点病院の整備に向けて、候補となる3病院を準備病院とし当直体制の強化を進めま

した。

，〈〉横浜市立大学では、累計24件の医療技術が先進医療として承認を受けました。

-E帯主1'.11亘書簡ゆ画面団圃

@ 医療機関の適切な受診の啓発や「救急医療情報・相談ダイヤルJの充実などに取り組みます。

φ 出生数に対する市内出産取扱件数の割合は、ほぼ横ばいで推移しました。引き続き崖畳屋血
の確保や病床整備等を進めるなど、安心して子ど

もを産むことのできる体制を強化していきます。

φ 救急需要の増加に応じた救急隊等の確保・適正配
置及び資器材整備を進めていきます。また、塾急車

金適正直旦についても引き続き周知を図っていき

ます。

21年度

22年度

23年度

く市内の出産取扱数の推移〉

市内 出生数に 市内
出産取扱数 対する割合 出生数(※)

28.096件 85.6% 32，816人

28，041件 85.6% 32，747人

26，825件 85.7% 31，296人・子育てに係る経済的な負担を軽減して子どもの ※出生数は各年暦年(1月-12月)の劉直
健やかな育成を支援していくため、小児医療費助成 資料:健康福祉局

について通院費用の助成対象を小学1年生まで拡大します。・横浜市立大学では、生命医科学研究科の設置や先端医科学研究センター棟の建設などによ
り、先錨医療の発展に寄与する研究や人材育成に一層取り組みます。・市民病院は施設の狭あい化が著しく、医療機能の拡充や医療機器の更新も困難な状況である
ことから、再整備に向けた検討を進めます。
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-Ei電量IC.スポーツや学びで育む豊かなくらし

【達成指標の状況】
r:~"""" ーで 4日制ー w 

策定時の恒 一1 . 直近の値L 現抵の
ヲ

目標年値度達成指標l 所管局
(調査碕期〉 戸 ー(25~Il) 【仁 (調査時期y→ 4 達成麗---

①週1回以上のスポーツを行 51. 7% 54.5略55%以上 。市民局 | 
っている成人の割合 (21年度) (23年度)

②ウォーキングや体操など定 一
期的に運動している高齢者

53.0% 
60%以上

53. 1覧
A 健康福祉局

の割合
(19年度) (22年度)'，

，~~@]:~~~fí~:r~iJ~ 

く〉 週1回以上のスポーツを習慣としている市民は3年連続で上
く横浜マラソン大会> ! 

墨 し、ウォーキングやストレッチなど気軽にできる運動に取り 軍部て務長て吃一品 !

組む市民が増えました (23年度横浜市民スポーツ意識調査)。

く〉 横浜マラソン大会 (23年度8，694人参加)など、 市民参加型ス

ポーツイベントの開催や、地域でのスポーツ活動を通じて、市民

がスポーツに触れる機会を提供しました。。世界トライアスロンシリーズ横浜大会、横浜国際女子マラソ
ン、全日本少年軟式野球大会など、大規模スポーツイベントを開

催し、市民スポーツ振興とシティセールスを推進しました。

く〉 横浜市には横浜DeNAベイスターズ、横浜F・マリノス、横浜FCといったプロスポーツチー

ムがあり、 23年度には新しいプロバスケットボーノレチームを横浜に誘致し、横浜ピー・コルセ

1 アーズが誕生しました。この4つのプロチームを横浜全体で応援する『横浜熱闘倶楽部jは、観

J 戦機会の提供や市民とチームの交流促進など、市域のにぎわいづくりや、青少年に夢を与える l

i 孟塾を行っています。 i 
o 高齢者自身が体操 ・レクリエーション指導者として地域で活躍できるよう、高齢者の体操等i
l 指導者 (23年度現在累計809人)の養成を進めました。 ! 

E顎事E軍軍商都置
iV五郎ス~-ツ習慣やスポーツイベントへの参加ニーズは上昇傾向一ーにあり、今後もより多く i
の市民がスポーツに親しめる環境を整えます。

. 定期的な運動をしていない高齢者への普及啓発がより一層求められています。各区局や地域

の団体等が行う、ウォーキングや体操教室等の健康づくりイベントにより、身近な場所での運

動の機会を増やすよう取り組んでいきます。
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:0市民の多様な居住ニーズに対応できるよう、様々な住宅が供給されています。特に、少
目 i 子高齢化に伴い、子育て世帯や高齢者が安心して暮らせる住環境が提供されています。
標 :0マンション管理組合の取組によって、良好な維持管理が行われています。

.酎圃F1i軍事値幅五暗闇，r..::lE¥来週・
o 子育て世帯向け地域優良賃貸住宅の制度化や地域子育て応援マンシ
ョンが計画認定1件、本認定2件されるなど、子育てにやさしいマン

ションの供給が促進されました。

o 昭和40年代に建設された市営住宅を対象に住戸改善事業を220戸‘
エレベーター設置事業を 15棟実施し、高齢者のニーズに対応しました。

また、市営住宅の耐震改修が実施され、耐震化が進みました。

o 介護や安否確認などケア付きの高齢者向け住宅等の確保では、 1，228床(戸)の介護専用型
特定施設やサーピス付き高齢者向け住宅の確保を行ったほか、『よこはま多世代・地域安流型

金主よ2皇室Eにより、高齢者が他の世代と交流しながら安心して日常生活を営むことができる
住宅の供給の事業化を行いました。

o マンション管理組合支援事業では、 105件のアドバイザ一派遣を行う等適正な維持管理や改
修・建替に関する支援を行いました。

-E帯主，.:r;蔀.~ゆ扇町画・

一一一一一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
- 子育て世帯向け地域優良賃貸住宅については、 24年度からモデル事業を実施し、亙宣笠盤坐

子育て世帯向けの良質な既存ストックの活用等(市住宅供給公社が管理・保有する住宅が選定

対象)による家賃補助付きの優良賃貸住宅を新たに供給し、制度拡充しながら、子育て支援と

しての住まいづくりを推進する必要があります。・高齢者が他の世代と交流できる良好な居住環境を備えた『よこはま多世代・地域支流型住宅I
が民間事業者により供給促進されるよう‘市有地の活用等に取り組みます。

φ 市営住宅の整備については、耐震化を優先して進めつつ、エレベ}ター設置についても、今

後進めていく必要があります。
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:0自治会町内会をはじめとする様々な地域の団体や人々が、課題解決に向けて自主的・継 B

続的に取り組んでいます。また、地域間の情報・意見交換や連携した取組が行われるな

目: ど、地域に適した形での地域自治が推進されています。

長jO区役所が地域住民の声を聴きながら、それぞれの地域に応院地域支援ができるよう、
横断的な体制jになっています。

0地域課題解決のため、区役所が把握した地域の情報や課題をもとに、市政全体として現

全区で拡充

実施

国同園~~費量値観亙車種開:r~輩彊・

<> 地域の団体等が連携して行う取組を推進するため、地域運営補助金を創設しました。この補!
助金は旦並区玄室且され、地域を主体とした防災や高齢者の見守りなどが行われました。

<> 市・区において、地域福祉保健計画を策定・推進しました。本市では全国に先駆けて市内全
域で地区計画 (235地区)を策定・推進し、地域福祉保健の推進に取り組みました白推進にあ
たっては、区役所で地区別支援チームを組織し、地域住民と協働して進める体制を作りました。

<> r地域まちづ。くり推進条例Jを活用し、身近な地爆のまちづくりに取り組む活動が全市域に
着実に広がりました (23年度:161団体)固また、地域の人々や地元企業が‘身近な道路の美
化や清掃を行うハマロード・サポーターの活動が進められました (23年度:324団体)白

<> 地域ニーズに沿った施設のあり方検討プロジェクトや地域支援会議において、今後の地域施
』 設に求められる機能や整備のあり方について、検討を進めました。

-E聖書護flê霊t~ゆ扇町酒・

- 地域が主体となって活動を進める上で、今後さらに幅広い世代の参加を促し、活動の担い手

を拡大してい〈ことが必要です。担い手育成講座の開催や第2期横浜市地境福祉保健計画策

定・推進委員会が作成した「地域活動のヒント集J(23年6月)などを活用し、新たな活動を始
めるきっかけづくりなどに取り組みます。・地域福祉保健計画について、これまでの取組の課題や検証をふまえ、第3期市計画 (26~30
年度)の策定に向け、準備を進めます0

. 地域の紳を育み、地域で支え合う社会の構築に向けて、自治会町内会活動を支援するととも

に、豊かな地域社会の形成に向けて、引き続き市民協働を推進していきます。
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!コラムn横浜市が目指す地域自治~牒の職坤湖こ発揮官砧うは絞めに~I~
一一一一一一一…一一一
本市は、人口約370万人が暮らす大都市ですが、細かにそれぞれの地域(まち〉を見てみると、
住宅地であったり商業地であったり、あるいは、地形や成り立ちになどlこよって、住んでいる人の
意識や年齢層が異なるなど、実に多様な姿を見せています。

こうした状況の中、地域では、自治会町内会などの様々な団体が自主的な活動を行っていますが、

地域課題の多様化・複雑化に伴って、よりきめ細やかな対応が必要になり、地域のことを良く知る

人々や団体との協働がこれまで以上に重要となっています。

そこで、住みよい地域を目指すために、様々な人々や団体が連携した課題解決や魅力づくりへの

取組に対して補助等を行う「元気な地域づくり推進事業J(23年度から〉を活用し、地域の実状に

合わせた支援を進めています。

こうした結果、各区でId:，地域が主体となって、子育て支援、要援護者対策、防災・防犯活動、
地域経済の活性化などの様々な取組が広がってきています。このように、そこに暮らし動く人々や

団体が、「自分たちの地域のこと」について話し合い、意欲的に取り組むことで、地域の紳を育む

とともに、「住みよい地域」が実現することを目指しています。

L-手作即時間~
中区第4地区南部t:liI=.. . 
高齢者への支援、地域資源の掘り起こし、歴史ある商

后街の活性{じなどの課題解決lこ向けて、地域のつながり
を深め、さらに活動の幅を広げるため、自治会町内会や

商庖会、地区社協樹、地区民児協ねなどの綴々な団体や

地域施設が連携して、新たに第4地区南部元気づくり挺
進協議会を立ち上げ、講座や震国づくり、地域をめぐる

ツアーなど多彩な活動を展開しています。

〈池辺地区:浄念寺川せせらぎ緑道の花壇整備〉 都筑区池辺地区百歩

〈第4地区南部:本牧ハロウィシ〉

大型マンション開発によって未就学児と子育て世

代人口が急増する中、これまで個別に事業を実施して
いだ自治会町内会や地区社協制、地区民児協*2などの

関係団体、学校や PTAなど様々な団体が連携して、
池辺地区元気づくり協議会を立ち上げ、親子広場など

の子育て支援や、小学生との桔壇づくりなど、地域ぐ

るみで子どもの成長と環境を見守る活動に取り組ん

でいます。

戸塚区深谷台地区芝liI=・.. 
自治会町閥会活動や配食・介護・交流サロンなどの

市民活動団体の高齢者支援の活動が盛んである当地区

のドリームハイツでは、小学校区及びその周辺地域も

含めた相互の朗け合い、連携を強化するため、ドリー

ムハイツで活動している団体を中山に周辺の団体とも

連提レて、深谷台地域運営協議会を立ち上げました。

小学校内の地域交流室を拠点とする「見守りネットセ

ンター」での高齢者支援や小学生の学習支援にも取り

組むなど、住みよいまちづくりのための幅広し1活動を

推進しています。
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N 基本政策2の状況

EE  コンパクトで活力!のある郊外鵠のまちヲJ〈り
0地域の拠点としての駅周辺の整備や市民に身近な環境の整備、個性ある景観づくりが進

むとともに、市民主体のまちづくり、地域運営が推進されています。

門 :0駅前などの拠点と緑豊かな郊外住宅地が地域交通等でつながり、快適で利便性の高いコ

品目 ンパクトなまちが形成され、市街地の拡散を抑制しつつ持続可能な都市づくりが進んで
います。

O市民の定住意向が高まるとともに、まちなみや景観、最寄駅周辺の整備などへの市民の

【達成指標の状況】
・一目 ・』・-

策定時の値 目標値 直近の値 現技の達成指標 ..0..1 i.・- 所管局
'_ 〈調査時期〉 (25年度) (調査時期) 達成度_"ι' 酬 ー 、

①市内での定住意向 72.0% 75対 75.3% 。建築局(21年度)
ぶ c (23年度)

②最寄駅周辺の整備について 19.0% 25免 20.7% 
A 都市整備局の満足度 (21年度) (24年度)

③全まちなみや景観の形成・保 11.1% 13% 11. 4% 
A 都市整備局の満足度 (22年度) (24年度)

-官房軍軍軍事産理想軍軍事・。人口減少等を踏まえた住環境などの充実へ向けて、「持続可能
な住宅地モデルプロジェクト」のモデル3地区を選定しました0

0 鉄道駅周辺の拠点整備事業として、上大岡C南地区等2地区で

事業が完了し、戸塚駅西口第1地区等を始め6地区が事業中で、

機能集積や利便性の向上が進みました。

く戸塚駅西口第1地区>

。地域まちづくり推進事業では、 地域まちづくり活動団体の登
! 録・認定が161団体、ヨコハマ市民まち普請事業で9件整備され、
! 市民主体の地域まちづくりが推進されました。

E害顎烹Z軍軍扇I胃・
1・コンパクトで活力のある郊外部のまちづくりの達成に向けては、一部の地域で、人口減少 ・!
少子高齢化が進み、空き家・空き地の発生や地域活力の低下等が顕在化している状況を踏まえ、!

地域特性や地域ニーズに合ったモデル的な取組を局際的に展開すると共に、全市域への波及を !

推進する必要があります。また、 r持続可能な住宅地モデルプロジヱクトIを進めながら、地 !
域交通、生活支援機能の充実、住替え支援等、住宅団地再生や住宅地のまちづくりに取り組み !

ます。 1 ・鉄道駅周辺の拠点整備については、引き続き、地域特性や地域ニーズを踏まえ、地域の拠点!
としての都市基盤の整備や生活利便施設などの機能集積を積極的に推進します。 i 
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①パス・地下鉄などの便に対
する満足度

②バリアフリー化整備延長の
増加

園田町霊童鍾ゆ亙量得j阿南:r..:tD.主ヨ・

18.71叩
(21年度)

46略

30.71由

o 地域交通サポート事業については、地域に適した交通サーピ
スの実現を目指すため、運行に至るまでの立ち上げに対して支

援を行い、交通手段の導入促進を図りました。

o 誰もが安全に、そして'快適に移動できる歩行者空間を創出す
るため、横浜駅の自由道路の整備を始め、鉄道駅のバリアフ

リー施設の整備や‘放置自転車防止等の啓発(放置自転車削

減台数は2か年で約 7，800台 (4か年目標:5，000台以上)) 

に取り組みました。

N基本政策2の状況

o 都心部活性化、観光振興及び脱温暖化に向けた先進的な取組として、 23年度から横浜都心部
において を開企台しました。

-E書留軍軍事ゆ回目言語圃

φ 地域が主体となって、生活に密着した交通手段の導入に向けて取組を行う場合に、霊皇i型
且萱)(/)量盤、蝋域全体の合意形成が課題となっているため、地域ニーズを把握するとともに、

安定した利用者確保策などの検討を行う必要があります。

φ 駅周辺で公共交通機関、公共的な施設、歩道等を総合的にバリアフリー化するため、バリア

フリー基本構想を策定し、施策を実施していますが、放置自転車対策の実施など丘旦77旦ニ

単昼豆箪筆も合わせ、住む人や訪れる人が徒歩で安全に移動できる環境整備を行う必要があり

ます。
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N基本政策2の状況

0公共施設の点検を強化し、効率性の高い保全計画に基づく保全工事を着実に進め、厳し
目 i い財政状況下でも施設の安全をしっかりと守っています。

標 :0市民利用施設等を一層有効活用できる仕組みについて検討し、多様な市民ニーズを柔軟

に受け入れられるように取り組んでいます。

①市民利用施設保全対策工事
実施施設数

②早期に補修が必要な橋りょ I 92橋
う数 I (21年度末)

③学校施設の長寿命化計画の
策定と推進

-E・H軍事鍾~~童施;闘:，..:む薫ヨ・

。橋

策定・推進

o 市民利用施設については、現状点検に基づいた適切な優先順位付け等による、効率的な計画
保全を着実に実施するとともに、対策工事の発注時期の量適化等の工夫により対策工事実施施

塾塾査監査することができました (180施設/年)。

く〉 競技場など大規模な施設についても現在の劣化状況を考慮した保全計画を策定し、将来的に

必要となる保全費の把握を進めました。。教育文化センターをはじめ、市民利用施設の廃止に伴う機能移転など、既存ストック(本市
の休止施設など)の有効活用を進めました。

-E主新揮星三重宮廷研扇町温・

- 過去に集中的に整備された施設が一斉に老朽化の時期を迎え、劣化の進行した施設が大幅な

増加傾向にあり、安全な市民サービスを確保するために、より多くの施設への対応が必要です。

@ 橋りょうでは、重要橋りょうの耐震補強や老朽橋の架替えを優先して工事を実施しているた

め、十分な長寿命化対策ができていません白今後は長寿命化を図る橋りょうを再精査し補修し

ます。・公共建築物の現状を示し、今後の公共建築物のあり方等について議論を行うための基礎資料
として、『績浜市公共建築物マネジメント白書(仮称)J~作成・公表しますo (25年3月予定)・引き続き市民利用施設や学校などの既存の公共建築物の有効活用に向けた幅広い取組を進
金主主主主主具
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N基本政策2の状況

①在住外国人のうち、現在の
暮らしに満足している割合

.Mi軍司値幅畳ゆiI::ti碍j同市:r.3li骨Eヨ・

65% 

。女性の社会進出、経済の活性化、大規模国際会議の誘致等の実現に向け、市長をトップにひ

た自治体外交を推進しています。

く〉 フランクフルト市とパートナー都市協定を締結し、地 くパートナー都市協定締結〉

球温暖化対策、経済、文化芸術創造都市の3分野を中心に

連携を深め、企業誘致や学校間交流を進めています。

o これまでの国際協力における豊富な連携実績を踏まえ、
J ICAと地方自治体初となる国際協力全般に関する包

括連携協定を締結しました。

く〉 姉妹都市提携45周年を記念して、ムンパイ‘マニラ、

オデッサ、パンクーパーの代表団が横浜を訪問し、今後の

都市間協力について協議しました。

く> 1 TTO (国際熱帯木材機関)25周年記念行事に対する支援を通じて、市民に横浜と国際

機関の関わりや国際協力について広く周知しました。

o 日本語教室を22年度2か所‘ 23年度2か所開催しました。また、国際交涜ラウンジを2か
所新設し計 10か所とするとともに、各ラウンジに全体調整等を行うコーディネーターを配置

するなど機能の充実を図りました。各ラウンジで外国人を対象にして実施したアンケ}ト調査

では、 8割を超える方から横浜は住みやすいまちであるとの回答を得ました。
P閏・・--ーーーーーーーーーーーーーーー-ーー・・・四四回開園周回圃ーーーーーーーーーーーーー四四四開 p ・・------・-ーーーーーーーーーーーーー四ーーーーーーー-ー--回目戸ー帽ーーーーーーーー戸司

-E苦言在P.::iIi諸国ゆ扇町語・

- 国際都市として一層発展していくためには、自治体外交を引き続き推進し‘グローパルな視!

点からの取組を総合的に拡大する必要があります。また、そのための瞳週盟の取組が重i
要です。

φ 外国人が生活上、最も困難を感じている日本語の不自由さの解消に向け、市民も含めた盛!
語学習支援活動を強化するため、教室同士のネットワーク形成、研修の実施や運営・事業の支 i

s一塁1;::1&I:J盟主坐豆空きf主主一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一-- i 
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N基本政策2の状況

0男女がとも 1'--1占 =V/山'_，1';r '0.1 ノ'.J ~J I'-~岡芳 U明~/"-時仲〕ご刈 ν 、.。、日
目 iO市民・企業がワ}ク・ライフ・バランスの重要性について理解し、男女ともに働きやす
標 i く、仕事と家庭生活等が両立できる職場環境が整っています。
:0言葉による攻撃や過度の束縛なども暴力にあたるとの理解が広がり、 DV(配偶者等へ

してし

27略

90%以上

EiiiiI:~賓館届護団i開:r.:il1i司~~・

o 22年度の市内事業所の女性管理職の割合は、 18年度と比べi課長職では減少 (8.2%-→7.7附しまし
たが、取締役(9.9%→14.8刷、部長職(5.9%→6..t附で上昇しました。また、係長職・主任職口8.2%
→18.9則でも上昇し、今後の骨冶の増加が期待できます。
く〉女性の積極的な活用やワーク・ライヲ・バランスに取り組も浦肉の 34事業所を『よこはまグッドパラ
ンス賞I に認定し、うち 5事業所を表彰しました (22~包3 年劇。また、その取組を広く紹介し、他の
事業所への普及・啓発を行いました。

o ワーク・ライフ・バランスを支援する制度の充実やその制度を管理劇嘩先して利用する等の取組杏
実施している事業所は35.9%となりました。 (22年度「男女共同参画に関する事期庁調査jより参考働。
o_r:働〈女性応援プログラムIを設け、女性のキャリア形成やネットワークづくりのために対象別の取
盤を行いました。

①働く女性のキャリアアップ・ネットワーク形成支援:国際女性ビジネス会議ヤングリーダーフォー

ラムin横浜 (23年度314人参告防
②企業経営者向け意識啓発:男女共同参画やヲ」ク・ライフ・バランス宇鎚の重委性について講演 (23年
度講演会161ん翻日)
③市内企業問ネットワーク構築:異業種支流会 r地域ダイパ(シティ in横浜J(7団体参加。の立ち上
げ、情報交換・人即構築の機会を提供

く> 23年9月に横浜市DV相談支援センターを開設しました。また、一都市内中学校、高等学校及び大学
多対象に、デートDV肱止講座。1回:22-23年度)を実施し‘若年層におけるDV予防の理解促進
につなげました。

.自主調E四iffi智正jj白調・

1・女性の能力活用やワーク・ライフ・バランスの推進J立、事業所の成長・発展の鍵となり、さらには柾会・
i 経済の発展につながるという理解を一層促進し、取組を促す必要があるため、事業所への広報・普及啓
i鎧酷しま七
1・ DVの榔色・被害者支援に向けて、支援を必要としている人がより確実に情報を得られるよう、広報・
i 啓発を拡大していきま七また、若い世代からのDV予防のために、デートDV防止教材を開発し、よ
| り多くの若者に対し総統的に啓発を進めま可九
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N基本政策3の状況

.，圃fi軍事組ゆI::fi唖;開;r.耳目鷹ヨ・

30社/年

3件/年

く〉 中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、中小企業の成長・発展に向けた技術・経営革新の取

組を多様な視点から支援しました。

<> 震災や円高などにより景気の先行き不透明感が増し、中小企業の開発等に対する意欲が停滞
する中で、環境・エネルギー分野に重点をおいた研究開発に取り組む企業の掘り起こしや、盟

成制度の申請機会を年 1固から 2回に増やす取組などにより、助成件数は22件と目標件数29

件の約8害lを達成しました。

<> 中小企業と大手企業、大学等との技術連携や技術移転等を促進するため、大手企業OB等の
コーディネーターを中小企業に派遣しました。この結果、 23年度に連携等を開始した企業数

は目標値である 30社香大きく上回り、 48社となりました。

く〉 市内中小企業が参画する「横浜スマートコミュニテイJが行うスマートグリッド等の実証実

験への支援、医工連携プロジェクト推進に向けたセミナー、研究会の開催など、盛量全竪主宣

る『環漬・エネルギー』、「健康・医療1の各分野で市内中小企業が新たなビジネスチャンスを

笠ゑための取組が進みました。

<> r国際戦略総合特区」を活用し、 IT関連企業など市肉中小企業が参画する手術シミュレー
' タや超音波箇像装置の開発に着手しました。

-E聖書室f.:ili諸E切扇町温・

. 昨今のエネルギー問題や高齢社会の本格到来を背景に、今後ますます成長が期待される翠

境・エネルギー及び健康・医療分野において、好機を提えた取組に更に力を入れますn・環境・エネルギー及び健康・医療分野における新技術・新製品開発に取り組む市内中小企業
に対して、より一層のイノベーションを促進するため、技術導入に対する助成を新たに設ける

などの支援を行います。・国際戦略総合特区等を活用し、市肉中小企業が参画するプロジェクトの推進を一段と加速さ
L せます。
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|き続き進め、

目 B 画境展に向けた基礎が強化されています。-

N基本政策3の状況

長:0まち問こする商蹄棺心・挫な食材を供給する市場湘慨され、身近な峨仰が推
1 進されています。

:0地域の連携による雇用の促進や市内中d企業活性化などによる雇用の機会が創出されています‘

-田園~~ヨ匝値幅E暗闇;r..耳目躍遁.

50社/年

750人/年

35見

「く〉 中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、中小企業の受注機会の増大に努めるとともに、特に「

23年度は、震災の影響で厳しい経営状況にある中小企業を支援するため、緊急特別相談窓口

の設置や‘新たな融資制度を創設し、多く利用実績があがるなど、基礎的支援を強化しました。

<> 23年4月に、情報提供や経営相談等を総合的に行うヲンストップサービスの地域拠点とし
て、金沢地区に地域相談窓口を設置し、機能拡充を図りました。

<> 23年度は、商庖街において、消費者に親しまれている“コロッケ"を題材にした翠塁壁進圭
ヤンペーン『ガチコロ!Jの開催を支援し、来街者増につなげました。また、自らの課題を解

決し活性化に取り組む商庖街に対し、プランの策定から事業実施まで一貫して支援しました。

。厳しい雇用環境の下、 23年度、本市の支援により就職した人数は 744人と、前年度の 705

人から増加しました。定員拡充のための職業訓練校の改修、就労支援事業の広報強化や無料職

業紹介事業の求人開拓拡充等、更なる就職者数の増加に向けた取組も進めました。 i

-E帯主f.:E髭却扇町商.

φ 厳しい経済情勢が続く中、中小企業の状況を把握し、『経済対策特別資金』の創設など‘二
ーズに応じた資金繰り支援や、経営相談支援等の基礎的支援に、しっかりと取り組みます。・24年度下半期より、横浜型地域貢献企業を対象とする公共工事のインセンティブ発注を実施
し、認定メリットを拡充して認定企業数を増やしていきます。今後、経営力強化に向けた施策

や受注機会のさらなる拡大につながる支援策など、更にメリットの拡充を検討していきます。・職業訓練校の定員を拡大し、より多くの求職者が就業できるよう、着実に支援します。・商庖街活動の活性化や組織強化、販促キャンベーン等の取組を引き続き支援するとともに、
」 新たに、商庖街街路灯を省エネ型ランプに交換する費用を支援する等、環境整備も進めます。 a
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N基本政策3の状況

:0トップセールスや個別の誘致タ}グットに応じたきめ細かな企業誘致活動により、中長
目 i期的に市内経済を支える企業の集積が促進されています。
標 :0羽田空港の国際化をいかし、特に成長著しいアジア諸国からの海外企業誘致が促進され
ています。

(4件/年) (8件/年)

-回圃Ili軍事{llt直面事種n:fj市:P.:II1i司Eヨ・
o 22年度の企業誘致・新規立地件数は目標を上回り 51件でしたが、 23年度は震災や長引く円 t
高による国内外企業の圏内投資意欲の冷え込み、東京都心部でのオフィス賃料の値下りなどの

影響が大きく、企業誘致総件数が 35件でした。そのような厳しい状況の中、アジア企業の誘

致に関しては、韓国での市長トップセールスや中園、インド等での企業誘致セミナーの開催な

どの誘致活動を展開し、 5件の誘致を達成しました。

o これまでの企業誘致の実績や、企業立地を取り巻く環境の変化等を踏まえ、 24年4月に『企
業立地促進条例』を改正し‘適用期閣の延長と併せて支援肉容の見直し(グローノ~IV:企業の立

地促進や市民雇用・市内発注の場を図るための新たな仕組みの導入等)を行いました。
一一一一一一一一ー一一一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

-E帯主1'A寧這吸困面団圃
「ーーーーーー回閣----四回開ー__ーーーーーーーー・・・ーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー同開田町----1
φ 円高等の影響による国内外企業の圏内投資意欲の冷え込み、東京エリアのオフィス床の大量

供給など、懸念される要因もありますが、“災害に強い街"としてのみなとみらい21地区の優

位性や、羽田空港の国際化の進展など立地環境の強みをいかした誘致活動を行います。・改正した企業立地促進条例や重点産業助成を活用するとともに、国のアジア拠点化立地推進
事業とも連携を図り、グローバル企業の本社や研究開発拠点等の立地に向けた誘致活動を行い

ます。

φ 「国際戦略総合特区Jr環境未来都市Jr特定都市再生緊急整備地域Jのトリプル指定による
優遇策を活用した誘致活動を行います。

。ーーーーーーー・田・開__聞__開__ーーーーーーーー・・・-----ーーー・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー戸田----国間__同__四回目周回目戸戸・ー------ーー_.
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目

標

①国際会議開催件数
(うち中・大型液)

②海外誘客数

③観光消費額

N 基本政策3の状況

※ 総参加者数が300人以上で、そのうち外国人参加者が 50人以上を占めるもの(日本政府観光局 国際会議選定基準)

-E圃l~~鍾IJJ:.童話量i開:r.:llli骨~!l・
ーーーーーーーー園、-----ーー-------回目ーー・目白... ;..;ーーーーーーーーーーー---四回--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー回目F 周司・ーーー目白幽ーーーーーー・ーーー』ーー-，

く> 22年度には 12010年日本APEC(アジア太平洋経済協力)首脳会議jの開催地となり、安

全かっ円滑な会議開催を支援するとともに、会議関係者の方々を温かくおもてなしし、横浜の

魅力を国内外へ向けて発信することができました。また、 23年度には『第5回アフリカ開発

会議 (25年6月開催)Jの横浜開催が決定しました。

() 震災の影響により観光客が大幅に減少しましたが、海外については、いち早く皇旦ι盤盟会

のトップセールスを行い、風評被害の払しょくに努めました。また、圏内については、横浜を

舞台にした映画『コクリコ坂から』とのタイアップキャンベーンをはじめ、市民や民間事業者

等と連携した観光プロモーションなど、観光客数の回復に向け、様々な取組を行いました。

e胴帽回目'ーーーーーーーーーーーーーーーーー------・a・--ーーーーーーーーーーー四回目四回目聞・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー田園田町・・ー・---ーーーーーーーーー・・・--ーーーー-'

-E粥i.，，:;ヨ河9:J:ìií~

• MICEの拠点都市として国際的な地位の確立に向け、24年3月の外部有識者からの提言を
踏まえ、中長期的なMICE戦略の立案やMICE機能拡充の際の事業手法の検討を行うとと

もに、 MICE主催者への開催支撞を拡充するなど、アジアの都市間競争に勝つためには、ソ

フト面・ハート宙の一層の機能強化に取り組む必要があります。

@ 震災により落ち込んだ海外誘客数を当初の目標まで到達させるためには、より一層、主主Z
地域への集中的なプロモーションが必要です。また、圏内についても、映画『コクリコ坂から』

とのタイアップのような成果を踏まえ、民間事業者との連携による大型の観光プロモーション

事業を、さらに拡充する必要があります。

63 



N 基本政策3の状況

-圃・H軍事ilíJJ:Sfi咽i団自，r~.司~"・

く> 22年度は横浜美術館の企画展(ドガ展など)が好評を博し、専門 〈黄金町バザール初11> 
文化施設の利用者数が約238万人と、目標を大きく上回りました。ま
た、 23年度に開催した現代アートの国際展『ヨコハマトリエンナー
レ20111は‘ 33万人の入場者を集め、連携して開催した「新・港村
~小さな未来都市 (BankARTLife TII)Jと「貧金町バザール 2011J

には合わせて約 15万人が来場し、脹わいを創出するとともに、文化

芸術による横浜らしい街づくりを国肉外に発信しました。

<> 事務所の開設助成などを通して、都心臨海部にアーテイスト拠点の整備、ネットワーク化な
どを進めました。

<>建築物や公共施設等のデザイン調整、歴史的建造物の認定などの取組により、『日本大通り・

象の鼻地区Iが23年度都市景観大賞を受賞しました。

く〉文化芸術による賑わいの定着、経済の活性化などを図るため、 23年度の『横浜トリエンナー
レ』に引き続き‘『横浜芸術アクション事業』として『ダンスIと『音楽Iのフェスティパルの

園隼査亘量」準備を進めました。

く〉 新たな横浜の魅力を創出するため、省電力技術とアートのカによる夜景演出として「スマー

トイルミネーションJを実施しました。

-R釘翠~髭租扇町調・

@ 子どもたちの感性を育み‘コミュニティの活性化につなげていくために、文化芸術・創造都

市の取組をさらに進めていきます。・都心臨海部のアーテイストやクリエータ一等の集積を、今後の産業擾輿やまちづ〈りにつな
げていきます。

φ 都市デザインの新たな展開や歴史的建造物の保全活用等を図り、個性と魅力あるまちづくり
! をさらに進めていきます。
1・23年度のトリエンナーレの開催に続き、横浜芸術アクション事業などを実施することによ
1 1 都市の魅力を圏内外に発信し、賑わいを創出していきます。
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¥0東京港、 )11崎港との三港連携を通じた国際競争力の強化に取り組み、横浜港の強みと特性

目 i をいかした東アジアのハブポートを目指します。
標 :0先進的な港湾施設、港と背後圏を結びつける道路ネットワークの整備等が進み、圏内貨物
が集中する日本のハブポートを実現します。

①コンテナ貨物取扱量

②基幹航路数 維持・拡大

③横浜溶から東名高速までの 40-60分

(17年)

※22年度は328万TEU/年。震災の影響等により、 23年度は減少。

維持・短縮

..  圃~i司巨費鍾9孟韮~属品:，.:11訟法ヨ・

o 横浜港は国家プロジェクトとして国際コンテナ戦略港湾に指定され
ました。

o 横浜港では更なる国際競争力強化を図るため、南本牧MC-3コ
ンテナターミナルの 26年春供用に向けた整備のほか、杢盤旦窒塁

皇霊童盤、商本牧連絡臨港道路の整備を進めました。

く〉 改正港湾法を踏まえた効率的な港湾経営体制の構築を目指すた

め、(財)横浜港埠頭公社を民営化し、 24年4月に横浜港埠頭株式会

社として本格的に業務を開始しました。

o 国内外の他港から横浜港へ利用転換する貨物に対する集荷補助制
産宣塁盗や、震災を踏まえた復興支鐘‘放射線・電力不足対策等を

l 塁盗しました。

-E去最[p':;草取1).扇町語・

〈内航フィーダー輸送〉

h'z・

@ 横浜港を取り巻く状況は、産業構造の変化や東アジア諸港の躍進、震災等の影響もあり、大

変厳しくなっていますが、国際コンテナ戦略港湾の実現に向け、コンテナターミナルの管理運

営主体を担う横浜港埠頭株式会社と連携して、先進的な港湾施設の整備を進めるとともに、コ

ンテナ貨物集荷策の更なる展開や利用者サービスの向上策等、横浜港の利用促進に向けた取組

を進めます。・24年度から事業化した横浜環状北西線については、 33年度の完成に向けて、鋭意事業を進
めます。北線は、引き続き工事の進捗を図り、南線についてもこれまで以上に精力的に用地取

得及び工事を進めます。
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-副園fli軍事e(i.. ~z荷1聞:'.:IIl\骨Eヨ・

。北西線が事業化され、北線は本線工事が進捗し、南線で く横浜環状北線〉

は、公団地区で一部工事に着手するなど、横浜環状道路の シールドトンネル掘削工事

豊鑑査並進しました。

く〉 都市計画道路は、選択と集中により整備を進めましたが、

完成延長が2か年で約1.5kmに留まりました。

<> 神奈川東部方面線の相鉄・ JR直通線(西谷駅~羽沢駅
(仮称))については、用地取得及び工事を推進し、相鉄・東

急直通線(羽沢駅(仮称)~日吉駅)は、環境影響評価及び都

市計画決定の手続きを進めました。

<> “次世代の総合的な交通体系検討会"を立ち上げ(23年 12月)、鉄道やパスなど、次世代を
L 見据えた総合的な交通体系の検討を始めました。

-E軒目E蓄官制扇町司・

φ 24年度から事業化した横浜環状北西線については、 33年度の完成に向けて、鋭意事業を進i
めます。北線は、引き続き工事の進捗を図り、南線についてもこれまで以上に精力的に用地取

得及び工事を進めます。

. 都市計画道路は、渋滞笛所が多く残っており、より一層効果的な整備を進めるため、塗還盈

善や防災性向上などの整備効果が高い路線を中心に整備を進めます。駅まで 15分道路の整備

については、パス路線を中心に短期間で効果が現れる交差点の改良などを進めます。

. 運輸政策審議会答申路線については、鉄道の整備効果をあらためて検証するとともに、総合

的な交通体系のあり方を整理する必要があります。!・神奈川東部方面線の相鉄・ JR直通線については、引き続き用地取得及び工事を推進します。 i
また、相鉄・東急直通線については、 24年度に環境影響評価及び都市計画決定の手続きを完了 l

L し、工事を推進します。 1 i 
-一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一一一一一一一一---_.

66 



N 基本政策3の状況

E璽ヨヨL，tiマの活カ源となる翻心部の構築
:0個性的で魅力ある地域資源を活用し、国内外の多くの人や企業から選ばれる都心部が形
成され、活性化しています。

目 :0横浜駅周辺や関内・関外地区、みなとみらい21では、連携や一体化が進み、各地区の
標 j 個性がいかされ、首都圏有数のエリアとして活性化しています。

:0新横浜都心では、東海道新幹線の運行による広域交通ターミナルとしての利便性等をい
かしたまちづくりが進んでいます。

一 ・ 達成指標民掲げたJ都心部における駅の乗降客数jーは、 30立亙Aと中間期の目標を下回
二:旦ました。

Z: 一方で、「エキサイトょこはま221の捲進、 みなとみらい2'1'地区のまちづ〈りなど、. 
翠 j個々の取組は順調もこ進むとともに、横浜都心・臨海地域が f持定都市再生緊急整備地場』
-j Z2畳室を受け~， ~4年S月に横浜都心 ・ 臨海地域都市再生緊急整備協議会を設立したことや‘
由ト
一(国勝戦略総合特区初指定などを踏まえ、 旦童置としまLた。
【達成指標の状況】

司、、官昨勾 』ー守.申 司."

策(調定査時時の期値) 
目標輝 (車調道の値

現扶の、
達成指標

(25年度)_ _ It t所管局t:0' 
~~早. ~ιーιニ.-司」コ~_ _.，..，._~w エ

査時期〉 達成度
h ・ー

32.8万人制
①都心部における従業者数 34万人(18年度)

ト ーー量u 一 都市郵電局

②都心部における駅の乗降客 308万人
円K

306万人
数 (21年度)

320万人 (22年度) A 都市整備局

※1事業所企業統計調査 ※2経済センサスで38万人

.官寝室電軍事事関:.M要望・
く〉 エキサイトよこはま22は、震災を踏まえた計画の総点検を行い、イ <横浜駅西日> h 

ンフラ基本計画の策定やまちづくりガイ ドライン更新に向けた検討を行

いました。また、(仮称)横浜駅西口駅ピル計画の事前の環境アセス手

続きが23年 12月に完了し、 建設への準備が進められています。。関内・関外地区活性化推進計画を実現するため具体的な取組をよ7?
ションプランIとしてまとめました。また、 ]R関内駅北口整備の事業

主体となる 「JR関内駅北口整備協議会Iを設立し基本設計を進めました。

く〉 みなとみらい21地区の市有地についての公募実施による事業者決定や、民間開発プロジェ

クトの着手 ・竣工等に向けた調整を図るなど、街づく りを推進するとともに、国際戦略総合特

区皇室皇を受けました。

!く〉 横浜都心・臨海地域が、都市の国際競争力の強化を図るための国家プロジェクトとしてのI鐙
! 定都市再生緊急整備地域j の指定を受け、 24年3月に 『横浜都心・臨海地域都市再生緊急整
L 備協議会』 を設立しました。

臨誌踊極秘函届置
1+ エキサイトよこはま22については、インフラ基本計画の策定やまちづくりガイドライン更
! 釦 ついて関係者との合意形成を図り、計画実現に向けて取り組んでいきます。
1・関内・関外地区活性化については、関内駅北口の結節点強化や回遊性強化等の地区の活性化
に向けた各種取組を進めます。新市庁舎整備については新市庁舎整備基本計画の策定を目指し

ます。・みなとみらい21地区などにおいては、企業誘致や民間開発の誘導などを積極的に推進する
とともに、コンペンションの誘致や開催支援活動等も効果的に推進します。・横浜都心部の一体化を進め、地区の個性をいかした首都圏有数のエリアとして活性化を促進

l するため、特定都市再生緊急整備地域の指定による税制支援等の特例措置等も活用しながら順

i 次事業を推進していきます。
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N基本政策3の状況

E盟
目

標

「食J&rtlJ，d)新た怠麗扇iこ求D横浜操業め振襲

【達成指標の状況】

謡直蚕近時の値 ~ --ー 現達t成~.~盛i 
〈蜘}

①多面的機能を持つ水田の保
89ha 

全(みどりアップ新規・拡
(21年度末)

120ha 加 E内Ys主F許・E'gfa孟-.-E6-sf (92: I環境創造局
充施策)

②農園を楽しむ世帯数
5， 718世帯

7，000世帯
信事年産量y事 4事 環境創造局(21年度末)

③食と農との連携数 15件 tn~，‘。長長併足並高品‘ A、 環境創造局

国軍事軍軍軍軍軍関:四露軍

く〉 水田は、食料生産の場としての機能だけでなく、遊水機能・水資源のかん養機能・ヒートア i

イランド緩和機能などの多面的機能がありますが、収益性が低いなどの理由から、年々減少し

続けているため、水田の保全を10年間継続することを条件に、水稲の作付に対する支援を行い

ました。。市民が身近なところで「農Jとふれあい、楽しむことができるよう、利用者が自由に耕作で
きる市民農園のほか、農家が栽培の管理・指導をする農園など、市民の様々なニーズに対応し

た農園の開設や整備を支援しました (4.2ha)。 く地産地消ガイドブック>。様々な主体との連携により、横浜の「農」が持つ様々な魅力を市民 一一一 - 刊賢明

に伝える取組として、地産地消ガイドフックの発行や食と農の祭典の

園量などに取り組みました。また、直売や飲食庖などで、横浜産の農

産物の利活用や地産地消仕出し弁当の販売など、農家と市民や市内中

小企業などが連携した取組を進めました。

E害訴l_.:ii謡E賓軍関15調・

ーーーーーーーーーーーーーーl

- 農園の開設の整備などを進めるとともに、開設を支援するコーディネーターの育成を進め、 『

市民が農園を楽しむことができる環境をさらに創出します。。市民や企業などとの連携の手をさらに広げ、市民の食と農への関心を高めるとともに、より
幅広く地産地消の取組を進めます。・農地を安定的・長期的に保全していくため、課題のひとつである農業の担い手の育成・確保
に引き続き取り組みます。
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N基本政策4の状況

OCO-D030を礎として、国が新たに掲げる「温室効果ガス排出量を2020年までに25%、

一: 2050年までに80%削減 (1990年比)J という高い目標を本市としても達成するため、必
三 l 要となる都市環境の整備や仕組みづくりを進めています。
J君 :0本市の成長戦略の先導的プロジェクトである横浜スマートシティプロジェクト (YSC

屯 p)を産官学が一体となって着実に推進しています。

①スマートハウス整備数 3，000世帯

②電気自動車導入数
34台
(21年度末)

1， 300台

."・E~賓館属事調i開i目配慮ヨ・

<> YSCpでは、スマ}ドハワス整備数の目標 1，000件に対じて995件のホームエネルギーマ
ネジメントシステム (HEMS)導入を達成しました。そのうち、 3エリア5区(西・中・金

沢・青葉・都筑)で実施したHEMS等の設置費に対する本市助成事業では、 628件導入しま

した。

<>、運輸部門の低炭素化を進めるとともに、重量皇盈皇

(EV)やプラグインハイブリッド車 (PHV)の購入

費や充電設備の設置費について、一部を助成すること

で、重ム査盤進しました。導入数は、補助対象の要件を

見宣したことにより、大幅に増加しました。

〈プラグインハイブリツド草と充電設備〉

く〉 住宅用太陽光発電システムなどの設置に対し補助を行い、再生可能エネルギーの普及拡大を

着実に進めました固
一一一一一一一一一一一一一ー一一一一一-ーーーーーーーーーーーーーーーーーー一ーーーーー『一ーー-一回一一

-f.lJ1J司，.，.::11:藷従按画面1咽・

φ YSCPの着実な推進に加え、震災を契機に家庭部門における節電・省エネが急務となって'

いることから、本市助成による一層のHEMS導入が必要です。そのため 24年度から‘補助

蓋盆盤盛圭これまでの市内3エリア 5区から市内全域に拡大します。また、 HEMSとの連携

も考慮し、住宅用太陽光発電システムや家庭用燃料電池、蓄電機能の活用も期待される電気自

動車等の導入促進等、今後のエネルギーの効率的な利用や再生可能エネルギーの普及を推進し

ます。
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N 基本政策4の状況

0多くの市民や企業が、生物多様性を知り、その重要性を理解しています。また、豊かな
目 j 里山・星海・里川づくりなど、生物多様性に資する取組が市民や企業との連携により、

標 j 進められています。

:0河川|、海域での生物の生息・生育環境が改善されています。

-E圃IH~遁百四):韮酒i~'t~;世直面蝶ヨ・

4/9か所
(18年度)

50世

6/9か所

一一一一一一一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一o 生物多様性について、本市の将来像や今後取り組むべき施策などを取りまとめた『ヨコハマ
bプラン(生物多犠性横浜行動計画)Jを策定しました (23年4月)0 i子どもたちの環境学習

の場を増やす取組(出前講座開催268回)J、「きれいな海づくり事業 (3か所)Jなど、多くの

市民・企業が参加し広くアピールできる取組を進めました。また、生物多様性の宝庫である「つ

ながりの森」を次世代につなぐため、構想の策定を進めるとともに、金沢動物園ではエコ森計

画のもと周辺の環境をいかした環境教育プログラムを作成し、モニタ一枝での実施・検証をし

ました。

く〉 海域の水環境をきれいにするため、市民やNPO‘企業などが持つアイデアや技術を活用し、

生物付着基盤や藻場の造成、砂浜や干潟の保全など、海域の浄化手法手検討しました。
.-胴・同--ーーーーーーーー』ーーーー・・司同---ーーーーーーーー回目ーー司ーー司---・--ー圃m・ー・ーー』ーーー--ーーーーーーーー 一 一一一一一一一一一一

-E主狽~.，.::;諸問娩扇町南・

. 環境に関するアンケートの結果、「環境問題や環境活動に関しての情報が十分に得られてい

ないIという回答が7割を超えており、情報の十分な発信が求められています。「子供を主役

に」、「まずは身近な自然を大切にする、楽しむ」、「生活の一部として取り組むJという視点か

ら、戦略的にプロモーションを進めます。

また、 iWつながりの森』構想Jをアクションプランとして、保全と利用のバランスを保ちな
がら取組を進め、動物園では、生物調査の成果をいかしたテキストを作成し、周辺施設と連携

した環境教育プログラムの展開を検討します。

• iきれいな海づくり」事業では、市民協働による管理手法及び、検討した浄化手法の実証に

向けての準備を進めます。
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N 基本政策4の状況

:0みどり(樹林地や農地)の総量について、増加へ転ずるきざしが見えています。
目 :0みどりの保全や地域での多様な取組により、水循環の再生が進んでいます。また、横浜
標! 港の水質改善が進んでいます。

:0公園が、子育て支援や健康づくり

②園庭・校庭の芝生化

③大規模な赤潮発生件数※

※通報、苦情等による件数

約 33.1%
(21年度末)

11圏、 17校
(21年度末)

2件/年
(21年度)• 

-・・~í1êヨ1l'iI!.院軍司j属高:r.司勘定ヨ・

約 68.9%

100圏、 40校

0件/年

<> 緑の減少を食い止めるため、『特別緑地保全地区jや『市民の
森Iなどの緑地保全制度の地区指定を進めるとともに、特別緑

地保全地区の指定地等において、不測の事態による買取りの希

望などに対応しました。

<> 子どもたちがのびのびと遊べる緑の環境を創り出すため、民
間保育所・幼稚園の園庭や公立小中学校の校庭の芝生化を進

め、校庭については目標を達成することができました。

く〉 大規模な赤潮の発生を抑制するため、窒素やりんの除去率を

く圏庭の芝生化〉

高める高度な下水処理システムの整備を進めることや合流式下水道の雨水吐きを改良して下

水の未処理放流回数を低減させることで、公共用水域の水質向上を図りました。

-E帯主"Æ車初頭ì~

- 樹林地の保全制度による指定割合については、これまでのところ目標とした指定割合を下回

っています。今後は、電話や訪問等による集中的な働きかけの実施に加え、指定地の所有者へ

のインセンティフの拡充の検討など、引き続き‘指定推進のための取組を行います。

@ 園庭等の芝生化については、芝生の維持管理に対する不安などが導入上の課題であることか

ら、 24年度からは新たに『芝生の適切な維持管理1を支援する取組を開始し、園庭等の芝生

化を推進していきます。
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N基本政策4の状況

鴨覇i資源が循環するまち B 

目 10新たなステージに挑戦し、さらなるごみの減量化・ 資源化が進んでいます。
標 10高齢化社会が進展する中、ごみ出しが困難な高齢者等に必要な支援を提供できています。

達成指標に掲げた 『ごみと資源の総量の削減J{;rついては、 22年度は順調に減少 (126

語 :万トン) したものの、 23年度は128万トンとなり、1 中間期の目標を下回りました。
価 一方で、f高齢者等のニーズに応じたごみ出し支援d実施11についてほ、 要望に対して
の L1100，%対応となk 目標どおりとなりました。
理lj また、リlヂユ全共 {発生抑制}必取組jの推進や、生ミごみガス化実証実験の実施、事業者

由 iによる減量化と分別徹底の推進、資源集団回収の推進等の事業に着実に取り組んできたこ
jとなどを踏まえ、 旦童鍾としました。

【達成指標の状況】
~・ u

策定時の値 ー 目標値
司b

直近の値
所管局1達成指標 ι

• (調査時期F机 (25年度) (調査時期d
品一"

でマ

128万トン ...3%以上 128，万トU
A 資源循環局①ごみと資源、の総量の削減

(21年度) (124万トン) (23年度)
主究

②高齢者等のニーズに応じた
推進 100%対応 100%対応 。資源循環局

ごみ出し支援の実施

1 .. ゆ!Jj~~~:r~_~~
1-四ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーー司自由ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー『ーーー----1

く> 23年1月に「ヨコハマ3R夢 (スリム)プラン(横浜市一般廃棄物処理基本計画)Jを策定

しました。 3R夢プランでは「横浜G30プランjの分別 ・リサイクノレ等を礎とし、市民・事

業者の皆さまと協働しながら、 3Rの中でも最も環境にやさしいリデュースに取り組むこと

で、「ごみと資源の総量」 と「温室効果ガスJの削減を目指しています。 これまで広報や啓発

を着実に進め、3R夢プランの名称や目標が市民・ 事業者の皆さまに浸透してきました。

く〉 高齢化が進展する中、 家庭ごみのごみ出しが困難なひと くヨコハマ3R夢プランロゴ>

り暮らしの高齢者や、道路が狭く収集車が入れないため集

積場所を自宅近くに設けられない地域等からのニーズが高

まっており 、必要な支援を実施しました。

E顎事Z察署爾1預園

• rヨコハマ3R夢プランjの目標を達成するためには、 市民・ 事業者の皆さまに自らリデュ i
ースや分別の更なる徹底等の3R行動 (3R夢アクション)を実接していただくことが必要で!

す。 3R行動の様々な取組メニューを提供するなど、広報や啓発を工夫しながら、市民・事業 i

者の皆さまに働きかけます。。高齢者等のニーズに応じたごみ出し支援の実施にあたって
は、高齢化の進展によるニーズが増加する中、 100%対応を維

登します。

. 焼却工場等の老朽化が進む中、ストックマネジメントによる

延命化を進めるとと もに、長期的には工場の建替や新規最終

処分場等の整備計画についても検討します。

く「ヨコハマ3R夢 !Jマスコット
イーオ(左)、 へら星人ミーオ(右)>

，----ーーーーーー・・ーーーーーーーーーーーーー・・ーーーーーーー『ーーーーーー-----ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー四ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー田ーーーーーーー_1
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行財政運営の状況v 

75 

76 

77 

78 

80 

79 

(1)様々な担い手とつくる公共

(2ヨ市民m皆さまとともに歩む区役所
(1)行政改革と適正な事務処理の推進

α〕満足度の高い情報化の推進
(:3)外郭団体改革の推進

C4)公営企業の自立的な経営改革の推進

(1)職員の虜欲と能力を高める新たな人材育成の取組

ω職員カ湖きやすい職場環境と効果的な組織体制の整備

市民力発揮をささえる市役所

最適で確実な市政の推進

1 

行

政

運

営

職員の能力発揮による

市民サービスの向上

2 

3 

81 

82 財政健全化の取組(市全体の借入金の給減)1 

財
政
運
営

83 

未収債権の回収整理や使用料等の適正化による賊原確保の取組

行政コストの給減とわかりやすい財剥育報の提供2 

84 

4 85 保有資産の戦略的な有効活用

3 

く各頁の見方>

計画冊子に掲載されている「目標Jを転記していまホム i

V行夜遅2ぎのt是認

i中間評価一(?ABC)の理舵記載していま七

原則としてお年度末時点の最新の値を記載していま
す。(調査時耕集計作業などによって、 24年度に入 I

ってから公表された値が含まれている場合がありま
す。)

原則として 22~23 年度の 2均年の闘世成果を記載
しています。(調査時期ヰ業計作業などによって、 24
年度に入ってから公表された結果が含まれている場合
があります。)

これまでの聴睦踏まえた課題と、今後の対応 (24年
度以降も含むJを記載しています。
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V行政運曽の状況

のうち実現した件数

倒践員満足度調障で「市民と共に

取り組む仕事(協働〉が増えて

いるJと感じる職員の割暗証

圃語調証誼組盟議書

61.8% 

。。年w

く〉公開宴携に携わる職員を育成するための主主土二

等を開催するとともに、共創フォーラム等で民間提案

70% 

窓口『共創フロント』をPRしたことなどによって、 田

提案受付件数‘うち実現件数ともに予定を上回るペ_ 70 

スで推移しています。
60 

50 o市民・団体と行政入または市民・団体同士が連携し 岨

て雌婦賠の角軟に取り組めるよう、車塁重量主霊主 m 

ンターによる連携支援や、よこはま夢ファンド f市民 却

や企業の寄附 [202件‘約2.斜5万円〕からなる犠浜 10 

市市民活動推進基金)による資金的な支援(助成 75

く公民連携窓口への提案・実現件数〉

認聾重畳付聞真理件数

却年度 21年度 22年度 23年度

件下約2.251万円)を行いました。 資料品採局

また、出擬疑動軟に取り組む地区の活動事例集の樹子 (23年3月)や活動報告会の開催駒380人

参力的を通じて、市民・団体・行政にとって参考となる成功事例の紹介などをすTいました。

置議謹臨誼属国且
-共創フオ}ラムやセミナー等を引き続き開唯し、情報発信を積園切こ行うとともに、宣車謹墨査基盤

的に提示したうえで提案を募る新たな手法を採り入れるなどの工夫を進め、今後もよりよい公民連携事

例を創出していきます。

・引き続き、地域支援関係局で構成する「地域支援会議jを活用して掛錨動に有官ょ情報・ノウハウ

を出或に提供していくとともに、地域の団体同士の連携のきっかけづ〈りや人材育成等に取り組みま

す1
i___ーー・ーーーーーーーー--------四ーー』・同開戸田回目ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー』ーーーーー園田・園田・・・・・・・・・・・ーー・田園田ー四戸四国間四回開・・ー幽ーーー』
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V行政運営の状況

全区で拡充

取り組b仕事(働勤)が増えて

いる」と感じる職員の割合

③窓口サービス満足度調査 (5段

階評価)で全体的な印象が「満

足Jrやや満足」と感じる市民の
割合

61.8% 

(20年周
70世

F満足J49.9% 

(3段臨利回

(21年1(0

f満足Jrや明浦

-副圃~~Ë匝‘i!J.亙葺肩i向，~:r.:IIÐ~ヨ・

o地域力推進担当を全区に配置するとともに、盈虚連盟盤固
金を創設し掛鮪動の支援 (23年度64地区)を行うなど、

体制と予算の両面から区役所の地域支握機能を強化しまし

託金

く〉震災も踏まえて、市民サービスの拠4主であり、重量堕巨圭

重要な機能を担う区庁舎について‘耐震補強や再整備の設

計・工事を行いました (9か所)。

o市民の方からのご意見や区役所窓口外部評価の調査結果
などを活かして、窓口応対の向上や窓口環境の改善に取り組

んだことにより、窓口サービス満足度調査において9害lを超

昨夜局

く窓口ザーピス涜足度(全体的な印象Jの推移〉

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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4

3

2
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U
-

回満足圃やや満足

21年度 22年度 目年度

える市民の皆さまに『満足Jrやや満足』という評価をいた
立室主L左L 資料:窓口サ}臼満臨瞳

-E請をJ'A藷徒。扇町咽・
1・脳髄営補助金等を活用した鵬賠動の支援を進めるとともに、新たな大都市制度も見揖えながら‘ l

i区舗の腕醐能ゆ強化叫要な畑等同町樹雄め拭 i 
i・ 引き続き、多くの市民の皆様に3前足いただけるよう、窓口サービスの向上に向けた取組を行います。|
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V行政運営の状況

q酒量勤務時間

創設員満足度調査総針前足}jO
4. 0 J，V7. 0点
(20年:00

230万時間

4.5前 7.0点

回輔副臨調雌揖語調
く〉効率的ftfi政渥営を図りながら市民サービスを向上させていくため、市立保育所の民間移管、家庭ご

みの収集運搬業務の委託弘学校給食調理業務の委託化等の民営化，委副hを準めました。

<>市民有識者、市会議員を構成メンバ戸とした「横浜市事業評価会議Jを22年度と 23年度に関曜し、

プール及び野外活費施設等の見直しゃ市民利用施設等の利用者負担の考え方の見直しにつなげました。

プール及ひ濁外活動施設等の見直しについては、公共施設のあり方検討委員会等の意見を踏まえ、盟主

3月に基本的な考え方{素案)をまとめました。

く〉各区局において、事務処理加証に行われていることを自主的に点験する肉部監察の実施に向け、責

住職を対象とした内部統制研修を仔うとともに、実施手法等の相談に対応しました。また、事務処漣ミ

ス防立の観献も、事F験討型の研修司と導スし、前子実施しました。

<>経理事務のモニタリング調査を行うとともに会計経理研修や全区局を対象とした経理事務の自己点検

の取組を実施し、経理事務の適正化を推進しました。

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
-民持軍軍部週鼠~~

@効率的な事業実施と市民サービスの向上を図るため、民営化・委副bを推進していきます。

. プーノレ及明朝陥動施設等の見直しについては、パブリックコメントの意見等を踏まえ基本的な考え

方を取りまとめます。その後利用制騨を調査し、個別施設の見直しに向けた櫛せをしていきます。

・引き続き、各職場で適正な事務処理の確保のために必要な自主点検締盟的に実施されるよう‘職場

1 牽玄壁していきます。また、より実脚色な事者再検討型の研修を様々な階層で実施します。ー 』
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V行政運嘗の状況

o r:横浜市情報化の基本方針」を策定し、市民・職員ともに満足度の高い町(1ば'ormation叫
目! 白血nicationsTechnology:'情報通{言ぽ舶の手Jj活用を推進することで、誰もがその恩恵を享受で

標 i きることを目指して聯且を進めています。また、町の平時用により、市役所全体の活力創出と、

前年度比改善

圃毘属高齢主語話語盟語調
<>電三F申請・届出システムについて、 23年1月から槻切11県市町別電子 く電持続利用件数及明日用率>

酎合体共同運糊議会の共同システム担用を開始するとともに、型l軍 事
憾の向上や手続の効率化を図る中で‘利用率も毎年上昇しています。 37% 

<>ITイ雌隼柑のもと、 IT予算の総合調怠情報システムの調瞳適正 36% 

イヒこ支援、情報共有基盤システムの稼動欄始など、全I〒的な調整、業務改 35百

董を行うことで、全体最適化を推進しています。 34%

O 市民が必要とする情報を自惟に提供するため、ホームページを効率的 33首

に更新できるシステムや、多言語対応の機械翻訳を導入しました。 32百

く〉庁内で使用しているパソコンの省電力設定の徹底による消費電力の 31也

塑瞳戸や、不用となったパソコン等をリユース・リサイクル業者に一括で 30% 

莞り払L¥.廃棄物を削減するなど、環境負荷低減の取組を実施していま

す。

4.5 

4.0 

3.5 

3.0 
21 22 23年度

資料:総務局

ーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・・回目----田園喧副ーω 』ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー----ーーー戸田戸田ーーー聞-------ーーーーーー』ーーーー四割目ー』ーーー_.

置韻語磁誌編函置
φ 調道町己競、 IT豆長編監よど全庁的措轍善の醐を継続ずるとともに、厳しい融制

に対応するため、情報共有基盤システムや全庁的tJ:fj政情報ネyトワークである YCANといった情報基

盤、既存システムなど現在保有する情報資産の一層の有効活用を進めます。

・大震災キ標的型攻撃など様々なリスクへ;対応するため、大規模災害に対する安全対策や情報セキュリ

ティ対策の劇じなど、災書やセキュリティ事故等の憾にも継続して必凄業務均栴える環境を作ります0

・技術の進展」社会情勢の変化、法令改正など‘ ICTを取り巻く環境は日々変化しています。干れらの

変化ハの対応を的確に行うための研究・検討を行L¥.効率的に事業を推進します。 j
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V行政運蛍の状況

q液廃合や民間主体の経営への
移行等、抜本的な見直しに向
けた取組を行う団体

@外郭団体の役員総数

田園踊舗面詰臨盟諸置

7団体

5鈎名 450名

(21年7月) (25%削減

く〉横浜市外郭団体等経営改革委員会の提言を受けて、外郭団体に関する

総務局

団体所管局

〈外郭団体役員数の推移〉
25年産目掴匝'4由人

(人I 599 
6∞ 590 

経営放革方針を決定し、 7団体についで統廃合や民間主体の経営への移 5回

行等、抜本的な見直しに取り組むこととしました。この方針を踏まえ、筆 4凹

本的な見直しに向けた取組 (2団体)、協約の策定。1団体)を行いまし

た函

。外郭団体の役員数の高l鵬、市退職者の再就職の適正化(在職期問、年

血盟塵盤Lを進めました。

3凹

2∞ 
1∞ 
。
21'年度 22年度 23年度

資料:総務局

E起草踊趨極踊圃一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
- 経営改革方針で「民間主体の運営が望ましい団体」として協約を策定した団体 (5団体)について、

協約に基づく経営改善等に取り組むとともに、市の関与のあり方、民間主体の運営への移行に向けた検

討を行います。

@ 各団体における財痔費用の適正化に向けた支援を行います。
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V行政運蛍の状況

を提供している水道事業、交通事業や病1院事業においては、地方公営企業法
の全てが適用され、市長が事業ごとに管理者を任命し、その管理者が責任をもって経営を行う出Eみにな
っていま吹ム
それぞれの公営企業においては、管理者が経営目標を定め、その目標を達枕するために中期的な経営計

回軍属踊舗融凪祖語調
。盤整については、横浜市水躍中期酷恒飢~23年即時づき、環コストの削減培 i
盟主笠盤さなど経営の効率化を進め、水道料金収入が減少する中でも、災害に強いライフラインの構築
に取り組むなど、事業を着実に推進しました。

《経常損益:21年度56.0億円 22年度79.5億円 23年度74.3億円》

く〉玄逼塞塞については、市営交通5カ布経営プラン ω"-23年度)に基づき、撞遇サービスの向上や人
事給与制院の見直しなどの経営改革を進め、『i'&善型公営企業Iとして自主自立の纏営を推進しました。
《パス事業経常損益:21年度ムO.7億円 22年度9.6億円 23年度弘2億円》

《地下鉄事業経常損益:21年度1.3億円 22年度16.5億円お年度31.4億円》

o 蓋墜蔓塞については、横浜市立病院中期経営プラン (21~23 年聞に基づき、救急医療の充実 f市民
病閲や脳血管疾患医療機能の充実 α図血管医療センター)などにより、医筆宣重金自主と虫主盈董1:::
よる自立自領窓営の確立に向けtdi!f..'営改革を進めました。
《市民病院経常損益:21年度3.9億円 22年度8.0億円 23年度4.7億円》

《脳血管医療センター経常損益:21年度ム11.8億円 22年度ム9.4億円 23年度ム9.9億円》

※みなと赤十字病院についてはよ指定管理者の運営により、救急医療やアレルギー疾患医療などの政策
的医療の提供等を行うとともに、本市として支援と評価を行いました。

E躍謹踊組踊匝圃
-左道重塞については、新たな中期経営計画制サ7年聞に基づき、水道施設の鵡ト耐震化キ省ェi
ネルギー対策などを進めるとともに、事務所の配置を見置すなど、持続可能な事業運営を目指します。

@室逼塞茎については一新たな中期陸営計画 (24~26 年闘に基づき、自主自立の経営を継続しながら、
市民生活を支える市営指亘ネットワークを維持しま七

・量匿事塞についてはよ新たな中期経営プラン (24~26年島に基グヨき、市民病院の再整備に向けた検
鼓司令脳血管医療センターの経営改善を進め、将来にわたって市民に信頼される質の高い医療を引き続き

提供します。

水道事業の
経営改革叫睦

指盈事業の
経営改革の推進

痢院事業の
経営改革の推進

-継続的な経営改革と簡素で効率
的な執行体制の構築
-人材の育成と槻糊腕
.健全な財務体質の実現

-持続的な自主自立経営の実現
.お客様満足度の向上
.現行のパス営業路線を維持

-市民キ癒者の皆さまに対し、市立
病涜として質の舟怪療の優供
.自卦サで毅繭告な経営の実現

-横浜ウオ}ター椋弱》与社の設立。2年居。
・技術力を活かした国内外の水道事業への貢献

-改善型公営企業として、一般会計からの任意補助金に頼
らない自主自立経営の推進
-接遇サ}ピスの向上キ増収対策等の具体的な行動と目標
を定めた「市営交通アクションプラン」の実践

-救命救急センター例哲定、医療蝉ま(ロ・限1)η集判白・増
設(市民病弱
・脳血管疾患医療醐齢先決、抜材包Y説諸改善訴と向悦腕E
(JJl画血管寝療センクー)
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V行政運蛍の状況

。人事異動・人事考課・研修が連機した新たな人材育成体系により、

目 10相手の揚や気持ちを察して樹的に行動する姿勢
' 
標 !0主附にキャリア形成と能力開発明り組む姿勢
:0的確な実務能力や高度な専門知識

に関する項目満足層の割|
52% 

70時
(20年劇

ぷ口弘、

倒議員満足度調査で「人事考課

32% 
; 60再

っているJと感じている職員 (20年:go

の満足層の割合

③新たな人材育成体系の構築

(人材育成ビジョンの据Tに| 検討 構築

反閥

総務局

く〉人材育成の基本的な方針である『横浜市人材育成ピジョン』を全面的に改訂し、人事異動・人事考

課・研修を効果的に連接させた人材育成体系の構築や、職位ごとの役割や求められる姿勢・能力につ

いて明噛こし、到達目標を持って官肋開発や部下育成に取り組めるようにしました。

o全ての課長級・係長級の責住職向けに職員へのキャリアアドバイス能力を高める「人材育成者明彦」
を実施しました。 (23年度課長級:約1，500人、係長級.約3，500人)

o職員のキャリア形成を支援するため、昇任時にキャリアデザインに関する研修を実施しました。
o専門分野を担う人材を計画的に育成するため、法務、医療政策、保険年金など6つの分野で、分野ご
との特性を踏まえた「人材育成計画」を検討・策定しました。

-複聖断乙・高度化する行官或題、多様な市民ニーズに応えるためには高度な専門能力を身に付けた職員

が必要であり、専門分野における資格の取得を支援、評価する儲且みの検討を進めます。

・組蜘舌カを向上させ9ため、係長期読轍・昇任選考の検証と係長昇任制度の運用の樹すを進めます。

・人事考課における人材育成機能をより高めるため、全ての運営責任職を対象とした「人材育成者研修J

及び一般職員を対象とした「キャリア形成朋彦」を引き続き実施します。
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V 行政運嘗の状況

いランスが恥ている|
責倒潰:印.8%

責任織:70% 
職員:60.5% 

と感じている責任職と職
(21年居。

職員 :70%

係長級以上・ 16.3%
係長級以上:20%

@漬任職に占める女性の割合 |課長殻Lえ土:9.1% 
月)

課長級以上:12% 

4曲-hJ-x.1-弔昨̂f1'¥-ーザ守
制議員定数

26，584人
。2年4月)

④年金支給開始年齢の引き

J:げを見据えた人事給与| 検討 実施

田昌轟踊結露蹴諸富盛暑
o女性責任職・職員の意見交換会の開催を通じて、ここ数年、係長昇省軍撤の女性の受験率Iま高まって
おり‘責伍般に占める女性の割合の上昇につながっていますa

《女性の受験率の割恰:21年 3.4%→23年 6.2%;)>
く》塾E盤割三三旦では、 23年度に3つの事業本部を見直Lへ温暖化対策統括本部と文イヒ書脱局、財放局
を締tするなど中期4か増幅を強力に推進する体制を構築しました。また、緊急保育対策や虐待対応

など行政ニーズに対応する一方、民間委託を含めた業務の効率化を行うなどスクラップ・アンド・ピノレ

ドにより、職員定数の削減左行いました。

《職員定数:22年4月 26，584人→24年4月 26，477人[企107人];)> 

置議詔轟誌誼函温
φ 介護を行う職員の増加が見込まれることから、佐事と介護の両立に関する取組などを進めることによ

り、職員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスを推進します。・多樹乙・梯断じする市民の行政へのニーズに沼産カミつ的機に応える必凄があります4そこで、効率的・効
果的な樹T体制づくりに取り組み、スクラップ・アンド・ピルドにより、引き続き、職員定数抑制を図ります。
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V財政運営の状況

①市←般会計)が対応する{昔
入金の残高

-圃圃~i軍事面'llJ.亙E層H~南:r.::IIÐ.~ヨ・

く>22年度は、 20年度後半からの急激な景気軒凶も市税収入が対置に梯反するという状況下で、市民生
活や市内経済を守るために緊急避難色な措置として、市債発行額を増額としました。 23年度についても、

22年度と悶様の財政状況が凝4と見込まれたため、市債の発行額を 22年度と同程度としましたが、将
来の世代に過度な負担を残さないよう、『横浜方式のプライマリーバランス』の黒字を維持し、宣(-盤

会計)が対応する借入金の残高について、目標である3~1S 4， 000億円以下にむけて蓋盟当歯車しました。

O市(一般会計)が対応する借入;金の残高
21年度末 :3兆5，540億円三:;3 .418億円
22年度末 :3兆尽122億円
23年度末 :3兆4，7臼億円=ヨ企3印億円

圃横浜方式のプライマリーバランスの推移〈一般会計当初予算)

l 注1:告項目で単位宋満を四捨五入しているため、喧ト在抽L教しなし暢合があります. 

. 薦書司事星蔀:'I!頃おI調・

傍観対策の

117億円を含t.r)

• 24年度一品桧計当初予算の市債発行額は、震災対策以外の市債は計画通り前年度5%減としたうえ

で、震災対策ヨ堅実施するために必要な市債<117億円)を上乗せましたが、横浜方式のプライマリーバ
ランスは57億円の黒字となっています。

今後も震災対策に必要な市債発行が見込まれる中、「横浜方式のプライマリーバランス」を維持するこ

とで、寸桧計における市債の発行を抑制し、市(一般会計)が対応する借入L 金残高を着実に減らして

いきます二

.将来的な市の負担を軽減するため、横浜市土地開発沿社カ精有している土地について、盟主盟主童三

セクター等改革推進鏡(※):を1.3∞億円程度発行して一般会計で引き受け、金主査塵止する予定です。
※策三セクター等改革推進側主達成指標額及びプライマリーバランスの市債発行額から除きま吹ー・中長期的な財政毘.iIしの試算を進めるとともに、持続可能な財敢霊堂に向けた今後の取組を検討しま
To 

4・ーー国・ーー-ーーーーーーーーーーー・--------ーーーーーーーー戸ーーーーーーーーーーーーーーーーー----------回---戸回目ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー田司_______J
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V財政運蛍の状況

① 経費の南融

②財政広報の充実 実施

-lIIIIf]i軍事‘拘留量縄開EP'"亘量当置

<>各種補助金・委託料など任割惜費の錨滋を図るとともに、効率的・効果的な事業手法の選択や事業

の見直し、歳入;確保の取組」保有資産の利活用などにより、収支不足を角草消しました。

。市民有識者、市会議員を構成メンバーとした「横浜市事業評価会議jを22、23年度に開催し、プー

ル及び野外活動施設等の見直しゃ市民利用施設等の利用者負担の考え方の策定につなげました。

。横浜市公共事業コスト構造改善プログラムによる取組キ総合辞価献し方式のナ睦により、金基蔓茎(J)

コスト縮滅品質確保を促進外部委員による公共事業朝団及。対象事業拡大の制度改正を実施。

。 きめ細かく分かりゃずい財故情報を提供するため財政広報誌の肉容を工夫し、情報発信を行いました。

・「ハマの台芳産情J(年1因。:主に寸桧計予算を掲載する「ヨサンのミカタ」をレマの台所声輔」
にリ=ューアノレしました。イラストキ渡函を用いることで、より分かりゃすい財政広報誌としました。

・「横浜市の財敬制兄J(年2回):掲載内容別に尉勝決況1(部直会計決算)・ 2(民間企業型財務書調

l と発行を2固に分け、発行月を早めるなど、タイムリーに財耳愛情報を提供しました。

-E拐:;，.::;ど~ヨ按Jo.õm司圃

• 25年度予算編成に向けて、引き続き収支不足が知るまれる厳しい財暁悶兄にありますカミ呈塞血経費 1

の縮減だけでなく、事業の見直し・事業手法の選択や歳以札確保の取組、義務的経費の崎減などトータル

盆毘鍾により、収支不足を解消していきます。

・公共事業をとりまく時代変化に対応した制度改正が課題であり、これまでの公共投資に対する効果を

検証し、事業効果を客観的に示す新たTよ公共事業評価手法を検討します。 J
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V財政運営の状況

【達成指標の状況】

②収納率|介護側険料

保静ト

市営住宅使用料

※金網とは目標設定聞こは惣定時制込った東京電力への賠償請換金約6億円が含まれてU、ます。

-E・1Il~~c{t}J:語調;開;P':;亘曜ヨ・

く〉高l市長を議長とした未収債権の整理促進を図るための会議を設置し、全庁的な「剰反債権整理促進の

ための取組方針」を定め、未収債権整理についての考え方を明確化しました。

く〉市税で培った知識とノウハウを活かLへ集中的に滞納審理を進めるため、 23年5月に税外債権団l尉且

当を財政局に設置し、保育料‘国民健康保険料等の滞納案件の一部について‘滞納整理を進めました。

(23年度滞料控窪額/滞納額保育料:66百万円/匂15百万円、国保:1，300百万円/7，670百万円)

o未納となった早い段階マ、重量錘畳塞自を作うことで、早期床納対策を進めました。 (22年度 B債権
約58，000件、23年度約213，000f明
く〉市民矛朋施設等の使用料刷用料を含む)及び手数料の料金設定キ調挽の取扱いについて、よ宣墨劃毘

施設等の利用者負担の考え方Iとして整理しました。

-E主調:;l'::;:諸官主9J:li1措置

φ 債櫛暗課において未淑債権の徴収に専念できる体制が整っていない等の課題があるため、全盆金杢
市全体の未収債権の徴収体制について、 24年度末までに未収債権整理促進対策会議で検討を進めます0

• I市民利用施設等の利用者負担の考え方」に基づいて、施設運営コストの削減持制用者増の工夫を行

し¥市民負担の公平牲の観点から検討を進めます。
t一四四開
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V財政運営の状況

:0市が保有する土地等の白幡な制兄把握がなされ、制2保有する必要があるものは有効活用が進
目: むとともに、ー官珂=要なものの売却・貸付等により、財源の確保に寄与しています。

標 ;0資産経営の視点に立って資産活用を検討し、様々な地域課題の解決にも寄与できる、土地や建
物の有調舌用が図られています。

と情報の共有化
計画策定

資産活用
行政財産の余裕羽ちき

検討 実施
基本方針 等の活用

用途廃止施設の 14施設 10施設以上

荊脂用 (18~21年弱 (22~25年島

-E・凶司巨壷‘llþ'J:量制!~~;r.局面市Eヨ・

「5-普通財産・基金・話扇面耳石扉福正面五五面日M逗街五回5E:ー議結局五
進の観長から様々な手法により、皐期に売却すべき土地の売却を進めました。

<>行政財産の余裕蔀扮の活用のため、⑦占用物件・自臨機の貸付‘②土地・建物の貸付、に関するガイ

E三壬之査生虚しました。
<>用途廃止施設のガイドラインを作成し、関係区局によるプロジェクトにより釜型車査法皇しました。 J

-E持部署諸官忽互応i言語・
-行政財産の『資産たな卸し』の詳細調査を縦続するとともに、道路、河川、企業会計に対象を拡大し、 1

売却や貸付など資産の有効活用を進めます。

・行政財産の余裕部分の活用を推進するため、区局の管財・資産活用担当者会議の霧散や、資産活用研

修の拡充を行し¥ガイドラインに基づき区局による貸付の具現化を図ります。

@ 用途廃止施設の後利用を決定するとともに、区局と連携し後利用を決定した事業の具体化を図りま

Lす。
ーーーーーー戸田_1
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VI区の主な事業・取組

VI中期4か年計画の推進に係る各区の主な事業・取組
各区が 22-23年度に実施した「中期4か年計画の推進に係る主な事業・取組Jを紹介します。

地域の身近な課題やニ}ズに迅速かっきめ細かく対応するため、各区独自の事業や、区がイニシ

アチブを取って局と連携する事業を実施しています。なお、各区の事業・取組は例示であり、他区

でも同様の事業・取組を実施している場合がありますl

@鶴見国際交流ラウンジを拠点に、区内在住の外国人

に対する情報提供や相談対応、生活支援、外国人を

鶴見 多文化共生の 時トするボラン引アの育成等を実施 |基本政策2

まちづくり
。庁内横断プロジェクトを中心に、区役所の多文化パ

区 リアフリー化や外国人のための防災フェアを実施 施策20

-相談対応・情報提供[7言語、 2，344件】
-小・中学生への学習支援の実施

-区職員向けに窓口応対マナーや他課の業務を学ぶ研
修を行ったほか、区役所の複数窓口での手続きをス

神奈川区
区民サービス 〕問ため窓口連携シス日「山ぽ※JI行政運営
向上事業

を関係各課が連携して運用するなど応対カや窓口サ
}ピス、チームカの向上に取り組みました。 1(2) 

※複数窓口で手続きを行う方に、事前に次の受付番

号を確保し、待ち時間を短縮するシステムですロ

@家庭ごみの減量・リサイクルのため、集積場所での早

朝啓発活動「さわやかパトロール」 【235回】やリデ

酉 きれいな街づくり ーキャンペーン【5回附度)】等を区民事|基本政策4

区 推進事業
業者と協働で実施【家庭ごみ量一人1日あたり 413g
(23年度) [21年度より 25g減(18区中1位))】 施策33

φ清潔できれいな街を目指し、地域・企業・行政が一体
で横浜駅周辺でのクリーンキャンベーン等を実施

-寿地区には日雇い等常用雇用経験の少ない方がいる
等、従来の就労支援策だけでは常用就労に至らない

新たな就労支援 ことが多いため民間開地域と連携し 2か月|基本政策2
間で生活訓練・社会訓練・就職に役立つ技能習得訓練

プログラム事業 の支援を一体的に実施する新たな就労支援プログラ 施策8

ムを実施し、修了者の6割が就労に至っています。
[ 2か月 X3回実施、修了者数48名(23年度)】

φ自治会町内会と区役所が協働で災害時に備えた平常
時からの見守り活動、産買の見える関係づくりができ

災害時要援護者 | るように災害時要援護者の特づくり等を個人情報|基本政策2
支援事業

保護との両立を図りながら推進しました。
@区内全209自治会町内会に取組を呼びかけ、実施 施策6(2) 

-取組に着手した地区【170(会自治会の 81%)】

-名簿作成完了地区 [97(全自治会の 46%)1 
-青少年が地域での体験等を通じ次世代を担う意欲や
能力を有するよう支援しました。

書 こどもたちの こどもフォーラム (7~-11 月) |基本政策1

元気アップ
小・中学生 [290人】がよりよい地域づくりのため
に何ができるかを話し合い、地域清掃活動や防災啓 施策3

発ポスター作成、老人ホーム訪問等を行いました。

-ひまわりミュージックフェスタ(青少年音楽祭)
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羽区の主な事業・取組

基本政策1

施策5

-児童虐待早期発見と防止や地域での見守り体制づく

りを目的に、広報・啓発を実施

・相談窓口周知マグネット全世帯配布

.親子支援のための地域学習会開催

【大人 123人子ども 116入計 239人参加(23年度)1 
.子育て支援に関わる人や機関の連携強化のため、地域

ケアプラザエリアで子育て支援連絡会を開催

こどもを守ろう!

虐待防止ネットワーク

事業

保
土
ケ
谷
区

基本政策1

施策2

-地域の子育て支援情報や親同士の交流の機会提供の

ほか、児童相談所等と連携しながら、子育てに不安を

抱える養育者等への支援を行いました。

・親子のびのび広場事業【192回、 9，142組参加1
・発達障害児応援講座 [8回、 95人参加】

・両親教室【659組参加】

・地域育児教室【262回、 7，498人参加】

すくすく子育ち・

親育ち応媛事業

旭
区

基本政策2

施策 15

行政運営

2 (1) 

@区民ニーズを的確に反映した区政運営に向け、地域代

表や外部有識者等からなる事業評価委員会で、区役所

の事業・サービスについて、中間期及び期末期の評価・

検証や、区政運営に関する提言を実施【9回】

・評価、検証や提言の中で指摘のあった事項は、次年度

予算編成や区政運営方針の参考にするなど、事業の見

直しにつながる効果がありました。

区役所事業評価の

実施

磁
子
区

基本政策2

施策 19

@区内の関東学院大学及び横浜市立大学と基本協定を

締結し、大学の活力を生かしたまちづくりを推進

・7イタウン金沢八景プロジェクト(愛称:さわさわ)

の運営補助及び活動支援

・大学生の地域活動への補助金交付 [13団体】

・7ォーラム(活動報告等)開催【年1回、 450人参加1
・区役所独自のインターンンyプ [10人(23年度)】

匂q:lJSTI叩胸躍澗の

推進

(大学の活力を生か

したまちづくり)

金
沢
区

基本政策4

施策30

-区民・事業者・区役所の協働で脱温暖化行動推進

-緑のカーテンづくり

【緑のサボーター16事業者登録、展示会2回1
・鶴見川流域の自然環境の普及啓発(水と緑の学校)

・金環日食に向けた「モノもイルプラネタリウムj開催 等

・「ヨコハマ 3R夢プラン」の推進、ごみの発生抑制等

の普及啓発活動の実施

港北エコアクション

i 推進事業

港
北
区

基本政策3

施策 29

-区の魅力である「農Jを多くの人に知っていただき、

訪れていただくため、区内直売所を紹介する「とれた

てみどり 緑区直売所マップ」を発行【14，800部】
φマップに掲載された直売所を巡るウォーキングを緑
区ガイドボランティアの会及び緑区食生活等改善推

進員会と協働で実施[7回、 214人(23年度)1 
・区庁舎において地場野菜の直売会を開催 [6回】

緑区肉の「農』の

魅力の発信

緑
区

※実績値について特に記載のない場合は 22~23 年度の 2か年の累計としています。
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1江区の主な事業・取組

-養育者が短時間就労やリフレッシュ等を行うときに利

ママパパ応援
用可能な「一時預かり」を身近に感じ、いざという時に

主
預問る「安心感Jを持つ吋だくとともに多様|基本政策l

ホッとひといき な保育サ}ピスの提供を通じて待機児童の解消につな

事業
げるため、 「一時預かりJ初回利用料3時間分までを補施策2
助し、利用促進を図りました。

[ 3施設、 484人(23年度)】

-区内中小製造業の紹介冊子作成 [13，000部発行】及び
技術展示会「テクニカルショウヨコハマjへの出展支援

都筑 メイドインつづき
を行いました。 基本政策3

φ都筑野菜を活用し、ふるさと意識の醸成や都市農業の理 施策22(2) 
区 推進事業 解を促進しました。 施策29

-地産地消PRツール(ショップカード等)の活用
-生産者と消費者のマッチン《こよる都筑野菜の利用促進

-外部機関と協議し区防災計画全部改正作業を推進
@乗降客数が市内第2位の戸塚駅では、帰宅困難者対策の

塚戸 地域防災力強化 必要性珂いため区独自に吋係機関団体事業|基本政策2

事業
者等で検討し、戸塚区帰宅困難者対策部会を設置 施策 (2) 

区 [ 3回開催(23年度)] I nl!iJ!l< 6 (2 
-戸塚駅周辺帰宅困難者対応訓練を関係機関と合同実施
[11機関、約2∞人参加(23年度)】

-地域と協働で安全・安心なまちづくりを推進するため、
22年度に設置した推進協議会及び分科会で具体的な取

栄 セーフコミュニテイ
組を検討し 「栄区セーフコミJ イ活動を推進する|基本政策2
ための行動計画(素案)Jを作成しました。 施策区 事業 -世界保健機関協働センター¢穏証取得のための中間審査 7 
-横浜市立大学と連携し、区民の事故・けが等に関する

実態調査を実施【実態調査数1，365人(23年度)】

-地区経営委員会が取り組む地域課題解決の支援

-地域運営補助金の交付【11地区/年】

『地域主体の地域| 地域経営ま山り支援補助金の交付間業] |基本政策2
-地区経営委員会拠点整備支援 [6地区(23年度)]

泉区 I運営』推進事業 φ地域協議会の運営支援(諮問・答申、事業評価、地区経施策 15
営委員会活動報告・意見交換会)、地域協議会の区政参

加の推進

.ひとり暮らしの高齢者などの見守り等を行うため、市営

瀬谷

住宅に高齢者等地域拠点(あって~南瀬谷)を開設し、
高齢者等地域拠点 運営を支援しました |基本政策2

区 モデル事業 -相談事業来所者数6，619人、相談件数163件 施策9
-地域の福祉保健活動の「場」の提供

-地域の福祉保健情報の収集・発信48回

※実績値について特に記載のない場合は22-23年度の2か年の累計としています。
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VII参考資料
1 中期4か年計画関連事業の決算の状況 (単位:億円)

※ 中期4か年計画では、達成指標の実現に向けて施策や事業を柔軟かつ効呆的に組み合わせていくため、計画策定時の

見込額に対する割合が、計画の成果や評価に直ちに結びっくものではありません。

※ 複数の施策に関連する事業(=再掲)がありますが、再掲を含めて単純合計しています。

※ 施策ごとに各年度の決算額の単位未満を四捨五入しているため(四捨五入しても 1億円に満たない場合は小数点で記

載)、合計欄と一致しない場合があります。
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428，400人/年

こんにちは赤ちゃん訪問
149百万円

訪問数 26，000人/年 l白v血j，hua』 J4K‘IロM『同Ttn且"̂自， It;. 事業 ※0-4か月児の80%

地域子育て支援拠点事業 1，462百万円 3か所(累計 18か所) T~全r区n設l 置完了 。
^^ .‘τ宜::. 1m吾， .円4‘=百三、

{累計36か所) 。
49，892人 (24年4月) 。l

且品

施策 I既存保育資源の有効活用 11，848百万円 1②h私冨立r幼罰稚包L園m預t::-1-.，か官り保、育認定数 381ω②455かか所所(累計112か所) @Iこど附年局I区]
2 

| |3-m所i-lliflM>~ (aRJ9f.) 14 ~> 1①ゆ所(累計261矧) 1 t;. 1とEIEf年局1，351百万円 ②乳幼児一時預かり(認可外)14か ②6か所(累計10か所)
37 
頁

保育の質の向上と幼保小 44百万円 ②育所幼保2小4連園携推進地区:18地区(累
①15闘 。こども青少年局

連携の強化 ②3地区(累計21地区) 区1

計①②舟放は山36ま課地っ後崎子区ふキf回)れ喜yあ一ズL、スクク一ラーブル165 か所 ②①8Z267かか所所
放課後の居場所づくり 8，541百万円 1m85nか品所百 。

F号、唱円凸ー，.τ宜主

。教育香員会事詰局
。こども青少年局
。教育委員会事輯周

百 |①学カ向上7?~，YJ'7~全校で作成 ①②全24校年度からの全校実施に向 。教育委員会事事局18 万円 ②体力向上l校 l実践運動:全校 指げ準定)備(体力向上推進校 56校

。現育委員会事詩局
。教育委員会事務局
。教育委員会事審周

_._ rr_，，=，>、，，_。
。
。

488人 定員496人 。
16百万円|計画策定・推進 計D画V相策談定支援センタ』開設・相 。

談実施

28百万円|相談支援充実 :6か所 日か所 。こども青昔年局
1 (~ 

71百万円 消防通信指令システムの更新完了 基本設計の実施 。 消防局

葉|狭あい道路拡幅整備事業| 川百万円拡幅整備延長34km四回) 16，1km (134，4km) O. 

6 

①内、(2AJ3)約企hV0下h」a5μ水an0{-l皿4道L-AAかA1幹疹年W糠L区)拙整域d、(備宅匂5B72官n面65ehh品積札aa)(ー目2U'5隅r， 9m幽7品明，La) 、 内((2l))水(jj②0nhqf8a・l】B，5Rh3ド20a56マ年(2hフ度5a7，・に(94作劫，34成岨畢1尭a1にh)現a着)叩手加
(1) 
ゲPラ豪雨などの浸水対. 27，141百万円 。

41 策

頁

がけ地の防災対策

90 



VlI参者資料

建築物の耐震対策事業

。
家具類の転倒・落下防止
対策の普及・啓発

いえ・みちまち改善事業

結
策

6ω
・
必
頁 消防局 I区】

。
環境創造局

消防局【区I

。

。20か所設置(累計21か所)

地域防災の担い手の育成

施
策

7
・
叫
頁

。151人就労人数224人32百万円

健康福祉局
I区I

健康福祉局

自立支援機関の利用者46，450人(年)

支援した中高生650人(年)

。

。
。
。

。
ム

134か所(累許)

103，689人

2，290人

628百万円

68百万円

施
策
8
・
必
頁

施
策
9
・
日
明
頁

健康福祉局。4区後見的支援体制の構築 12区240百万円後見的支援体制の構築

健康福祉局。関所Oか所、整備中2か所開所3か所、整備中3か所241百万円多機能型拠点の整備

健康福祉局。3区設置9区42百万円移動情報センターの設置

91 

こども青少年局

こども青少年局

健康福祉局

A 

4 

。B館(累計)

自か所(累計20か所)

運営9館(累計)397百万円

自設対策の推進

就労支援センダーの運営

障害児の居場所づくり

施
策

m
-
U頁

施
策
日
・
錦
頁



VII参考資料

主主
。 市民局

。健康福祉局
。 建築局

。 建築局

。 建築局

o I健康福祉局

'" I 建築局。 建築局

'" I 建築局

o I 市[民区局1 

。健都環道境康市路I創福整区局祉備造I等局局局

政策長。
:I/J1X11'j/ .......ー'-:."r õτ~~銅，.~日'，r/，/J ー官=~田X."-'OI，)"，J，/J 哩-~副司"'"

-τ~，崎司」、五亀_，告.~-占~.，--- 、，
施
人環境口減な少ど等の充を踏実まえた住策

16 

15，567百万円 J <:t"'1出k己 。
54 業中7地区

頁 108百万円 グループ登録・組織認定数20(169) 161団体 (24年3月) @ 

地域の公共交通維持・活 1事新規業中 (18路(1線5)地
953百万円 3地区 区) 。

性化

施
策
安Jt"歩行空間整備事業 ~安パ，PU7伊71JZP』問化宜整咽備凪延寓長1U1叫抽出叫， U@J656k1mkmtAUU刷.8即km) 。

17 1，569百万円 12km(30.7km)I:ID5.1km(23 

放置自転車対策と交通安
1叫百万円除置自転車糊台数:5，000台以上，800台 。

55 全啓発
頁
鉄道駅の利便性向上

霊備心部の自転車利用環境
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施 | 維実市民持な実生等施活に直の安結全す、る企保業全活の動着の 1109， 353百万円 12， 210億円
|市捌の保用全施推進設 公園 港湾施設
等 10
1，094億円

策
18 

56 
より効率性の商い保全計画

保全計画策定概ね完了 河学川校護、公岸保園全内計大画規模策運定動施設、 1 0 
の策定と推進

頁 ~，司.."，，=.....，ヲ再刊.-、 4ー唖<>ヨ"-<:D.:.A.

公に係共建る築検物討の'評価及び利活用 ¥ 0 検討推進 財政局等

A 財政局等

施， "山岨札A_.......~=
167百万円 l主主主JUBEtιOJ同 I.... J.::x. I 55件 I @ 政策局

策 島控亘荷子ム力Z主高君事度，'-化4の9支汁撞. 'J'::"瓦弄，OJ 60百万円 技術者育成 1，700人 、789人 。 経務局
19 
大学・地域・行政の連携によ

12百万円 まちづくり活動 9件(12件) 4件 (5件調整中) 。 都市整備局
57 

主ザレ ，J._..，.:t.，> 111 

頁 1_ι品市・... ，.:.，昨 l~ .......き古抽m抽描 1百万円
ノ、晶子-，古 d、 υ、1J 時弘 IJ~ '::1 "-"'1'同居時

144件 。 政策局
200件

1百万円 5事業 2事業 ム 政策局

施 1支i当揚時惜出守ζV_'l!!!慣・帥ノJ・1 旧百万円 |EE豊闘との協働事業数|延べ19事業 。 政策局

策
20 
日本語学習の支援 77百万円 講座開催か所数 4か所 延べ4か所 。

58 
頁 国際交流ラウンジの整備 99百万円 ラウンジ整備 3か所 2か所 。

..日‘出品、~ ..白血~，

14百万円 多言語ホームベージの構築 実施 1 0 

3百万円 1 セ※2ミ3ナ年ー度等よ開り催開回始数10回/年 国際女性ピグキス会議等閲 10 市民局
施 I .， 催:3回

策
21 企業向け普及・啓発の推進 3百万円|シ引に関する勉強会等開催 | “町.，汁Eー且匝E2-. 直r同作訂 I @ Iこども青少年局

59 よこはまグッドパランス賞 6百万円 ..，と弓事..，業畏U所l強/Bt4 認定事業所数 34事業所 。 市民局
頁

60 か年

女性の自立・就労支援 13百万円 講座等参加者数1，600人/年
22年度1，630人 @ 市民局23年度1，638人

研数145究51件開件発()う・販路開拓分支野援支件援数ち重点 件 47件(うち重点分野22件) A 

施 新技の術促進・新〈製挑む品目開発と創業
b. I 策

等 イノベ』ショ 601百万円 経営革新促進助成件数日件 23件 経済局

22 
ン〉

(1) 知財活用支援件数260件 I 167件 |。

60 企ー業ト推関進連く携つななどぐコイーノデベーィヰシ 59百万円
コーディネーター派遣件数 6お件 。| 経済局

頁 ョン〉
570件

- "司"酔4晶、E三ョ._，.".，.臨ι-、.uSo'J昼，
健康ロ・医ジ療ェ関ク連ト機推器進等の共同開522百万円 事業推進 。
発プ IIIl肌jLllol胤J

o I 経務局

施 l 甲小耳罪へり買宜聞珪王宮 I 101， Vl>O 同 JJIコ| 吾川"" |回世嗣l 昨-l-~.è，1訓 1 0 1 経済局
策
221地崩献金業趨 11百万円|認定・支援件数200件 I 63件 |ム| 経済局

(2) 

流通の安らせ全る性地の域強づ化く等り安心
ノ-;/.，rv，J理此品目先皿，.，.棋 I3件54百万円 。 経済局

61 して暮
5件

頁 地核の連携による雇用の促 同 7"有国 ;Ii:援事業により就職した人 I7A/1 k /邑内q畠昔、 I@ 経務局

。 建築局
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。 経済局

。 経済局

。文化観光局
。文化観光局
t:， I文化観光局

o I 政策局

。文化観光局
。文化観光局

トリエンナーレ開催
ヨコハマト9:r.:rt→2011の開催 。文化観光局''11.'" .u主z包，岨U与. ，、，、~，

o I都市整備局
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2百万円 l支援件数6件

YGVにおける電力等のエ|タ
低炭素都市づくり 6，500百万円 IY 7エネルギーマネジメン

トの推進

ヨコハマ・エ=・スク-Jレ930
市民のライ 7?-11-1/

434百万円 I講講座)開講(累計 1，044講座開 I764 (累許878講座開講) |。
に向けた「エコ活。」普及

施

~I 再拡大吋中…普及| |住宅問光吋ム等
939百万円 設置費補助4，400件 I 5，438件 。

69 

頁|エ永ルギー拍車の上い草笹| 1. 550百万円|新築住宅のうち省エネ基準|約附 ω年度) 。
適合割合約2割

EV補助等 1，200台
119百万円 I充電設備補助等 650基

ヨコハマモピPァィ'プロ
2，014百万円 lジェクト ZERO・(YMPZ)

の推進

市;;;;
A 環境創造局

21園(累計32園) A 環境創造局

検討 d 環境創造局

日か所 (2か所着手)
A 環境創造局

雨水吐の改良

d 道路局
h珂合ロI>Jo1 IrDIJ 

年整備等の推進 11，415百万円 整備着手公園数 176公園 72公園 d 環境創造局[

|発生抑制等推進事業 12百万円
ヨコハマRひろばの取組等

7件 。 資源循環局
12件

震|更なるごみの資源化 25百万円
生ごみの新たな資源化を検

生ごみガス化実在実験の実施 。 資源循環局叫

33 ミ，..""，ヨ官』血 M開吊占邑， u~

18百万円 立入調査等 7，200件 5，946件 。 資源循環局
分別徹底の推進

72 
資源集団回収の推進 1，266百万円

資源集団回収による古紙回
6.3%増{累許93.3%) 。 資源循環局

頁 .!rrt:担唱円.，~晶 'm吾 l 噛白内白f、

ぬくもりのある街横浜事業 46百万円|サービス提供推進 | 岡唱n田n官nn守4比"_企H』ト.~早.'凶'"νヨ呈AL協内向同内向UnJ川=，町量、 I 0 資源循環局
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。

総務局
人事書員会事詩周

総務局
財政局

総務局

総務局

総務局
市民局

総務局

総務局

総務局

。
。
。

。

'0 

。

年金支給開始年齢の引き上げを見据えた人事給与制度の検討

『横浜方式のプライ....9ーパランス」白黒字を維持した市債発行を継続。
土地開発公社保有土地の縮減を計画的に推進。 (22-23年度縮減額:231億円) 財政局。

任意的経費の縮減

財政局
公共事業間違区局

公共事業のコスト縮減と品
質確保

。

。
総務局

財政局

。

財
政
運
営
2

・
m
頁

財政局等。回収体制等の整備強化

財政局等

財政局奪。
財政局等。専門人材の有効活用

。滞納発生の未然防止

早期未納対策の充実

財
政
運
営
3

・
m
頁

財政局等。市民利用施設等の利用者負

担の考え方

財政局

財政局

。
政策局
財政局

財政局

。

。
。

土地・建物情報の総合的
把握に基づく有効活用推進

財産管理の適正化

財
政
運
営

4
・
邸
頁
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